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第1章  序 論

1－1 緒   言
                      1） 建築構造物の塑性設計を紹介した多くの文献は 、塑性設計の利点として，鋼材量の節約，崩壊

荷重の把握（荷重安全率の明確化）’設計法の簡略化などを挙げ、これらの点から弾性設計（許容

応力度設計）より好ましい設計法として塑性設計を論じている。建築構造物を塑性設計することの

確たる必然性を明確にしないこの議論は、地震外乱が建築構造物の設計に支配的意味を持たない欧

米での塑性設計に対する評価に過ぎない。

 過去の強震記録を用いた地震応答解析によれば、基太固有周期1秒以下程度の申低層建築物は、

櫓当に大きな減衰定数を想定するとしても、弾性設計の立場からはぺ一スシャー係数を0，5程度以

                     2）3）上にする必要のあることが明らかにされている  にもかかわらず、標準震度O．2で許容応力度設

計された申低層建築物が比較的強い地震外乱時でも被害を受けない場合の多いこと4）は、塑性挙動

を無視して建築構造物の耐震設計が論じ得ないことを示している。従って、建築構造物の終局耐震

安全性を明らかにし、更に、終局耐震安全性に立脚した耐震設計法を確立することが、安全桂と経

済性を追求する工学の急務であると考え乱

 建築物の耐震設計は、建築物がその存続申一に遭遇するもめと想定される地震外乱に対して、設計

の対象となる建築物の安全性の尺度で表わした地震応答量が、同じ尺度で表わされた許容値以内に

                                           5）収まるような力学的合理性と経済性を兼ね備えた動力学特性を構造物系に与えることと定義される。

即ち、地震外乱による建築物への入力の大きさを表わす地震応答量と、建築物自体が保持する胴震

性能の定量化が、建築物の耐震設計における重要な課題である。

 さて、地震外乱による建築構造物への影響としての入力は、重力による固定荷重及び積載荷重など

とは異なって、地震外乱そのものの性質だけでなく、設計の対象である建築構造物の動的性質の影

               6）饗を強く受けることが特徴であり 、その定量化には伸介として地震応答解析を必要とする。

 従って、建築物の耐震設計を行なうには、まず、建設地点に想定される地震外乱を設定するとと

もに、設計の対象となる建築物の動力学特性を予め何らかの形で与えて、その初期状態から地震応

答解析を始め、解析結果を考慮して動力学特性を修正しながら設計の適正作を計るという便法をた

どることになる。ここで、静的手段による初期設計は地震応答解析に先立ち建築構造物の動力学特

性を与えるためのものであるから、これを耐震安全性の観点から適正に定め得るような十分な資料

が予め準備されていれば、地震応答解析に基づく動的耐震設計の効率を高めるばかりでなく、少な

くとも典型的な建築物については、改めて地震応答解析を行なわなくとも静的手段により設計を完

結させることが可能である。
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 このような汎用性の高い耐震設計資料を得るためには、建築物の耐震安全性の尺度を設定し、建

築物の地震応答に本質的影響を及ぼす地震外乱と建築物の構造パラメーターを選んで、巨視的な観

                        の点から広範な地震応答解析を行なうことが必要になる 。

 工学的解析は、木釆、判断の尺度となる量に関して十分な精度を有するものであると共に、必要

                    。8）な精度の範囲で簡単であることが要求されるが 、上述の広範な地震応答解析を実現するには、特

に解析の簡単化が強調される。建築構造物の地震応答解析は、耐震設計に関する多くの研究分野の

中で近年目覚しい進歩を遂げた五つであるが、それが地震応答に影響を及ぼす種々の効果を考慮し

て複雑化する一方、さして結果に影響しない項目は無視して単純なモデルで簡単に済ませようとす

る努力はあまり払われていない。

 このような観点から、地震応答解析の簡単化を目的として建築構造物のモデル化を考える時、最

大の問題は何を尺度に耐震安全性を論じるかであり、次の問題はその尺度について必要とされる精

    9
度である 。しかし、どのような地震応答値をいかに用いて建築構造物の耐震設計を成就するかと

いった具体的な方法は対象とする建築物の構造材料，構造形式，機能などにより異なるので、建築

構造物の合理的な動力学モデルのあり方を一概に論じることは不可能であろう。

 本研究は、鋼構造骨組の終局耐震設計法を確立嫡ための予備的研究一として広範な地震応答解析を容

易にする簡便な動力学モデルの開発を目的とするものであり、対象を限定した上で、「どのような

パラメーターが建築物の地震応答値にいかなる影響をもつか」、また、「どのような地震応答値を

いかに利用して建築構造物の動力学特性を適正化するか」という耐震設計上の具体釣な問題と対応

させながら、合理的な動力学モデルを考えるものである。

1－2 本研究の概要

 本論文の第2章以降の研究概要について・章を追って述べる。

 第2章及ぴ第3章は、簡便な動力学モデルを考える前に、建築物の地震応答を詳細かつ具体的に

検討するための信頼性のある地震応答解析法の確立を目的とするものである。

 第2章では・まず・鋼構造部材の静的弾塑性挙動を詳細に調べるための解析法として1次元有限

要素法を採用し、既往の研究を参照しながら、数値言十真上の問題点を明らかにした。更に、1次元

有限要素法による解析結果を既往の実験結果と比較しながら、部材の材軸方向要素分割法，断面の

置換法，応力度一歪度関係のモデル化などの数値解析上の諸問題について検討を加え、解析値が良

好な精度で実験値を追跡できることを明らかにするとともに、応力度一歪度関係の履歴モデルの差

異が鋼構造部材の静的荷重一変形挙動に著しく影響することを示してい糺

 第3章では、慣性力，減衰カの評価及び運動方程式の数値積分法などの動的応答解析に関する諸
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問題について、既往の硯究を参照しながら、解析結果の信頼性を重視するという方鎌の下に、適切

な解析方法を選定した。また、数値解析例を示し、応力度一歪度関係の履歴モデルの差異が鋼構造

骨組の地震応答に及ぼす影響について検討した。解析結果は、鋼材の歪硬化及ぴBau s ch i ng eエ

効果が各部材の内部仕事分布などに及ぼす影響が比較的小さいことを示している。

 第4章及ぴ第5章は、従来、建築構造物の耐震設計に採用されていた地震応答解析手法における

問題点を明らかにしている。

 第4章では、解析の容易さから従来広く用いられてきたせん断型多質点系モデルについて、鋼構

造骨組の終局耐震設計における有用性の観点から検討を月日えた。解析結果は、せん断型多質点系モ

デルによって層せん断力及び層間変位などの巨視的応答値については満足すべき近似が得られると

しても、せん断型多質点系モデルより得られる巨視的応答値と建築構造物の各構成部材についての

局所的応答値の間には明確な相関性が認められないことを示しており、骨組構造物の耐震設計にせ

ん断型多質点系モデルを用いることの危険性を指摘している。

 第5章では、建築構造物の耐震設計において通常無視されている鉛直地動が骨組構造物の地震応

答に及ぼす影響について考察するため、水平地動のみ入力した場合と更に鉛直地動を入力した場合

の応答解析結果を比較した。地震外乱を受ける骨組構造物においては、鉛直地動によりはりに大き

な鉛直方向慣性力が生じ、通常鉛直荷重により断面算定される上層部部材の塑性化の進行及び下層

部柱材の軸力の増大が耐震設計上無視し得ない程度であることを解析結果は示している。

 第6章は、本研究の最も重要な部分であり、建築物の層数にとらわれない汎用性の高い耐震設計

資料を得るための簡便な動力学モデルとして連続棒モデルを提案している。この連続捧モデルでは、

層軸力，転倒モーメント，層せん断力，はり鉛直荷重の4次元の層応力，はり材と柱材の降伏の区

別，鋼材の歪硬化，骨組のP一∠効果などを考慮した。また、若干の地震応答解析例を示し、連続

棒モデルにより、水平変位応答及び層応力応答などの巨視的応答値について良好な近似が得られる

とともに、各層の履歴性状もほぼ把握できることを示している。

 第7章及び第8章は、連続棒モデルの応答値を用いた終局耐震設計法を示し、その設計法の合理

性を検証することによって、連続棒モデルが耐震設計用動力学モデルとして有用であることを明ら

かにしている。

 第7章では、4次元ベクトルとして表わされる連続捧モデルの層応力応答の大きさを評価する尺

度として等価断面積応答を設定し、その最大応答値に応じて鋼材を各部材に分配することにより、

各部材の靱性率応答が一様化するように動力学特性を適正化する方法を提示した。また、この方法

により再設計された骨組構造物の地震応答解析例から、層せん断力以外の層応力応答が耐震設計上

無視できず、多次元の層応力応答を合理的に評価する必要があることを明らかにすると共に、各部

一3一一



材の塑性変形が一様化するような鋼材量の適正な分布が連続棒モデルの応答値から得られることを

示している。

 第8章では、構造物構成要素の耐力と変形能力、即ち、エネルギー吸収能力に基づいた終局耐震

設計法の確立を目的として、部材の単位体積当たりのエネルギー吸収能力を解析的に検討し、地震

時の入力エネルギーを静的手段により評価する方法を導くことにより、入力エネルギーが各部材の

エネルギ」吸収能力に応じて一様に分配される場合の、構造物のエネルギー吸収要素としての全鋼

材量の合理的算定法を提示している。

 第9章は、各章で得た結果の総括である。
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第2章 1次元有限要素法による静的弾塑性解析

2－1 序

 骨組構造物の弾塑性解析の複雑さは、材料非線型と幾何学的非線型の2つの非線型性に由来する。

構造物の弾塑性数値解析では、この非線型解析を行なう方法として、荷重と変形の微小増分間に線’

                             D
型関係が成立すると仮定してs tep－byl t epに解析する方法 、または、試行錯誤法に基づい

                                   2）て、構成法則，釣合条件，適合条件の3つを近似的に満足する解を見出す方法 の2つがr般によ

く用いられている。しかし、後者は多数の構成部材の達成効果の著しい重層骨組の解析には適当で

ない。

 骨組構造物の弾塑性解析において材料非線型性を導入する方法としては、非線型性の仮定または

                                         3）近似を導入するレベルに応じて次の3つの方法がある。即ち、（1）部材端力一部材端変位関係、（2）部

材断面の断面力一変形関挺～（3）部材断面の応力度一歪度関係δに材料非線型性を仮定する方法であ

る。この3つの方法のうち、（3）の関係は材料の機械的性質のみから決定できるが、（aの関係は断面

の塑性域の拡がりが影響し、更に（1）の関係は材軸方向の応力分布が影響するので、その関係を合理

的な数学的モデルで表わすことは厄介になり、これらの影響を十分に表わせない場合が多い。

 構造物の幾何学的非線型性は弾性挙動時にも当然生じるが、弾塑性挙動における変形は弾性挙動

時に比べて大きいので、構造物の弾塑性挙動に対する幾何学的非線型性の影響は重要である。骨組

構造物の拳何学的非線型性としては、軸カによる釧干剛性の変化。横たわみによる部材長の変化，

節点の有限変位による釣合状態の変化（特にP一∠効果）などが挙げられる。

 以上のことを考慮した上で、骨組構造物の弾塑性挙動を具体的かつ詳細にとらえ得る解析方法と

                6）川gして、本研究では1次元有限要素法    を採用する。

2－2 1次元有限要素法の定式化

2－2－1 概    要

 部材の材軸方向への塑性域の拡がりを合な材料非線型性と部材の有限変形を含む幾何学的非線型

性を考慮するため、部材を材軸方向に有限個の要素に分割する。増分変位による全ポテンシャルエ

ネルギーの増分を数値積分して増分変位の2次形式として表わし、ポテンシャルエネルギー停留の

原理を用いて要素の剛性方程式を導く。更に、部材の内部節点に関する項を伝達マトリックス法を

用いて消去し、部材についての剛性方程式を部材端節点に関する項のみで表示する。このようにし

て得られた部材剛性方程式を用いて構造物についての全体剛性方程式を組立てる。一

 ここで用いる基本的仮定事項は次の通りである。
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l1〕部材はすべて線材として扱う。

12〕断面は変形後も平面を保持する。

13〕せん断変形は無視する。

ω 荷重は節点集中荷重でかつ面内荷重とする。

同 横座屈・局部座屈などの不安定現象は起こらないとする。

2－2－2 要素の剛性方程式

 部材の塑性域に入る部分は変形に追随できるように十分細かい要素に分割されていることを前提

として、通常線型解析で用いられる材軸方向1次，材軸に直角方向3次の多項式の増分変位関数を

用いる。ただし、座標系は各要素に定義される局所座標系で、冗軸は要素の両端を通り、原点は要

素の中心とする（Fi g．2－1参照）。このとき、要素内各点での増分変位は次のように表わされ

る。

／1＋ド∴ll
                      α4

（2－1）

に1

ただし、珊工＝｛∠砒ん”｝「は要素内の任意点の増分変位であり、α＝｛α1α2α3α4

α5α6｝τは一般化変位と呼ばれる。

YG 帖〆
ツ

XG

F ig．2－1 Coordinate s for an 1≡11ement

 ここで要素端の節点をつ，ゴとすると、節点の変位増分｛∠d！∠d！｝Tはαを用いて次のよ

うに表わせる。
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／lllザ・一    （ト・1
 －1T を前乗すると次式を得る。

一一・ 黷P111／    （・一・）
または

ll、∵∵／lll（…）
    α。  O ■吻一％ O 物 一しユ ヘ

    α・  0 0 』％i O O ㌧  ～
    α・  O 外 1〃 O ■㍉・㌧・ 〃ノ

ただし・iは要素の長さである。

 平面保持の仮定から、断面の重心軸から距離γだけ離れた位置での直歪増分∠εは次のように表

わされる。

   ∠ε一∠’ε肥一∠’φγ                            （2－5）

ただし・加用は重心軸における直歪増分，∠φは曲率増分を表わす。∠ε届は軸方向変形による歪

とたわみによる盃の和として次式で表わされる。

   ぺ宇・（’（乞”）・一1）十・去（守）・（・一・）

曲率増分∠φは、有限変形を生じ．る部分が十分細かい要素に分割されていることを前提として、次

式で近似する。

      d’2∠砂
   ∠φ ＝                                   （2－7）
       れ2

従って、∠εは次式となる。

   1ε÷・去（三三抄）・一讐・    （・一・）

（2－1）式を微分して（2－8）式に代入すると、直歪増分∠εは一般化変位αにより次式のよ

うに表わされる。
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        O 「      O   O 「

        1          O    O

        O          O    O
              1 τ   ∠’ε：      ‘影十一α           ‘記             （2－9）              2        0          1    1

       －2γ、     2κ  2〃

       一6〃      3元2 3北2

 歪エネルギー増分ノびを初期応力によるもの∠σ1と増分応力によるもの∠㎎に分けて扱う。即ち、

   ”＝岬十4σ・             （2…0）
初期応力を”oとすると・∠σ1は次式となる。

   〃・：∫〆・∠ε”

               T                            r
                            O    O

                    1 r
     ＝（∫〆・   ”）α十2α（∫〆・ O O ”）α
                            0    0

                            1－  1

                            2κ   2〃

                            3”2  3坊2

     一・τα・去ατBlα        （・一11）

ここで・∫7dγは要素の全体積に関する積分を表わす。

 次に応力度’歪度関係の接線係数を刀rとすると、ノ②は次式となる。

       1
   ψ＝Σ∫。巧∠ε2”     一       （2－12）

ここで、ノσ2が∠q、に比べて十分小さく、更に、（2－9）式の第2項が第1項に比べて十分小さ

いことを考慮した上で、第2項を省略して第1項のみを（2－12）式に代入すると次式が得られ

る。

                        τ                O

   〃・一一組（／、刀、1  〃）炸去ατ戸・α （・一1・）

                O

                O

               －2γ

               山6〃
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a，B1，B2の数値積分については・2r2－4節で述べる。

 （2－1O），（2－11），（2－13）式より∠σは次式となる。

   〃一・「α・去α「（B・・B・）α一・τα・去α「Bα    （・一1・）

（2－3）式を（2－14）式に代入すると・

一ベニ1トは1トーlll／（・一一）

座標変換マトリックスをRとすると、全体座標系における増分変位∠dは次式となる。

／lllザ・lll／   （・一一）

（2－16）式を（2－I5）式に代入して、

一一
m11／Tlllい！l11卜／111／ （・一π）

ただし、

f；lllド出

   K－R・T一・「BT－1R

 節点に作用する外力をp、、とすると、増分変位による外力仕事増分∠Wは次式となる。

一一
m11ザlll／   （・一一）

ポテンシャルエネルギーの増分∠∬は次のように表わされる。

   ∠’互r ＝ ∠’σ一∠W                             （2－19）

李位について変分を取り・次式下表わされるポテンシャルエネルギー停留の原跳用い糺

   δ （ ∠エァ ） ＝  O                   ．                              （2－20）

故に・要素りの剛性方程式は次式となる。

・仁11／・／；lllドい  （・一一）

2－2－3 部材の剛性方程式

有限要素系のすべての節点についての剛性方程式を連立させて解くことは、理論的には可能であ
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る。しかし、実際の数値計算において、大次元の連立方程式を解くことは、使用する計算機の演算

時間と記憶容量の両面から大きな制約を受け、全体剛性マトりックスの元数を減少させることが数

値計算上の重婁な課題となる。従って、太研究では、部材の内部節点に作用する外力が変動しない

場合には、部材の内部節点に関する項を消去して、部材端節点に関する項のみで部材の剛性方程式

                                     10）11）を表示する。このような内部節点に関する項の消去方法としては、ブロック消去法   が一般に

よく用いられているが、ここでは、計算機における演算時間を考慮して、連続ばりの解法として開

             12）13）発された伝達マトリックス法   を採用する。

 要素りの剛性マトリックヌを4つに分割して、（2－21）式を次のように表わす。

に1：洲111／・／；lllll／一仁11111／
（一2－22）

ただし、上添字りは要素けに関する項であることを表わしている。

 （2－22）式を両端の状態量ベクトルに関する伝達方程式に書き直すと次のようになる。

／l㌻■一条㌧㌻／l1一
                                       （2－23）

要素りの伝達マトリックスをGリと置くと、

｝イー一㌧
同様にして、要素μについて次式を得る。

（2－24）

｝べ1∵一馬  （・一鴉）
節点ノが部材内部節点である場合には次式が成立する。

    Pリ十P”＝P                （2－26）     …蜆 ノ   ～  ノ   〃ノ

    P。、りノ十P。比”ゾ町、ノ          （2－27〕

（2－24）～（2－27）式より次式を得る。

刈寸に1∵∴プ人フ1＋1
（2－28）
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（2－28）式と同様にして、任意個の要素から成る部材’吻について、両端の状態量ヘクトルに

関する伝達方程式表示が可能である。（2－28）式のような伝達方程式を整理すると次式が得ら

れる。

1之｝一にllll／1二／
（2－29）

（2－29）式を剛性方程式に書き変えると、次式となる。

；lll／一寸之1・に11一
（2－30）

ここで、上添字㎜は部材の剛性方程式に関する諸量であることを示しており、次のように与えられ

る。

    ・一」二一㍍し二、1

に11＋にトμ／

（2－31）

（2－32）

2－2－4 歪エネルギーの数値積分

 （2－14）式から歪エネルギー増分を得るには、ベクトルa，マトリックスB l，B2を数値積

分により求める必要がある。本論では、これらの諸量の積分を断面に関する積分とこの面積積分値

の材軸方向積分に分けて考える。

 ∫／odλ，∫！oγdλなどの断面積分値を得るには・断面内で連続的に変化する応力度及び歪度

                     5）の履歴を追跡する必要があり、その厳密な計算 には膨大な記憶容量の計算機が要求される。従っ

て、木研究では、断面を有限個の集中断面に分け、おのおのの集中断面内では応力度及ぴ歪度は一

定と仮定して、断面積分値を近似的に求める。このような断面のモデル化の方法として、断面を幾

          9）14）何学的に細分する方法   は多数の歪履歴の記憶を必要とするので、いくつかの断面諸量が実断

          15）16）    1の     18）19）面と等価な2点モデル   ，3点モデル ，4点モデル    などがよく用いられている。

     20） 山田らは 、強触回りに曲げを受けるH形断面のモーメシトー曲率関係について、「4点モデ

ルの近似の度合は良好であるが、3点モデルでは相当の誤差を生ずる」と指摘している。また、田

   18）申らは  、非対称な残留応力を表わし得る最小限断面分割として4点モデルの合理性を提唱して

いる。

 本研究では、以下の4つの諸量が実断面と等しい4点モデルを採用する。

一11一



   ∫o＝∫6（y）む＝五

   ∫・＝∫ム（γ）1パ的＝2ρ
                                        （2－33）
   ∫。＝∫ろ（γ）γ2ψ＝∫

   ∫。＝∫あ（γ）iγ13〃

ここで、ろ（γ）は重心軸から距離yの位置での断面の幅である。

                            7） 断面積分値を更に材軸方向に積分する方法として、藤本らは Ga皿s s積分を用いている。Gauss

積分は、πの変域の申に肌個の点をとり、そこで求めた被積分関数値に適当な重みを掛けながら和

を取ることにより数値積分する方法であり、（2π一1）次式の完全解が得られる。しかし、この

方法によると、断面積分値を要素内の多くの断面について計算する必要がある。

 本破究では、部材の塑性域に入る部分が一十分小さい要素に分けられていることを前提として、断

                                     9）面積分値を要素端でのみ求め、要素内では断面積分偉が線型に変化すると仮定して．、材軸方向の

数値積分を実行する。

2－2－5 応力産一歪度関係

 本節では、鋼材の応力度一歪度関係に関する既往の実験結果の概略とそのモデル化について述べ

る。ただし、定量的評価は一般構造用鋼材S S41に限定している。

 一定歪振幅時の応力度一歪度関係については既に多くの実験的厨究があり、歪振幅土O．5％以下

の低歪振幅下でCy c U c－S o f t e血i ng，±O－5％以上の高歪振幅下でCy c1i c－H趾d㎝ing

              21）            22）を樗こすことが報告されてい手、。また、棚橋らは  、処女降伏点以下のある歪振幅までは

Softening現象を起こさないことに注目して、その限界点を骨格曲線降伏点（Ske1e ton

y量e1d po i n t）と定率し・さらに・骨格曲線降伏点での歪度と降伏歪度の比として0730・

0，644などの数値を挙げている。

 更に、非定常状態における応力度一歪度関係について加藤らは、新たな応力域における履歴曲線

ρ硬化特性柾その応力に対する処女曲線と一致することを指摘し23）、前Cy C1eの最大応力に達

するまでの履歴曲線の定量化に努め、軸性限応力と除碕時の応力の比がO．5川0．6程度の値となる

        24）ことを示している  。また、横尾らは、「除荷後、再載荷までの歪振幅が前歪経路に比べて小な

る場合には、応力度一歪度出碍は除荷点の近傍から除荷が起こらなければたどったであろう延長曲

                                    25）線上をたどる」という復帰現象が実験結果に明確に認められると報告している  。

 このような実験的研究から得られる応力度一歪度関係は非常に複雑な履歴曲線となるので、解析

に際しては何らかの理想化が必要である。本研究では、既に提案されている応力度一歪度関係の履歴

モデルの申で、取扱いが簡単でかつ物理的にも合理的であると考え得る2つの履歴モデルを採用す
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る。これらのモデルについて、以下、若干の説明を加えておく。

 ll〕Bi－1inear形モデル

 Bi－1inea止形の履歴モデルは・歪硬化を考慮する最も単純な履歴モデルである。歪硬化係数

                                      26）τには、処女曲線上で降伏点と歪硬化域の由］線上を結ぶ直線の勾配の平均値を用いる  のが便法

であり、構造用鋼材ではO．01程度となる。

 ω Bauschingerモデル
    2確         28）
 柴田ら  及び山田ら  は、繰返し軸方向力を受ける筋違材の第2cy c1e以降の座屈耐力の

低下が材料のBaush i nge正効果に起因することを指摘し、Baus ch i nge r効果を考慮した

履歴モデルを提案している。例えば、山灰1らは、鋼材を処女状態では完全弾性体と完全弾塑性体の

結合したもの（Bi－1ineaエ形）と考え、一度塑性履歴を受けると完全弾塑性体は更に材料定数

                  29）の異なる2つの完全弾塑性体に分離する  （Tr i－1i ne a r・形）と仮定している。材料定数は、

歪振幅3・5㍉（≒O・5％）でCy o1i c－So f t e n i ngを起こすことを考慮し・弾性応力変動域

を1，5σダ歪硬化域における剛性をO．O1刃として算定している。

σy σ0．01E

・E

σ  O．01σ  0．1E

@Eε ε

b山H 1． εy
’ 凸

V．0ε

㌧㌔        ㌧、
｛a〕 Bi－1inoar皿。de1       tb〕 Bausohiρqer態。de1

   Fiq．2－2 Stress－Strain Re1ations

2－3 解析手法の検討

2－3－1 概    要

 前節で定式化した1次元有限要素法を動的解析に応用する前に、門形ラーメンと筋違材を解析対

象として、木解析手法がどの程度構造物の弾塑性挙動を追跡し得るのかを明らかにするとともに、

部材の材軸方向の要素分割法，断面のモデル化。応力度r歪度関係のモデル化について検討を加え

る。
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2－3－2 門形ラーメンの解析例

 2－2節で示した解析方法の精度を検討するた

めに、京都大学防災研究所若林研究室が行なった

r鉄骨ラニンソの弾塑性性状に関する実大実験」2）

目

→

△

・     ↓・

の実験値を参照し二解析値と比較する・。

 試験体は一般構造用鋼材S S41の圧延H形鋼         500cm

を用いて作製されており、試験体の形状寸法を      Fig．2－3Test F。。Ine

F i g．2－3に、部材断面の実測値を不乱b1e2

   Table 2一ユ  Acセuaユ Dimensions and Loading ProqraI口s of Test Fra」mes

Specimen

  name  D

亙M

FM
］≡’C

FC

Co1umn Me耐ber ｛mm）

tw
1フ4．9ユ73．2 7．42

175．6 173．5  7，90

ユ75．8 175．1  7．61

ユ75．6 174．8  7．53

tf

ユO．32

10．71

10．79

10．70

Bea皿1Member 〔m㎜〕

250．3

250．6

249．9

250．8

125．0

125．7

125．5

ユ25．5

tw

6．2ユ

5，98

6．3ユ

6．03

セf

8，90

8，82

8，93

8．94

p lP／Py〕

‘セ。n）

O．0

70．0｛O．089〕

0，0

70・O｛O．516〕

后

u
○
岨
N

工。ading

Condiセio皿

MOnOtOniC
HOrlOtOniC

Repeated

Repeated

11に、引張試験より求めた

鋼材の降伏応力度をTa’b－1e

2－2に文献2）より引用して

示す。饒析においては、部材

断面寸法は実測寸法を用い、

降伏応力度は柱フランジの降

伏応力度に代表させ、ヤング

係数は2100ton／功とした。

Table 2－2 Yield St］＝e日5 ｛セ。n／cm2）

Specimen Co1u㎜n Me皿ber Bea㎜Member
name F1ange Web Flange Web

FM 0 2．70 2．77 2．70 3．48

FM 5 2．78 2．73 2．88 3．59

FC 0 2．68 2．48 2．86 3．47

FC 5 2．70 2．93 2．56 3．45

 本解析手法は部材の塑性域に入る部分が十分細かい要素に分割されていることを前提としている。

ラーメノ部材の材軸方向要素分割については、3分割で荷重r変形挙動を十分追跡できるという報

     30）                                                  9〕
告もあるが  ・太研究では要素長の比が1：2：4：2：1となるような5分割を考えた 。

 解析を進める前に、この要素分割の合理性を検討するために、Fi g．2－4に示す2種類の要素

分割を用いて、解析対象とする門形ラーメンの申で最も塑性域が材軸方向に拡がることが予想され

る’F C5を解析した。ただし、解析結果に及ぼす断面のモデル化の影饗を小さくするために、断面

を層状に20に細分し、20個の面積集中点に置換した。応力度一歪度関係には、Fig．2－2■

（o）に示したBi－1ine乱正形の履歴モデルを用いている。
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2 3   4       5

．0            0．5

    Fiq．2－4 皿embe工 Divi昌ion

5－E1emenセs

6    7 8   9■】≡：1e’Iieエ■ts

1．O

 上記の2種類の要素分割を用いた場合の水平力一水平変位（∬一∠）関係をF i g．2－5に比較

する。繰返し回数の増加に伴って、5要素分割を用いた解析結果は・9要素分割の場合に比べて塑

性域における耐力が若干大き            帥。，j

くなるが、その差は無視し得          中一／一’’■■㌔一一一一一一㌔一一．．、．

る程度である。従って、以後、             1－1Iへ一1I’一一一一一．   I㌔

：二幾㌫∴      ／
                                      ＿＿＿＿』
                 一言                              三

一三

一一
@5－E1画舶nt直FEH

一一一一一一一
@9－Eユ日㎜ont里 F宜蹄

一ユ。

                Fig－2－5 冒。rizontal Force－Di冒p］一acement Re王ations

 膿一1i ne a r形の応力度一歪度関係を用い、断面を20分割して得られた解析結果を一実験結

果と共に亙i g．2－6に示す。実験結果の初期剛性が解析値を下回っているのは、柱脚固定時に導

                       。2）入されたモーメントの影響であると指接iされているが 、初期剛性を除くと、解析結果と実験結果

は全体的によく」致している。

 F i g・2－6一（・）に示すF C0については・解析結果は実験値に比べて塑性域での剛性及ぴ耐力

が低い。これは、解析では柱フランジの降伏応力度をすべての部材の降伏応力度として用いており、

柱材とばり材の塑性断面係数の差はO．8砺程度なので、解析上はばり材も早期に降伏するが、実際

はばり材の降伏応力度は柱フランジに比べて7川26影程度高いので、柱頭が塑性化した後もはり

材が弾性的に挙動するためであろう。

 繰返し載荷を受けるFCOとFC5の2つの骨組について、F i g．2－2に示した2種類の応力

度一歪度関係を使った解析結果をF i g．2－7に比較する。この図から明らかなように、F C Oで

は、2／2c y c工eから肋u sもh i ng e■効果の影響で弾性限荷重が顕著な低下を示すが、前。yc1e
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の最大変位点付近から徐々にB i－1i ne a止形の応力度一歪度関係を使った解析結集に漸近する。

また、，FC5についても、繰返し回数の増加に伴ってBauschinger効果の影響による耐力の

低下が徐々に現われるが、．FC Oに比してBa皿schinge正効果の影響は小さい。応力度I歪度

関係のB乱us ch i nge正効果が特に軸力比の小さい部材の荷重』変形挙動に強く影響することは、

             31〕既に指摘されている所である  。

 Fi g・2－8は・Baus ch i nge止形の応力度一歪度関係を用いた場合のFC5の右側柱脚の

最外縁における応力度一歪度関係の履歴を示している。図申円で囲まれた数字はF i g．2－7一（彦）

の円で囲まれた数字に対応する。引張側の塑性歪は小さく、繰返しに伴い塑性歪は圧縮側に累積し

ていくので軸力比の高い部材にはBau s ch1n ge r効果の影響が現われにくい。

 以上に示した解析結果は、断面を層状に20分割して、その単位分割中で応力度及ぴ歪度が一定

であると仮定して求めたものである。ここでは、本研究で採用した4点モデル及び既に多くの研究

者により利用されている2点モデル，3点モデルを用いた解析結果を、既に示した20点モデルを

用いた解析結果と比べることにより、断面のモデル化について検討を加える。

 太論で取り上げた断面モデルは次の5種である。

         15）l1〕2点モデルーI  ；∫o，∫1が実断面と等価

         16）12〕2点モデルー日  ；∫o・∫2が実断面と等価

         26）13〕3点モデルーI  ；∫o l∫1が実断面と等価がつフランジ重心位置に面積集中点を考慮

         17）ω 3点モデルー遣  ；∫o，∫1，∫2が実断面と等価

同 4点モデル；∫o，∫1，∫2，∫3が実断面と等価

ただし、ここで∫は（2！一33）
       φ

式で定義された諸量である。参考ユ10

のため・5つの断面モデルによる

降伏曲面の1例をF i g，2．9に

示しておく。

 上記の5種の断面モデルを用いた

解析結果を、20点モデルを用い

た解析結果と比較してFi g・2－

10に示す。2点モデルーIと3

点モデルーIは断面2次モーメン

トが実断面と等価としていないの

で・弾性剛性に誤差が生じる。

州／NP

              2 Po1nts 問。de1   I

              2Po柵ts月。d已1 n

＼
              3Po｛nts固。del                     I

              3Po1nts門。del                     1，                     u
              4 Po｛nts 門。de1

     、     、

       ぐ＼

        ＼＼

          ＼＼

            ＼へ。

              ＼

Fig．2－9 工nteraotion Curve

ユ，O

門／固P
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 Fig，2－10一（藺），（6）に示す2点モデルを用いた解析結果における機構形成後の耐力は乞O点

モデルを用いた場合の耐力とかなり異なり、また、両者の耐力の大小関係は柱材の軸力比により変

化する。このことは、Fig・2－9に示した降伏曲面の形状からも予想されることであるが、この

ようなモデル化を重層骨組g解柵…用いると、重層骨組の各部材は種々の軸力比を持ち、かっ、そ

の軸力比が変形に伴って変化するので、部材の降伏順序などに関する誤った判断を招く可能性が強

い。

 以上の観点から2点モデルを除外して、繰返し載荷を受ける骨組の解析には3点モデル及ぴ4点

モデルを用いた。FC5についての解析結果をH g・2．11に示す。これらの図から明らかな．

ように・3点モデルーIは・弾性剛性を6影程度過大評価し・機構形成後の耐力も2％程度過大

評価とな糺 また・3点モデルー口は、降伏曲面の形状からもわかるように、軸力比が大きい

部材の耐力を過小評価する傾向がある。一方・4点モデルを用いた解析結果は、20点モデルを用

いた解析結果をよく追跡しており、H形断面のモデルとして十分な精度を有している。

 本節では、以上の解析結果から、部材を材軸方向に5要素に分割し、H形断面を4点モデルに置

換することによって、1次元有限要素法が門形ラーメンの弾塑性荷重一変形挙動を良好な精度で追

麟し得ることを明らかに’した。また、単調載荷時の部材の応力度一歪度関係の履歴モデルとしては

歪硬イビを有する出一1i皿eM形が適当であり・応力度一歪度関係のBaus ch i nge正効果は特

に低軸力下で繰返し曲げを受ける部材の荷重一変形挙動に著しく影響することを示した。

2二3－3 筋違材の解．析例」

 ここでは、京都大学防災研究所若林研究室が行なった「繰返し軸方向力を受ける部材の挙動に関

     32）する実験」  を参照し、解析値と比較する。供試体は厚さ20㎜のS S41圧延鋼板から切り出

して製作されたもので、筋違材の断面は一辺15腕πの正方形である。細長比は40，80，120

Tab1e’2－3Dimensions of Tes七 Specimens

Specimen Width Depth Length Slenderness

name （㎜） （㎜） （㎜〕 ratio

SR4C 15．45 14．90 174．O 40．46
SR 8 C 15．2ユ ユ5．07 349．0 80．23

SRユ2 C 15．42 14．96 52］一．0 ユ20．66

川21一一



の3種で、それぞれの供試体はS－ q4C，SR8C，SR12Cと呼ばれる。供試体の実測寸法及ぴ

細長比を文献32）より百1周してTab1e2－3に示す。引張試験から求められた鋼材の降伏応力度

は2．33北。n／劫である。

 実験は両端ピン支持で行なわれているが、載荷状態の対称性を考慮して、部材長1／2の片持ば

りについて解析する。また、

解析に際し・中央・たわみ．が

部材長の1／500の正弦波

形の初期たわみを仮定し、

要素分割はF i g，2－12

に示すよ・うに片持ばりを5

つの要素に分割している。

モ

L！5       L／ユO   L！ユO   ！20I一！20

L．！2

Fig■2－12 Ideaユized Mode1 foエ 1－FEM

 ここでは、まず、断面を層状に20分割した場合の解析結果を実験結果と比較する。B i－unea止

形及びB乱us ch i nge工形の応力度一歪度関係を用いた場合の軸力一軸方向変形（N一σ）．関係を

実験結果と共にF i g．2－13に示し、不乱b1e2一一 Sには各。yc1eの最大圧縮荷重を示す。

Table 2－4  固aximu岬 Compressive Axial Forces （ton）

so偉｛mρ、n■ ’ I － I一一一I■ POr 1／2 ovo1p一’  ■     一     I I 1 r／フ nvn1色1’  ■   ．’ 一’一 Rノつ 〔”［一1〇一’ ．  一』 一⊥一

n且me min｛Pe P〕 P p／por P p／pcr P P／Por一

ExperiInent目ユ 5．9 1．100 3．8 O．708 3．1 O．578

SR4C 5．364 Bi一ユinear 4，913 O．916 4，850 O．904 3．40フ O．635

Bauschinger 4．9ユ3 0．916 3．516 0 655 3，047 O．568

Experimenta1 5．8 1．086 2．2 O．412 1．7 O．318

SR8C 5．341 Bi－1inear 3．763 0．フ05 3．763 O．フ05 1．900 O．356

Bau日。hinger 3．763 O．フ05 2．283 O．428 1 708 O．320

服perimenta1 4．o ユ、218 ユ．6 O．487 ユ．65 0．502

SR12C 3．284 Bi－1inear 2．389 O．？27 2．O02 O．609 2．501 O．761

Bau昌。hin er 2．389 O．727 1．889 O．5フ5 2．ユ88 0．666

 実験ではいずれの場合にも、初期座屈荷重は、降伏荷重またはオイラー荷重として求められる中

心圧縮柱の理論上の座届荷重P。。より高い。一方、解析では、初期たわみを仮定しているので、

上述の座屈荷重P。。を下回っており、特に限界細長比（94．3）に近い筋違材では座屈耐力σ）低

下が著しい。従って、本論では、初期座屈荷重について解析結果と実験結果を比較することはやめ

ておいて、ここでは主に2／2c y c1e以降の挙動に注目する。

 実験結果では、3／2cyc1e以降の最大圧縮荷重は初期座屈荷重及び中心圧縮柱の理論上の座屈
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荷重より著しく低い。若林らは、「座屈により生じた横たわみが、引張載荷時に完全に消滅しない

ためである」33）としているが、その後、材料のBaus ch i nge正効果に起因することが明らか

    27）28）にされた    。

 従って、材料のBaus ch ingeエ効果を無視してB卜1i ne a r形の応力度一歪度関係を使っ

た解析結果を、F i g．2－13（あ）。ω，ωにおいて琴験結果と比べると、3／2cyc1e以降の圧縮

側でその差違が大きく、特に圧縮最大荷重については解析値はかな一り高い。二一方、一Fi g．2－13

（砲），（。），（。）に示すB舳schinge皿効果を考慮した解析結果は、初期1／2cyc1eを除く全領域

で実験値をよく追跡している。しかし、いずれの応力度一歪度関係を使った解析結果も、S R4C

の引張側では耐力を過小評価している。この原因は広々度一歪度関係のモデル化にあると考えられ

る。

                                 34）       ．   35） ．S R4Cの解析から得られ．た応力度一歪度関係の履歴の1例を、加藤ら  及び横尾・中村ら

により提案された応力度一歪度関係の実験式と比較してF i g．2－14に示す。既往の研究36）か

ら明らかなように、細     。〔、、！。日2〕      ’’’’一

長比ρ小さい筋違材で                ’／
                          ／
は圧縮側に大きな塑性   、 17 ！
                         〃
蚕を生じるが・塑性歪    グ
の大なる領域では歪硬

                 O                ．10．2
化係数τをO．01にと              2      －4

ると歪硬化を過小評価

す111になる。更に一 ’1川 ”
材料の等方硬化的性質  ・．／I ノ〃
                       1 、〃

のために・Bauschin一 @  一・  レ〃．＿㎞舳肌舳、
ge正モデルは塑性域で                  i一一一丁’舳㎜凹「。
                             一．一田． 18to
の歪に対応する応力を
                 Fiq．2－14 Stre昌s－S七rain Relation日
過小評価することになる。

 F i g．2－15は、筋違材中央での軸力MとモーメントMの相関関係について実験結果と解析結

果を比較したものであるが、細長比の小さい筋違材については、解析値は実験値に比べて、歪硬化

の影響をかなり小さく評価していることが明らかである。

 筋違材の座屈荷重及ぴ座屈後の荷重一変形挙動は細長比により著しく変化するので、筋違材の解

析では・断面2次モーメントが実断面と等価でない断面モデルは適当でない。従って、ここでは、

断面2次モーメントが実断面と等価な2点モデルーn，3点モデルー一u，4点モデルを取り．ヒげて、

一24一
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断面のモデル化について検討を加える。

 F組2－16に、3種の断面モカレを用いた場合あSR4Cの解析結果を20点モデルを用いた解析結

果と比較する。ただし、応力度一歪度関係にはBau sch i ngdrモデルを用いている。

 2点モデルー口または3点モデルーnを用いた解析結果は、4／2cyc1eの引張側最大寒位点で

も、残留中央たわみが小さく単軸引張状態となり・従って・3／2cyc1eと5／2cyc1eの最大圧

縮耐力及ぴ圧縮側の荷重一変形曲線に変化が認められない。一方、4点モデルを用いた解析結果は、

繰返しに伴う最大圧縮耐力の低下を含めて、20点モデルを用いた解析結果と全体的によく一致し

ている。

 本節では、以上の解析結果から、繰返し軸方向力を受ける部材の弾塑性荷重一変形挙動の解析で

は、応力度一歪度関係のBau s ch i ng e r効果が無視し得ないことを明らかにするとともに、複

雑な応力履歴を受ける筋違材の断面についても、4点モデルは良好な精度をもつことを示した。

2－4 緒   論

 本章では、骨組構造物の静的弾塑性挙動を具体的かつ詳細に追嚇し得る解析方法として1次元有

限要素法を採用し、数値計算上の問題点を明らかにした。更に、解析例を既往の実験結果と比較し

ながら太解析方法の適用化について検討を加え、ラーメノ部材の材軸方向要素分割は5分割程度で

十分であること、強軸回りに曲げを受けるH形断面及ぴ矩形断面のモデル化としては4点モデルが

良好な精度を持つことを示した。また、応力度』歪度関係0）履歴モデルは部材の弾塑性荷重一変形

関係に著しく影響するが、単調載荷時の部材の応力度一歪度関係の履歴モデルとしては歪硬化を考

慮したBi－1ingar形が適当であること、繰返し載荷を受ける部材については鋼材のB測schin－

ge正効果が無視しがたい場合のあることを明らかにし㍍
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第3章 有限要素系の運動方程式と地震応答解析例

3－1 序

 第2章では1次元有限要素法を用いた鋼構造部材の静的弾塑性解析法について述べたが、本章で

はその動的応答解析への応用について述べ乱

 構造物の動的釣合方程式は、復元力’慣性力，減衰カの3つによって表わされる。復元力につい

ては、第2章で述べたように、既に多くの実験的’理論的研究があり、動的応答解析においても通

常慎重な取扱いがなされているが、慣性力及び減衰力については、工学的判断などと称される曖昧

な評価によって安易に扱われている場合が多い。また、運動方程式の数値積分には既に多くの方法

が提案されているが、それぞれの解析方法が固有の誤差特性を有しており、これを無視して用いれ

ば単に解析結累の精度に疑問を残すばかりではなく、解の発散現象により解析結果を得ることすら

できない場合がある。

 本章では、既往の研究を参考にして、有限要素系の節点に関する集中カとして実構造物の慣性力

と減衰力をより具体的かつ力学的に明確に定量化する方法及ぴ運動方程式の数値積分法の精度と安

定牲について述べるとともに、特に解析結果の信頼性を重視するという方針の下に、適切な解析方

法を選定する。

 復元力の評価については前章で述べたので省略するが、2章で構造物の静的荷重一変形挙動に顕

著な影響をもつことを明らかにした鋼材の応力度’歪度関係の履歴モデルの差異が地震応答量に及

ぼす影響を、数値解析例に基づいて考察する。

3－2 動的応答解析法の定式化

3－2－1 慣性特性
 骨組構造物の慣性特性は小ばりや床板の構造なども考慮して評価されるべきであるがユ）、本研究

では簡便のため、質量はすべてはり材に一様に分布すると仮定する。部材に分布する質量による慣

性特性を節点変位に関する離散系の動的釣合方程式における質量マトリックスとして表現する方法

には、L皿mped Mass法とConsistent M1ass法の2つがある。

 几umped Ma s s法は・分布質量を何らかの工学的判断（例えば想定負担面積）によって節点

に集中させる方法であり・せん断型多質点系モデルの質量マトリックスはこの一種である。工umped

M乱SS法による質量マトリックスは対角÷トリックスとなり、実際の数値計算上好都合であるが、

回転慣性の取扱いなどに不都合が多く、また、その力学的意味は曖昧である。

 C’on s i s t e n t Ma s s法は、部材の動的変位分布が節点変位の関数として表現できるという
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基礎仮定の下に、エネルギー原理に基づいて、離散系の運動エネルギーが分布質量の運動エネルギ

ーと一致するように、質量マトリックスを評価するものである。一般に、動的問題において前記の

基礎仮定は成立しないので、Cons i s t en t脆s s法による質量マトリックスの表現もまた近

       2）似に過ぎないが 、J．S．A正。he正は、単純支持ばりの固有値解析例によって、Cons i s t en t

M乱ss法を用いた解析値の誤差はrumped Mass法を用いた場合に比べて非常に小さいことを

        3）明らかにしている 。

 従って、本研究では力学的意味の明確さと精度を考慮して、Cons i s t en t Ma s s法を用い

て骨組の慣性特性を評価す弘

線1111㌶一様〆
マトリックスと同様にして誘導              一一

できる・）。        ツ
 F i g．3－1に示す要素座標

系において、変位増分∠d工，加

速度増分∠首工に関する運動工                     XG

ネルギーの増分∠Kは次式で表     Fi9・3－1Coo「dinates for an E1ement

わされる。

   ∠卜／、〃τ曲叶去／ノ〃τ〃〃     （・一1）

ただし、ρは要素の単位長さ当たりの分布質量であり、∫μ∬は要素に関する材軸方向積分を表わ

している一ここで・要素の任意点での変位dzカ壌素端変位ベクトル／d！dノエ／「を用いて次の

ように表わせると仮定する。

・一 ^＋州 （3－2）

（3－2）式を（3－1）式に代入すると次式が得られる。

一一
ﾍ1ザ（ル／lザ七11＋刈1111／

                                       （3－3）

動的問題に関するポテンシャルエネルギーの停留原理は次式で表わされる。

   δ（〃十4K一一∠W）・・O               （3－4）

ここで、∠σは歪エネルギー増分，∠Wは外力仕事増分であり、既に第2章2－2－2節で導かれ
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ている。

 （3－3），（3－4）式から次式を得る。

（・1 ?P章／）十（刈1茎／）一・
（3－5）

ただし、

｛彰／
    乙       τ

  M＝∫ρAA〃       ’

ここで、上添字Lは局所座標系に関する諸量であることを示し、P’は慣性力，Mは質量マトリッ

クスを表わし、またp苫は復元力，Kは剛性マトリックス，rは外力を表わしている。

 （3－2）式で表わされる変形仮定を、材軸方向1次、材軸に垂直方向3次の多項式の変位関数

として与えると、要素座標系での質量マトリックスM工は次のようになる。

      1／3   0

         13／35

M工＝ρ∫

         SYM1．

 O

11〃210

∫2／105

1／6   0     0

0     9／70    －134／420

0    13’ノ420   →書／140

1／3   0     0

   13／35    －11’／210

        〃105

（3－6）

全体座標系での質量マトりックスMは、座標変換マトリックスRを用いて次のように表わされる。

  M－BVB           （ト・）
 （3－6），（3－7）式からも明らかなように、質量マトリックスMは、要素長の変化及び要

素の回転により変化する。しかし、本研究では、このような幾何学的非線型性が質量マトリックス

に及ぼす影響が小さいと考え、計算の便宜上質量マトリックスは不変であると仮定する。．

3－2－2減衰特性
                                  5） 建築構造物の減衰特性は上部構造と下部構造に分けて考え．るのが妥当であり 、地下逸散減衰な

                                         。6）どの下部構造の変形に起因する減衰は建築構造物の動的応答解析における重要な問題であるが 、

本研究は上部構造としての鋼構造骨組を対象とするもので、下部構造の減衰は考えない。

 構造物の主架構の履歴減衰については復元力特性の問題として評価しているのでここでは除外す

るピ上部構造の減衰の原因としては、鋼材の固体粘性，構造要素相互あるいは他の固体との摩擦，
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空気抵抗などが挙げられ7）、 これらの原因の総合として構造物の減衰特性は論じられるべきであ

           8）る。しかし、鋼材の粘性 や空気抵抗については物理的に明確な定量化が可能であるとしても、柱

はり仕口や壁・サッシの接合部あるいは種々の機器・設備などの載荷物に働く摩擦の定量化は、理

論的アプローチの大きな障壁である。

                                        9） 既往の実験的研究によれば、鋼構造物の減衰は部材の接合形式により著しく変化すること 、ま

                                 1O）n）た、2次部材などを含まない実験用の骨組では減衰定数が比較的小さいが   、実在建築物では

彊体工事完了後もカーテンウォールや間仕切壁などの取りつけ及び設備などの搬入に伴い減衰定数

          12）が著しく増大すること  が明らかにされている。減衰の原因は多種多様であり、個々の要因別に

定量化して減衰マトリックスを理論的に作成することは現時点では不可能であろう。

 さて、非減衰系では各次の振動形においてその成分は同位相であるが、減衰系では一般に位相の

ずれが生じる。しかし、この振動形の位相のずれは小さいので13）、各次の振動形が位相のずれを

生じないという制約条件の下で減衰マトリックスを考える方法が通常よく用いられている。このよ

                                      14）うな条件を満たす減衰マトリックスとして、C舳gheyは次の級数を提案している 。

                     J
   C－N・一’（3π5’α店、（NT醐）τ）N■’    （・一・）
         此＝一 ’＝0

ただし、

   一，T． 一一．     一

   州』MN＝ 1

ここでIは単位マトリックスであり、πは振動系の自由度である。

 Caughe yの級数の特殊なものとして・R乱y1e i ghの減衰マトリックスがある。Ray1eigh

は減衰マトリックスを次式のように剛性マトリ，クヌと質量マトリック平の1次結合により表わし

ている。

   C＝αM＋βK                      （3－9）

この時、5次の減衰定数舳は次のようになる。

       α十βωミ2

   ゐE＝                         （3－1O）
       2ωミ

ここで・ω‘はj次の固有円振動数である。

 C乱ughe yの級数を用いれば各次の減衰定数は任意に定められるが、一般には、（3－9）式

のR乱y1e i gh型や、更に簡便なものとして剛性マトリックス比例型，質量マトリックス比例型

などの減衰マトリックスがよく用いられており、低次の減衰定数のみを考慮して減衰マトりックス

を算定するのが常であり、高次の減衰定数については特に配意していない。

 木下は、線型構造物の地震応答解析結果から、剛性マトリックス比例型の減衰マトリックスを用
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いると、Ray1e i gh型（～＝ゐ2）を用いた場合に比べて応答量が著しく減小し、ゐ1を小さく、例

                                   6）えばん1＝0．O1としても、応答量が1／2程度になることがあると報告している 。弾塑性系では

履歴減衰が支配的になり粘性減衰の影響は小さくなるが、小堀らは、弾塑性系においても減衰型の

                                15〕相違による応答量の差が高層部に顕著に認められることを示しているから  、高次の減衰定数に

ついても適切な評価が必要である。

             16） 実在建築物の振動実験結果  によれば一次の減衰定数んユは、鋼構造では比較的ばらつきが

                            6）小さくO．5～2．5影程度の範囲にあり、大まかに1％と見なせる 。また、萬次の減衰定数につい

ては、高次振動では減衰定数が大きくなる傾向があるが、剛性マトリックス比例型の減衰マトリッ

                                   6）工7）クスのような減衰定数と固有振動数の比例関係はないことが明らかにされている  。

 本研究では、以上に述べた既往の研究結果を考慮して、各次の減衰定数ゐ…が画布円振動数ω｛

に伴って緩やかな増大を示すRay1e i gh型の減衰マトリックスを採用し・ゐ1篇ゐ2＝O．01とし

て構造物の減衰特性を評価す糺

 Ray｝e i gh型の減衰マトリックスによる～一ω’／ω1関係を実在建築物の既往の振動実験結

 17）18）
栗   とF三g・3－2に比較す糺ただし・振動実験結果がほぼω／ω1＝3であることを考慮し

て・Ray1e igh型の減衰マトリックスによる～一ω三／ω1関係はω2／物＝3として算定してい

る。この図では実験値のばらつきが大きいが、本研究で採用した減衰マトリックスぱ、高次の減衰

定数が固有円振動数に伴って緩やかに増大する傾向にあることを概ねとらえていることがわかる。

                                  新宿住友ビル
、川〕      八           趾ω
       ’、                                        斎王ブラザホテルビル、
       ’ 、’          、            ’                   大阪大林ピル
       ’ 、
       ’  、                            朝田蚊漉ビル
       ’    も
      1   5                           横浜天理教縮ビル
      ’’                      サン鯨ビル

                                 服部学園干致ケ谷校舎
      、〈   ㎞趾…。

      1へ        、〃   ㎜血舳
                      ／ 〆    ＆鰍鰯センタービル

、 づ、。ノ！亥、：111111111二二
・巧 レ／ ・漠皿 ：l1賦㌘
                   ’σ                                         d

ユ コ 5   ユ。 阯・ノm ・1  …       加  。vはユ・1

Fiq．3－2 hi一ωi／ωl Relation
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3－2－3 運動方程式の増分表示

 離散系の任意時刻’における動的釣合方程式は次式で与えられる。

   P、’十p，6＋P圭3＝工、            （卜1i）

ただし、p’｛，p4，pクは慣性力ベクトル，減衰カベクトル，復元カベクトルであり・rは外
     ’      ’     ’                                                      ’

カベクトルである一。また、下添字‘は時刻一での諸量であることを表わしている。

 非線型系については、時刻。＋＾での釣合方程式を便宜的に次式で表わす。

   （P，‘十”）十（P、”十”）十（P，口十〃）一元庁十∠，   （3－12）

ここで、∠P’，∠P6，∠P・は時間増分〃・間の増分を表わす。時間増分ノ‘間において、力と

変形の増分間に次の線型関係が成立すると仮定する。即ち、

   ∠Pi＝M∠互，∠P6＝C∠a，∠Pθ＝K∠d              （3－13）
       ’              ’            ’

M、・C，l K、は時刻’での質量マトリックス・減衰マトリックス・剛性マトリックスであり・

ノd，∠d，ノdは山間の加速度増分ベクトル，速度増分ベクトル，変位増分ベクトルを表わす。

従って、（3－12）式は次のように書き直せる。

   （・、’・M、∠a）・（・、4・Cチ∠a）・（・，・・K、〃）一・、。∠， （・一1・）

ただし、前述したように、本研究では質量マトリックス及び減衰マトリックスの非線型性は無視し

一でいるので、次のように表わせる。

  1M：M・，C二C          （3－15）    ’              ’

3－2－4 運動方程式の数値積分法

 ここでは、運動方程式の数値積分に関する既往の研究を参照して、本流究に適した数値積分法を

選定する。太研究で対象とする振動系は、地震外乱をうける建築構造物の有限要素モデルであり、

自由度数十程度以上の非線型系で粘性減衰定数は小さい。更に、外乱のパワースペクトルは比較的

なめらかで、高次振動が卓越する可能性は少．なく、ある振動数以上の高次振動の応答は無視できる

ことを前提’ ﾆしている。

 運動方程式の数値積分法は・s i ng1e－s tep－me thodとmu1t卜s t ep－me thodに

大別できる。数値積分法は、時刻f＋＾での運動の状態を計算するために、少なくとも時刻’で

の運動の状態についての情報を必要とし、一般に時刻零での変位と速度は初期条件として与えられ

る。時刻！での情報のみにより時刻一十山での情報・を算定する方法が日i ng1e一目t ep－meth♂9）

であり、 更に時刻丘一∠’以前の情報を使用する方法がmu1t i－s七e p－me th od20）であ
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る。しかし・mu1t i－s t e p－me thodは・時刻工一∠・‡以前の情報についての記憶を必要とす

るだけではなく、積分開始時に初期条件が与えられた時刻以外での運動の状態を仮定する必要があ

り、この付加的情報が不適当であれば解の信頼性に重大な問題となる。従って、付加的情報の十分

な正統化が為されないなら最小限の情報を用いるべきであり、mu1t i－s t erme thodがsin－

                     21）g1e－step－methodに優るとは言い難い 。

 いかなる数値積分法においても、得られる解にある程度の精度を期待するなら、時間増分の大き

さはその振動系の固有周期に関係するある限度以下に規定されねばならない。ところが、一般に、

高次振動の応答は低次振動に比べて小さいので、有限要素系のすべての振動形について正確な解を

求めることは通常必要とされない。この時、高次振動の解は正確である必要はないが、高次振動の

解が発散して低次振動について正確に求められた解を無意にしてはならない。このような意味で数

値積分法の無条件安定性（un c ond i t i ona1s t a b i1i t y）が強調される22）。即ち、無条件

安定性とは、いかなる時間増分を弔いても、ある初期条件に対する自由振動解が無制限に大きくな

らないことと定義され糺

 一方、連続体と異なり、離散系は有界な最大の振動数ω。（c u t O f f振動数）が存在するので、

                                           23）
この振動数までの条件付安定性（s t i f f s t ab i1i ty）を保証すればよいという考え方もある。

これは、無条件安定性の要求が数値積分法に対して苛酷な制隈を与えることから出発したものであ

るが21之多自由度系の固有値解析が容易でないこと、また、非線型系ではω。が変化することから、

本研究では無条件安定性を数値積会法の必要条件と考える。

 さて、解の無条件安定性を保証するsing1e－step－methodとしては、Newma正kβ法24）

          25）と Wi1sonθ法  が挙げられ乱W〕sonθ法は・時間間隔θん（ただし、θ〉1）

で加速度が線型に変化すると仮定して、時間増分＾後の状態を求めるものであり、θ〉1，37な

         22）ら無条件安定である  。しかし、Wi玉sonθ法による解は、初速度（または初期変位）を与

えた時、まず誤差の最大値に達し、その後精解より長い周期で減衰するという性質をもち、最大振

                       26）幅が精解の数十倍になり得ることが報告されており  、十分に時間が経過した後の減衰性のみで、

Wi1sonθ法の解の信頼性を論じることはできない。従って、本研究では高次振動の解の誤差

が過度に大きくならないNewmarkβ法（Geneエa1ized Acce1e正ation Method）

を採用する。

 Newma rkは、時刻＾と圭十山での運動の状態に次の関係があると仮定した。

l1二1∵1∴｝／ （3－16）
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ここで、βとγは、時間増分∠，間に加速度がどのように変化するかを表わすパラメーターであり27～

Newmarkβ法の精度及び安定性はβとγの値に依存している。（3－16）式を整理すると次

のようになる。

        1 ・・   1  ・   1
   ∠d＝一一d     d＋一 ∠a
       2β  ’ β∠＾  ’  β∠＾2

                                       （3－17）

   ∠ポ（1＿工）んる＿工自十」二∠d
         2β  ’ β’ β∠，

（3－17）式を（3－14）式に代入すると、次式を得糺

        γ      1
   （K，十一C＋一M）〃＝r lP1－pL台・     茸  β∠｛  2  β∠j2  ’      ’十∠O  ’   i   ’

       1・・1・ γ…γ・   十M・（売。d1＋πdi）十C・｛（売■1）”1＋百d・｝  （H8）

（3－18）式から変位増分ノdが求められ、更に（3－17）式を用いて速度増分∠d，加速度

増分ノaが得られる。

 次に、非減衰の線型1自由度系の自由振動問題について、Newma r kβ法の安定性を検討する。

変位を砒，固有円振動数をωとすると、運動方程式は次式となる。

    ＿ ＿。．、2。                                            〆O＿1n、

（3－16）式の第2式より次式が得られる。

ll∵ll∴∵1∵1一

（3－19），（3－20）式より。

   阯     一2”  十阯圭一∠’
    ’十ん   i

   一〃、一£、凹∠，）・（去一β）〃ω・（一・，・阯、．∠，）・β〃ω・（一旭、。∠，・1、）

更に（3－16）式の第1式に（3－19）式を代入すると次式を得る。

   ’，一6、一∠。一一ω2｛（トγ）凹、一ノ、十γ皿、｝山

（3－22）式を（…一全1）式に代入して整理すると次のようになる24～

                    1
   阯、十∠r（2一α2）皿、十砒，一＾十（γ一百）α2（砒、一皿、一山）一〇

（3－20）

（3－21）

（3・一22）

（3－23）
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ただし、

        ω2〃2
   α2＝                           （3－24）
      1＋βω2∠’2

                  ⊥
さて、（3－23）式の形と．して〃、＝Dλん．を代入すると、（3－23）式がD二〇以外の解を

持つ条件は次式となる。

            1             1
   λ2’｛2…α2（γ十五）｝λ十｛1一α2（γ一百）トO    （3－25）

（3－25）式よりλは次のようになる。 ・

     2＿α・（γ十⊥）壬α・（γ十⊥）・＿4α・
           2         2
   λ＝                                                               （3－26）

              2

（3－23）式が安定な解を持つ条件は次式で表わされる。

   1λ1く1                   （3一班）
 λが実根のとき次式が成立する。

       三   α2（γ十一）2〉4                    （3－28）       2

このとき・（3－26）式でλ≦iは常に成立し、λ〉一1より次式を得る。

       1
   α2（γ一一一）≦；：4      α2γ≦（2                      （3－29）       2

（3－28），（3－29）式から、λが（3－27）式を満足する実根である条件は次のように

表わされる。

     1     4      2
   γ＞’ かつ      くα2く｝               （3－30）
     2      1      γ
          （γ十一）2             2

 λが虚根のときは次式が成立する。

   α・（γ・去）・J          （・一・1）

1λ1く1より次式を得る。

   lll－1一α・（1一夫）く1’

即ち

      1
   γ》互                 （3－32）
       1
 ゆえに、γ〉百の場合には、（3－30）または（3－31）式を満足するとき1λ1〈1とな

る。即ち・（3－23）式が安定な解をもつ条件は次のよ．うに表わされる。
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   α・〈呈 かつ γ〉ユ           （3－33）
       γ          2

上式に（3－24）式を代入すると次式を得る。

                       1
   （γ一2β）ω242く2  かつ  γ。〉夏               （3－34）

従って、Newm別エkβ法が無条件安定，即ち、任意のωんに対して安定である条件は次のよう

に表わせる。

          1
   2β》 γ 〉一                                  （3－35）          2

 パラメーターβ，γとNewma正kβ法の精度の関係については、初期変位を与えたとき、振幅
            1                            1
誤差を生じない条件はγ＝万となり、初速度に対して振幅誤差を生じない条件はβ＝τとなること

          24）が明らかにされている 。従って、非減衰自由振動時の振幅誤差を生じず、かつ無条件安定健を保

         1    1
証する辛うに、γ＝互，β＝τとする。

   1    1
 γ＝百，β＝τ辛したときの時間増分んと解の精度の関係については既に多くの研究があり、

ω山の増大に従って、解析解に比して周期が延び、また、みかけの粘性減衰定数が減小すること

        22）28）29）が報告されている    。系の固有周期をτとすると、周期の誤差は、〃／「が1／20で1

％程度，1／6で10％程度である。

3－2－5 ’エネルギーバランス

 地震外乱を受ける構造物の各種エネルギー応答量は、構造物の応答性状を論じる上での重要な情

    30）報である  だけではなく、運動方程式の数値積分の精度を検定するための尺度として有用である。

                            31） エネルギーバランスの基礎方程式は次のようにして導かれる  。まず、（3－11）式に速度

ベクトル d「を左乗して次式を得る。
     ’

   自・p1＋ボpd＋a・p」a㌃         （3－36）
    ’   ’     ’   彦     ’   ’     ’   ’

ここで・外力ベクトルτ を静的荷重rConと地震外乱による動的荷重rdyn，‘・に分ける。即ち、
           ’
   r  ＝エ cOn＋1＝dyn， 一                                            （3－37）
    i

（3－36）式の諸量を時間軸に沿って積分すれば次のようになる。

巧」∫い、τp，㌦一／1a、舳、炸去a、・Ma、

・亙庄・一∫l a、τp、仙

刀、1一∫l a、・p，1〃
（3－38）

刀、0一∫la舌τ工・・咄一d、「・…

刀し∫きar．dy。，・〃
 ’         公
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ここで、亙ノは運動エネルギr亙！は粘性減衰による消散エネルギr刀！は内部仕事であり、

 G                  F                                    6    直
刀 は静的荷重による仕事，刀 は地震外舌しによる入力エネルギーである。ただし、刀 ，刀 ，
 ’                      ’                                          舌    ’

冴Fは台形公式を使った数値積分により求める。以上により、エネルギーバランスの基礎方程式は
 ’

次式となる。」一

   パ十〆十プ＝が十〆             （3－39）
    ’     f     ’     i     茸

本研究では、エネルギーバランスの検定指標として、次式で定義される無次元量見を用いる。

       1（亙、；十亙，6＋刀、口）一（刀，θ十月、F）1

   ～＝    θ 。           （3－40）
             刀  十月
             ’     ’

次節以降に示す数値計算では、騰は概やO－O i以下に収まっており、比較的良好な精度を有して

し、ると考える。

3－3 地震応答解析例

3－3－1 概    要

 鋼材の応力度一歪度関係の仮定の差異による鋼構造骨組の静的荷重一変形挙動への影響について

帖既に多くの研究があり、歪硬化が骨組構造物の弾塑性変形性状に重大な影響をもつことなどが明

        32）33）らかにされている   。また、第2章で述べたように、繰返し載荷を受ける部材の解析では鋼材

の肋u s ch i ngeエ効果が無視できない場合がある。本節では、前節で採用した解析方法を用い

て若千の数値解析を行ない、鋼材の歪硬化及ぴ腕u母。h i nge正効果が鋼構造骨組の地震応答に

及ぼす影響について検討する。

 解析に用いた応力度一歪度関係の履歴モデルをF i g．3－3に示す。（a）は完全弾塑性型，（b）は歪

硬化を考慮したB i－1i ne a止形、（C）は更にBau S Ch i ngeエ効果を考慮したTエトU ne乱正

σ

σy σy σ 0．01E

d  ε

σ   0．01σ  0．1E

@Eε ε

b山H 1． εy

7．0ε

（a〕 Bi－1inear’τ＝0  ｛b〕 Bi－1inear’τ＝0・01  （c， Bauschinger

Fig．3－3 S七］＝e昌s－S七rain Reユation畠

一41一



形の履歴モデルである。

3 3 2 解析骨組と入力外乱

 解析骨組はF i g．3－4に示す3層1スパン骨組である。鉛直荷重はばり材に一様に分布するも

のと仮定し、既往の設計例などを参考にして4

tOn／m とした。
                                       14．56tOn
                                      ←
 設計用地震荷重は小堀・南井により提案され

         34）たせん断力係数分布  に従い・B乱se she－

aエ係数をO，2として算定した。終局設計用荷               一二！6t㎝

重条件としては・過荷重時と地震時を考慮し、

過荷重時荷重係数を1．65，地震荷重係数を                                        4 48ton
                                      ←＿’
1．5とし35）、終局時層間変位角をO．02と仮

定してP一∠効果による付加層モーメントを考

慮し㍍終局設計用地震荷重をハg・3－4に

示しておく。     。  。         Fiq．314Frame Geometry

 地震荷重時の部材断面の算定は、設計に伴う余剰層せん断耐力を最小にするため、棚橋らの提唱

する最小重量設計の考え方による塑性設                                     ポ■O・5一寸

r1山rr

4ton／m

4t㎝／m

く

¢

㌃1㍍榊中．細  ザー
幅H形鋼を採用し、それらの断面寸法を                二

1工111；l11線1二   L l
た骨組は断面選定に伴う余剰強度を有し      la〕Co1umn        lb）Beam

ないことになる。                   Fiq・3－5Me珊berSize

                        35） 軸力によるモーメント容量の低減には次式を用いた 。

   吟一物｛”月1L14（1－Wへ）M｝｝

ここでM，θは軸力によ一る低減塑性モーメント，M，は全塑性モーメント，M〃gは軸力比である。

ただし・鋼材は・…を想定し・降伏応力度1、一・・t・〃・ヤング係数・一・…t・・ノ岬と

した。

 なお・次章以降の解析骨組もすべて以上に示した手法で設計している。

 入力外乱としては、E1Cent■o，1940，N－SとTaf t，1952，卜Wを採用し、最大加速

「 一〇一一一「

0．04811

0．F

oσ○岨Oo
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度は3009a1と5009 a1の2種、継続時間は7秒間とした。更に、主要動の持続時間が長い

                                         37）場合について調べるため、耐震設計用地震動として松島により提案されたクロススペクトル  を

     38）篠塚の方法  により
                 不自bユe 3－1Earthquake Exoitations

定常確率過程としてシ

ュミレートした継続時

間10秒間の模擬地震

動2波を用いた。Ta－

b1e3T1に入力外乱

を表示しておく。

畑aX mean Square duraセion
〔q邑1〕 19a12） 〔SeC．〕

E1Centro．N－S 500．O 19900 7．O

I，

300，O 7160 フ．o

丁目ft．E－W 500．O 16700 7．O

11

300．O 6000 7．O

Earthquake．No．ユ 331．6 12786 10．O

E邑rtbquake，No，2 323．4 12746 ユO．O

3－3－3 解析結果と考察

 F i g．3－6に、層せん断力Qと層間変位角ん／みの最大応答値を示す。この図から明らかな通

り、歪硬化を無視した解析結果は、歪硬化を考慮した場合（B i－1i ne aエ，τ＝O－O1）に比べてQ

maX応答が減小し、（ん／ん）maX応答が増大する傾向を示すが、一その差は小さくぺ静的解析結

果に見られるような弾塑性変形性状の著しい変化は認められない。一方、B舳冒Ch量ng e r効桑

を考慮した解析結果は、無視した場合（B i一いne H，τ＝O，01）に比べて、Q㎜乱里応答が減小

し、材料のCyc1i c Sof t eni ngの効果を顕著に示してい糺まk・この耐力低下にかかわら

ず・（｛ハ）m乱X応答が全体的！こ小さいのは・履歴減衰が有効に働いているからであろ㌦

 F i g．3」7に、Q一ん／尻嶺係の履歴を示す。歪硬化の有無によるループ形状の差異はほとん

どないが、歪硬化を無視するとP1a sい。 D正i f t（振動申立軸の移動）が大きくなる傾向が認

められる。Ba u s c h i ng e r効果を考慮すると、Cy c1i c S o f t e n i ngによる低い荷重段階

での剛性低下を示すが、この圃雌低下が1方向に塑性変形が累積するのを抑制する効果をもつこと

が窺える。
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 Fi g．3－8に、層せん断力が零のときの層間変位角（ル／尻）oの時間的変化を示す。（〃／ゐ）o」

1は隣接層の層せん断力の影饗を受けるが、層間変位角応答のP1a s t i c Dr i f tの大略の傾向

を示している。この図から明らかなように、各C．yC1e毎に生じる塑性変形量には歪硬化の有無に

よる差異はあまりないが、歪硬化を無視すると塑性変形が1方向に累積される傾向がより明確にな

る。また・B舳s ch i皿ge r効果を考慮した解析結果では、無視した場合に比べて各。yc1e毎

の塑性変形量は必ずしも小さくないが、一度塑性履歴を受けると逆方向への塑性変形が生じ易いの

で、1方向への塑性変形の累積は他の場合より小さい。
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外乱終了時の各部材の内部仕事を、部材が逆対称複曲率曲げを受ける場合の初期降伏時歪エネル

ギーを基準値にとって無次元化し、H g・3－gに示すが・歪硬化を考慮した場合と無視した場合

の差違はほとんど認められない。一方、Bau s ch i nge r効果を考慮した解析結果は、上層部部

材の内部仕事が減小する傾向を示している。この原因には、Bau s ch i nge r効果による降伏耐

力の低下が挙げられるが、本解析の範囲ではこの傾向を定性的なものとは結論し難い。
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 F i g．3－1Oに各部材の最大塑性歪を降伏歪で無次元化して示す。全体的には内部仕事の分布

と似た傾向を示すが、歪硬化を無視すると、相如的に塑性変形が大きい部材の最大塑性歪応答が増

大する傾向がある。この原因としては、歪硬化を無視すると、部材端に塑性変形が集中し易いこと

や1方向への塑性変形の累積の傾向が強くなることが挙げられる。

一47一



1  ？一へ      ・」㌔

1、
ｦ〉、、、、、一こ、

1φ〈 （こ’
  ＼  ・      、
∴いミ辿こ、≡一トー＿＿一
   ＼  ≒、トー         一一一一1山
・  1≧一一彩   一一一二1二｝一．
吾 一．＝”  ＿＿＿ノ“’
1・ ・     ’

   ＼一きさ一＿
宮             1〈  、

。  。／’油  、、
                     Ep／Ey

      10             15

〔a〕 Eユ Centro ｛o〕 Earthquake No．1

ユ。

ユ     ．＼  し   一

1 4’ 、   ㌔L㌔一ン
  ・、     ・           一’’

1抄 ／ ／！’
  7           ’’
4          τ

・ 一き “

・ノ     ’議   ・1㎡岬・
                ○ サ  ＝］OO旬旦1

1う     二趾1繋
・6’ @ト．    ＿．一、、、。。、。百日、

                     叩／町
ユ。．           15

10
｛b〕丁己ft ｛d〕 E且rthq迎皇k昌囚。、

Fiq，3一ユO Norエna1ized Plastic Sセrain

3－4 結   論
 本章では、動的応答解析に伴う問題として慣性力 減衰カの定量化及び運動方程式の数値積分法
                       ，

を取り上げ、既往の研究を参照して、解析結果の信頼性を重視するという方針の下に、Consistent

                                  1    1
M乱ss法，Ray1eigh型の減衰マトリックス及ぴNewmarkβ法（γ＝夏，β＝互）を選定

した。

 まナこ、以上の解析方法による地震応答解析例を示すと共に、解析結果に基づいて、鋼材の履歴モ

デルの差異による鋼構造骨組の地震応答に及ぼす影響について検討を加えた。その結果、材料の

B乱us ch i ngeエ効果を無視すると塑性変形が1方向に累積する傾向が強くなり、この傾向は歪

硬化を無視すると更に著しくなるが、各部材に生じる内部仕事に及ぼす履歴モデルの差異の影響は

比較的小さく、静的解析において認められるような弾塑畦変形性状の著しい変化は生じないことが

判明した。
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第4章せん断型多質点系モデルに関する一考察・

4□1 序

 骨組構造物の地震応答解析は、通常、各層構成要素の復元力特性を総合して、層せん断力と層間

変位の間に1対1の対応がつくせん断型多質点系モデルに骨組構造物を置換し、各層の復元カ特性

をBi－1inear形，丁正i－1inea皿形などの単純な履歴モデルに理想化して行なわれる場合が

多い。

 せん断型多質点系モデルは解析が容易であるという利点をもち、また、構造物の地震応答を巨視

的に把握する上で有利であるので、せん断型多質点系モデルを使った優れた研究も多く発表されて

おり1）～3）・、一
芻曹ﾉおける高層建築物はせん断型多質点系モデルを使うことによって可能になっ

たと言一っても過言でないであろう。

 しかしながら、せん断型多質点系モデルは、厳密には各層の強度，剛性が独立に設定可能な骨組

に対して適用できるものであり、各層の弾塑性域にわたる強度，剛性の速成効果をいかに評価し、

層の復元力特性を算定すればよいか、あるいは、せん断型多質点系モデルによる応答値がどの程度

        4）の精度を有するか については十分な検討がなされていない。ま．た、構造物の真の終局耐震安全性

は個々の部材の変形能力などにより保証されねばならないが、せん断型多質点系モデルから得られ

る巨視的応答値から構造物種成要素の局所的耐震安全性を論じることができるか5）については否定

的意見の多いのが現状である。

 本章では、2章及ぴ3章で採用した動力学モデル（以後、De t a i1ed Mode1と呼ぶ）が元

の構造物の挙動を正確に追跡し得るものと仮定して、言い換えると、De t a i1ed Mode1を原

振動系と考えて、せん断型多質点系モデル（She a■Mode1）の地震応答値を比較することによ

って、その耐震設計用動力学モデルとしての妥当性について検討・考察する。

4－2 骨組構造物のせん断型多質点系置換

 建築構造物の各層床位置にそれぞれ質点を考え、質量をすべてこれらの質点に集中させ、隣接す

る質点を連結するせん断バネに各層の復元力特性を代表させることにより、建築構造物はせん断型

多質点系に置換される。

 弾性解析における各層のせん断剛性は、もとの構造物の低次の固有周期及び振動形を近似するよ

うに算定するのが合理的である。さて、r次の固有円振動数をω。，振動形をズとすると、剛性マ

トリックスKと質量マトリックヌMには一般に次の関係がある。

   Kポ＝ω戸M〆                 （4－1）
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ただし

   ！＝｛πゴ・一・…パ｝τ
             祠
ここで、ρは振動系の自由度である。せん断型多質点系モデルにおいて一層のせん断剛性をゐ’，

質量を州とすると、K及ぴMは次のように表わされる。

K二

M＝

后工十居2

S YM

肌1

SYM

一居2， Oぺ二二…一一一一一一・一一一一一一〇

左・十居・＼＼、．，＼_1
     ㌔㌔＿、  ㌔一、   、O

       居  斗居  斗
       届一1  届    胞

             居

 O’“・・一一一一一一一一一一一一一一一一一一〇

 m    ’＼         1
  2．       ＼            一

        」㎜     ’O
         昂一1

             吻

（4－2）

（4－1）式は次のように書き直せる。

ペ ペー比。二 〇≒二。…一一一一…一一一一一一・一一一一一…O

？’＼．ヅ■兀・∵一＼＼．、二一＼・一．、． 1

；    ’＼      ＼、       ㌔・㌔     ㌔㌧． l

l  ＼、． ＼、、   ＼㌧、， 一‘’O

l        ’＼．  π 「 一π 7   κ『 一κ「
1                 一．   〃一1   蜆一2     届一1   ”

O・・一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＝O          κ’「一κ 7

                      届    届一1

晃

居

居蜆

    戸＝ωA2 ﾕX

（4－3）

または

   五「k＝ω2Mx「
        r

従って、質量マトリックスが既知であれば、任意の固有周期とその振動形から各層のせん断剛性が

算定できる。更に、1次からm次までの固有周期を考慮すると、次式が得られる。

コ点 （4－4）

（4－4）式は、厄個の未知数”について腕π個の方程式を与え、m〉1の場合には正確な解の

存在する余地がない。従って、本研究では各次の振動形についての相対誤差を一様化するように、

               6）次式により最小自乗近似解を求める 。
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1  1 T   1  l

－A    －A
ω2       ω2
 1．        1

1

＿A旭
ωm2

」＿A珊
ωm2

k＝

 1 1r    1
一五・  Mま
ω丑2

」」Am
ωm2 M～

（4－5）

以下、㎜次までの振動形を近似するようにせん断剛性を算定した弾性解析用のせん断型多質点系モ

デルをShea正Mo証e1m th と呼ぶ。

 弾塑性解析における各層の復元力特性については種々のモデルが提案されているかの、太研究で

はPo1y－1i ne aエ形とTエi－1i ne阯形の2種類の履歴モデルを採用する。

 Po1y－1i ne aエ形モデルのSk－e1e ton CuHeは、水平荷重を比例載荷したときの各層

の層せん断カー層間変位関係を出来るだけ忠実に折線近似することにより求める。

 丁正i－1i ne a止形モデルは慣用されている簡便な履歴モデルであり、その初期剛性にはDe t a

i1ed Mlode1の弾性応答解析結果に最も良好な近似を与えるせん断型多質点系モデルのせん断

剛性を用い、層を構成する少なくとも1部材が降伏するときの層せん断力を初期降伏層せん断力、

終局設計用層せん断力を最大層せん断力と」第2分枝剛性比を0．3，第3分枝剛性を零として作成

する。

 以下、Po1y－i inea r形の復元カモデルを用いたせん断型多質点系モデルをShea正雌。‘ie i

Po1y，Tエi－1i neaf形の復元カモデルを用いたせん断型多質点系モデルをShe阯Modei

T正iと呼ぶ。

 減衰マトリックスは・De t a H ed Mode1と同様にRay1e i gh型を採用し・減衰定数は

1次及ぴ2次振動について1％とす孔

4－3 解析例による検討

4－3－1 解析の概要

 解析骨組は5層1スパン骨組であり・骨組形状と終局設計用地震荷重をF i g・4－1に示してお

く。解析骨組の設計の詳細は第3章3－3－2節と重複するので省略するが、最小重量設計に基づ

いて塑性設計された過崩壊形の骨組である。

 入力外乱としては・E1Cenho，May18・1940のM…8成分とTa f t，Ju1y21．

1952の万一W成分を採用し、地震動の最大加速度としては、弾性解析においては1009a1、弾

塑性解析においては3009 a1と5009 a1を設定レた。また、地動の継続時間は8秒間とした。

 De t a i1e＾Mode1の詳細については2章及び3章で述べたので省略するが、応力度一歪度
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関係の履歴モデルとしては歪硬化係数をO．01とす

る把卜1ine財形を採用している。

 運動方程式の数値積分にはNewmarkβ法（γ

＝1／2，β＝1／4）を用い・時間増分〃は1／1OO

秋とした。

l        1   4to■ノ皿

帆。而’m

4t0皿佃

4tOn佃

枇。n佃

｛｛

跨

r1，lrr
16．87ton

←
μm

←旦g趾㎝

4－3－2 復元カモデルの算定・
                                       ←3・1フt㎝
 弾性応答解析用のせん断型多質点系モデルg固有

周期をTab1e4－1に示す。括弧内の数億ぽDe－               47、、、
                                      ｛一一．
t a i丑ed MOde1の固有周期に対する比である。

SheH Mode1 1s tの基本固有周期はDetザ

i1ed MOd e1と一致するが、高次の固有周期につ
                           Fig．4一ユ Frame GeO㎜etry

いては著しい差がある。また・1次以外の振動形を

考慮したShe aエMlode1では、多くの振動形を考慮するほど㌔各固有周期の相対誤差は一様イビ

される傾向にあるが、基未固有周期は順次短かく一な一り、SheH Mode15thではその差は旦

割以上になる。このことは、すべての固有周期及び振動形について合理自勺近似を与えるようにSh倣

Mode iの剛性分布を算定することが不可能であることを示してい糺

Tab1e 4－1 Natur昼1・Period

1St 2nd 3rd 4th 5th

Detailed
M deユ

1．ユ49 O．433 O．249 0．168 0．ユエ9

Shear Mode1 1．149 O．465 O．300 O，222 O．170

1宮t ユ000 ｛ユ．075） ユ202） ｛王322〕 ｛ユ426

Shear Mode1 1．114 o．446 O．288 O．216 O．ユ65

2nd 0969 ユ．031〕 ｛ユ156〕 11，282〕 ｛ユ．390〕

She邑r Mode1 1．080 O．43ユ 0．278 O．209 O．161

3rd 0．940 O．997 11，1！7〕 ｛ユ241） ｛1352〕

She邑r Mode1 1．045 O．419 O．2フO O，202 0．］一56

4セh 09ユ。 ｛0，969〕 は．084〕 ｛1200〕 ｛1310〕

She量r Modeユ ユ．Oユ7 0．4ユエ 0．264 0．ユ97 0．ユ5ユ

5th O．885 0949 1．061 （ユ170 1．267

 静的弾塑性解析は2章で述べた1次元有限要素法を用いて行なった。F i g．4－2に、設計用地

震荷重を比例載荷したときの各層の層せん断力一層間変位角関係とPo且y－1i nea r形及ぴT rト
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1inea止形の履歴モデルのSke1eton Cuveを示す。ただし、T■ト1inear形モデ

ルの弾性剛性が入力地震外乱により異なることについては、4－3－3節で説明する。

 Fig・4－2から明らかな

ように、各層g層せん断耐力

は鋼材の歪硬イビの影響で終局

設計用層せ．ん断力を1割程度

上回っており、また、一部部

材の初期降伏は層せん断力一

層間変位関係の急箪な剛性低

下を生じさせないので、Tエi－

1i near形の履歴モデルは

層せん断力をかなり過小評価

する。

 図中には示していないが・

各層の層せん断耐力は水平力

の分布形による影響を強く受

け、一様分布荷重を受けると

きには、前記の設計用地震荷

重を受ける場合に比べて・下

層部の層せん断耐力が1割程

O‘t㎝，

20

   ＼
   1●t ！一〇■7一

  ∠   ．＿．＿．＿ 7
／

       ：汕，餉岬

！左麦＝
 4冊，m〃

ユ

    ミ出吐πア

ヅー一L
二／

1／一冊
’’ @      一一一 S－E＾■ 間。0EL P0LI

   一一一一 S”≡＾6 間。o‘L T＾I lo‘1■’t T＾rτ

   一一一 SHE＾■ ”o0EL T－I ●501■，t Eし 〔匡一τio

 O．01      0．」02       0．Oヨ ＾凹’Il

Fig．4－2 0ne way Q一｛△u／h） Re1ations

                                     8）度上昇し、上層部の層せん断耐力が2割程度低下することが既往の研究で明らかである 。

4－3－3 巨視的応答

 弾性応答解析における各層の層間変位角ん／孔及ぴ層せん断力Qの最大応答値をFi g．4－3に

示す。ここでは、それぞれのShea正Mode1の応答値の精度を検定するための指標として、次

式で定義される相対誤差の自乗平均値。を用いた。

      1別砺一Rs
   e＝  一2（     ）2                      （4－6）
      〃          刀D

ただし、記は層数であり、刀DはDe t a i1ed Mlode1の応答値，へはShea正M1od e1の

応答値であ糺各応答値についての・をTab1e4－2に示してお㍍
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   一一一  S㎞8■1■ 肩。de1 4t缶

   ．一一一  S－80r ”ode1 5th

   1舳／h〕m眺

st6ry

Story

0．O05

／、。4”◎

κo
   、
／ハ

／∠・’

O．0i             10      20      30

ωE1C・ntro0－S

    St鮒y

1加／則㎜跳

 O，O05          0．01                              30

         ωτ8行E一一

Fig・4－3M砒im㎜Respon畠es of Elastic Sy冨tem昌

Tabユe 4－2  Differenc畠 of Response

E1Centro．N－S Taft E・w

aX （△u／h〕max Qmax ｛△u／h）max

Shear Model lst 0．162 O．217 0．168 O．129

Shear Mode1 2nd 0．207 O．186 O．096 0．097

Shear Mode1 3rd 0．302 0．216 O．145 0．194

Shear Mode1 4th 0．434 0．252 O．205 O．296

Shear Mode1 5th 0 536 0269 0 309 0 418

 これらの図表から明らかなように・Shea正Mode1 1s tと2ndはDe t a i1ed Mωe1

の応答値に対して概ね良好な近似を与えているが、She a r Mod e13Td，4th，5中はE1

Centro，M1∫に対する層せん断力応答及ぴ不乱ft，月一Wに対する層間変位応答についてDe－

t a i1ed Mo＾e1の応答値と著しい差一があり、 高次振動を考慮して剛性分布を算定したSheaエ

MOde1ほどその差の大きいことが注目亭午る。これは、申低層建築物では1次振動が全体の応答

に支配的役割を果たすので、Tabユe4－1に示した基本固有周期の差がSheaエMode1の広
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答に大きく影響するためである。

 更に、Tab1e4－2においてShe乱正Mod e11s tと2ndの応答値の精度を比較すると、

Taf t，刃一Wに対する応答についてはShe a正Mo＾e12ndがDe t a i1ed Mode1の応

答を最も良く近似しているが、一方、E1C6nt正。，M－Sに対する応答についてはShe a■

Mode11s tがS血eaエMode12ndより良好な近似を与えている。これは単に1例に過

ぎないが、De t a i1ea Mode1の応答に最良の近似を与えるShe aエMo㎡e1の剛性分布は

地震外乱により異なること、即ち、She ar Mode1の剛性分布は入力外乱の周波数特性を考慮

して決定しなければならないことを明らかにしている。

 以上の弾性応答解析結界を参照して、弾塑性応答解析に用いるT r i－1i ne a止形の履歴モデル

の初期剛性は、E1Ce n t r o，W－Sに対してはShe乱r Mod e11s tの剛性，Ta f t，亙一

Wに対してはShea正Mode12ndの剛性を採用し㍍

 さて、骨組構造物のせん断型多質点系置換は、理論的には、はり材が完全剛で、かつ、柱材の伸

                              9）縮に起因する骨組の全体曲げ変形が無視できる場合にのみ成立する。即ち、前述したように、

She a正Mod e1の剛性分布を適当に調整してもDe t a i1e d Mod e1の応答性状を完全に追

跡できないのは、Shear Mode1においては対応層の層間変位のみの関数として表わされる層

せん断力がはり材の変形による隣接層の運成効果と骨組の全体曲げ変形の影饗を受けるからである。

 H g．4－4の実線はDe t a i1ed Mode1の層せん断力一層間変位角関係の履歴の1例を示

したものであり、破線は対応する層せん断力一せん断変形角関係を表わしている。ただし、せん断

変形は層間変位から骨組の全体曲げ変形により生じた層間変位を減じたものである。この図から、

O‘ω      ／
ユO        ／

〃
ノ／

四直下川LミD門ODEし
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ク
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弾性応答解析においても層せん断力と層間変位には線型関係が成立しないこと、また、この骨組の

ように1ヌパンで曲げ変形が起こり易い場合でポ申低層建築物では骨組の全体曲げ変形の影響が

比較的小さいことがわかる。図申θは柱脚（即ち、はり材端）の節点回転角の平均値を示している。

このθの値からわかるように、同一の層間変位に対する層せん断力の差はばり材の変形状態の違い

から説明可能であり、弾性応答解析においても隣接層の層間連成効果は無視しがたいi0）。

 次に、弾塑性応答解析における最大層間変位角応答及び最大層せん断力応答をFi g，4－5に示

す。She a r Mod e1Po1yはDe t a i1ed Mod e1の応答値に対して全体的に良好な近似

を与えている。一方、She a正Mod e1TT iの層せん断力応答がDe t a i1ed Mod e旦の応

答値を下回ることはF i g．4－2からも容易に推察されることであるが、She a r Mode1Tエi

がDe t a i i ed Mode1より全体的に小さい層間変位応答を与えることが注目され糺塑性域で

の耐力及び剛性を小さく評価した復元カモデルによる応答解析では変位応答の上限億を得ることが

できないこと、即ち、耐力の過小評価が必ずしも安全側の近似となり得ないことは、このような単

純な復元カモデルを使ったShea正M1ode1を耐震設計に用いる際に特に注意する必要がある。

同様に、Bi一いnear形の履歴特性を有する振動系では第2分枝剛性比の小さい方がじん性率応

答が小さくなることが既に報告されている工1）。
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6に、水平地動による入力エネルギーの時間履歴をF i g．4’7に示すが、このような巨視的応答

値の時間履歴についても、She肘Mod e1Po1yはDe t a i1e d Mod e1の応答をよく追

跡している。

 F i g・4－8には二各層の層せん断力一層間変位角関係の履歴について・Sh舳正Mode i

Po呈yとDe t a i1ed Mod e1を比較してい糺この図によると・各層の履歴性状についても、

She乱正Mod e1Po1yはDe t a i1ed Mod e1の応答を全体的によく近似しているが、

De t a亘1ed Mod e1の層せん断力一層間変位角関係の履歴は、隣接層の層間連成効果などによ

り非常に複雑なことがわかる。

4－3－4 局所的応答

 Sh e aエMod e1を用いて構造物の耐震設計を完結させるには・She乳エMlod e1より得ら

れる巨視的応答値に基づいて構造物構成要素の局所的耐震安全性を論じることが可能でなければな

らない。ここでは・She a正Mode1の巨視的応答億を使って評価された局所的応答値の精度に

ついて述べる。
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弾性応答解析におけるSh．a r Mode1の最大層せん断力応答に等しい水平荷重を載荷したと

き各部材に生じる最大応力度”maxを静的手段により求め、（4－7）式で無次元化して、De一

也乱i1ed Mode1の動的解析から求まる各部材の最大応力度応答とF i g．4－9に比較する。

ただし、

       o m a x 一  σ
    8＝    o                （4－7）
        o  －  o
        ソ    o

ここでぺ㌔ は降伏応力度、”oは静的鉛直荷重による初期応力である。F i g．4－9には、一頁に

参考のため、De t a i1ed Mode1の最大層せん断力応答から静的に求めた各部材の最大応力度

も示しておく。

 F i g，4－91a），（c）に示すように・層せん断力応答から静的に算定した各はり材の最大応力度は・

動的に生じる最大応力度をかなり過大評価する。これは、動的にははり材に隣接する2つの層の最

大層せん断力応答が同時に生じないからであ。る。

 また、F i g．4－9（b），O）から明らかなように、上層部柱材の動的最大応力度応答については、

静的解析から良好な近似が得られるが、下層部柱材については、静的に求めた最大応力度が動的に

生じる最大応力度より大きくなる傾向にある。これは、静的解析では各層の最大層せん断力が同時

に生じると仮定しているので、転倒モーメント、即ち、はりせん断力による柱付加軸力を過大評価

しているからである。骨組構造物の耐震設計に際しては、転倒モーメントの動的応答値についても

           12）十分考慮する必要がある 。

 次に、She aエMod e1Po Iyの最大層簡変位応答を強制変位として骨組に静的に加えたとき

の各部材の最大塑性歪ε を1次元有限要素法により求一め、降伏歪ε を基準値とIして無次元化し
           P                        ヲ」

て、De t a i1ed Mod e1の動的最大塑性歪応答とH g．4－10に比較する。

 Fig・4－1O（a），（o）に示す静的に求めたはり材の最大塑性歪は・最上層はり材を除いて・Dポ

t a i1ed Mode1の動的応答値をかなり上回っている。これは、弾性応答についても述べたよう

に、隣接する2つの層の最大層間変位応答が動的には必ずしも同時には生じないためである。

 F i g．4－1O（b），O）に示す静的に求めた柱材の最大塑性歪は、全体的にDe t a i1ed Mode1

の動的応答値を下回っている。この原因としては、圧縮軸力と繰り返し曲げを受ける部材に生じる

              13）材軸方向の圧縮側塑性歪の累積  が挙げられる。弾塑性地震応答解析では、最大応答値だけでな

く履歴性状についても考慮する必要がある。
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4－4 結   論

 本章では、若干の地震応答解析例から、耐震設計用動力学モデルとしてのせん断型多質点系モデ

ルの妥当性について検討した。考察結果を要約すると以下のようになる。

 ll〕各層の復元力特性は隣接層の層間連成効果の影響を受けるので、せん断型多質点系モデルの

各層の剛性及ぴ耐力を適切に評価することは困難である。

 12〕構造物の復元力特性を十分考慮して各層の復元カの履歴モデルを作成すれば、層せん断力及

び層間変位などの巨視的応答については、せん断型多質点系モデルにより良好な近似を得ることが

できる。

 （3〕せん断型多質点系モデルによって得られる巨視的地震応答から、構造物構成要素の局所的耐

震安全性を論じることは非常に困難である。
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第5章 鉛直地動が地震応答に及ぼす影響に関する一考察

5－1 序

 通常の地震応答解析では構造物の水平振動性状にのみ注目し、鉛直地動及びそれによる鉛直振動

については特に配意していない。しかし、地震動が水平成分と共に鉛直成分争有することは自明で

あり、非線型解析では各成分を単独に取り出して解析しても重ね合わせができないので、鉛直地動

を無視すれば、場合によっては構造物の地震応答性状に関して危険な結論を導くのではないかとい

う危1県がある。

 現行の耐震設計で鉛直地動が無視されている原因としては、構造物が静的鉛直荷重に対して十分

               1）                                 2）安全なように設計されていること 、鉛直地動の加速度が水平地動の加速度に比して小さいこと 、

構造物の倒壊は水平変位の増大としてとらえられているが、既に多くの報告があるように、鉛置地

                    3）～5）動が水平方向振動に及ぼす影響の小さいこと   などが挙げられ飢

 しかし、建築物の高層化、大スパン化により、構造物の鉛直方向振動の固有周期が長くなり鉛直

地動の卓越周期に接近する傾向にある6）。また、水平地動と鉛直地動による応力状態が全く異なる

                                          7）8）
ため、鉛直地動を考慮することにより部材の靱性率応答が局所的に著しい増大を示す場合がある。

 従って、鉛直地動が骨組構造物の地震応答性状に及ぼす影響を明らかにし、骨組構造物のモデル

化において鉛直振動をどのように取扱うべきかを考える必要がある。この章では、構造物構成要素

の動力学特性を詳細に定式化した応答解析法を用いて、鉛直地動を考慮した場合と無視した場合1こ

ついて解析し、鉛直地動が地震応答に及ぼす影饗を数値的に検討す札

5－2 解析骨組と入力外乱

 解析には、犯i g，5－1に示す形状寸法の5層1スパン，3層1スパン，3層2スパン骨組の3

つを取り上げ、以後それぞれ5F1，3F1，3甲2と呼ム。鉛直荷重はすべてはり材に一様に分

布するものと仮定し、既往の設計例を参考にして4ton／mとした。設計用地震荷重は地震荷重奏

第2案9）に従い算定し、Fiξ．5－1に示しておく。終局設計用荷重条件としては、地震時と遇荷

重時を考慮した。設計の詳細については第3章3－3－2節に譲る。

 設計骨組の各部材の塑性断面係数をTab1e5－1に示す。表申★印を付した最上層の部材は、

過荷重時の鉛直荷重によって断面が最終決定されている。設計された各骨組の固有周期をTab1e

5－2に示しておく。
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Tab1e 5一ユ Plastic Modu1us lomヨ〕

1F 2F 3F 4F 5F
★

5F1 Coユumn 217ユ 1782 1447 1086 844
★

Beam 3077 2709 230ユ 1818 844
★

3F1 Co1じmn 1148 873 844
★

Beam 1802 ユ538 844

工nterior Co1umn 2166 1699 ユ441
★

3F2 Exterior Co1umn 1148 873 844
★

Beam 1802 1538 844

Tab工e 5－2 Na七u］＝a1 Period ｛SeC．〕

1st Mode 2nd Mode 3rd Mode 4th Mode

5Fl Horizonta1 1．148 0．433 0．251 0．169

Verticaユ O．198

3F1 Horizonta1 0．945 O．324 0．190

Vertica1 O．199 0．136

3F2 Horizonta1 0．924 O．319 O．196 O．183

Ver七icaユ O．136 0 096 0 081

入力外乱にはE1Ce nいo，Mlay 18．1940のW－8成分とぴ一D成分及ぴTa f t，June

21．1952の刀一W成分とσ一D成分を採用レ、水平地動の最大加速度ジHmaxを500ga1と
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3009 a1，鉛直地動は水平地動と同一の比率で実記録を増幅して用いる。外乱継続時間はいずれ

も8秒間とした。入力外乱の最大加速度と自乗平均値児 一（O）をTab1e5－3に示すが、自乗
                         ｛ε

平均値からも明らかなように、Ta f t地震は鉛直成分と水平成分のスペクトル強度の比が比較的大

         2）きい強震記録である 。

         Tabユe 5－3  Earthquake Exc itations

Earthquake HOriZOntaユ Vertica1

Com o． 沖maX Rii（0） Compo・ タVmax Rii｛o）

E］一Centro。
N’S 5009a1 199009a12 U－D 4039a1 69309aユ2

May18。
500 ’1 19900’’ 01’ 0 ”

1940 300 I’ 7160’1 242 ．・ 2500 Il

300 I’ 7160’’ 0 11 0 ’I

Taft。
E－W 500 I’ 16700’I U・D 389 ’I 11700 ’’

June21。
500 1． 16700’1 O I’ o 11

1952
300 ’’ 60001一 233’I 4ユ90 1I

300 1一 6000■I 0 II O l’

 入力外乱のパワースペクトル密度をF i g．5－2に示す。不乱fも地震の鉛直成分は水平成分と類

似の周波数特性を有するが、珂1Cen t r o地震の鉛直成分では高周波数成分が卓越していること

が注目される。

2．5 Sω1ユ0’3㎜2∫ヨ師、ヨ〕
2．5SωqO－3♂畑。．3〕

2．O

ユ．5

ユ．o

O．5

一 間一S C0HPo“E＾τ

一一一
@U－D Co”Po咄E”T

2．O

       一 E’H CO”苧O”E討丁

       一一一 山一】〕 Co岬。＾E”T

1・5    h

       ・ ψ

      ノ＼  ノ 1
ブ、、・ノ @舳／／・・、バ

2・O＾・05・08・010・0｛2”・剛   2．0ヰ．06．08．O1O．O〔2皿ノ、。。．〕

 ｛a〕 Eユ Centro                           ｛b〕 Taft

   Fig・5－2 Normaユized Power Spec七raユ Den昌i七y
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5－3 解析方法と出力

 採用した解析方法は、現時点で利用の容易な計算機の能力範囲内で応答性状を忠実に追跡できる

ように、2章及び3章において骨組構造物の動力学特性を詳細かつ具体的に評価したものである。

 復元力特性の評価には1次元有限要素法を採用し、鋼材の応力度一歪睦関係は歪硬化係数O．01

のB i－1i nθaエ形とした。1次元有限要素法により鋼構造骨組の静的実験績果を追跡できること

は、既に2章において明らかにした。そこでは部材を亙ig．5‘3（a）に示すように5要素に分割し

ているが、今回の解析のための予備解析により、鉛直地動を考慮すると、はり材中央部分の塑性変

形が卓越する場合のあることが明らかになったので、はり材の要素分割をF i g．5－3（b〕に示すよ

うな5等分とした。柱材にはFi g．5－3（a）の要素分割を採用した。

 質量はばり材に一様に分布すると仮定し、はり材構成要素の質量マトリックスはConsistent

Mlas昌法を用いて評価した。

 減衰は粘性減衰を仮定し、
                 O．0  0．l     O．3             0．フ      O．9 』．O

減衰マトリックスは初期剛性            ωCoiu㎜

マトリックスと質量マトリッ @」＿↓＿＿
クスの1次結合として表わざ    O・O  O・2  0・4  0・6  0・8  1・0’
                           ω8oam

れるRay1e i gh型を用いた。

                     F iq．5－3 Member D ivi s ion fo r
ただし・減衰定数は水平1次
                          Analysis

及び鉛直1次振動について1％を仮定している。

数値積分には・線型域での無条件安定性が保証されている・伽1・β法を採用した。時間増

分は・鉛直1媚有周期の’／20程度を想定し…1及ぴ・川こつい下は・・1・・秒，…

については1／150秒とした。

 太研究では骨組構造物の地震応答を詳細に検討するために、出カパラメーターとして以下に定義

する巨視的な応答値を用いた。まず、構造物の変位応答値としては、各層の水平変位㎜，鉛直変位

田，床はりの部材角θの3つを考え、水平変位及ぴ鉛直変位は柱はり節点の平均値をとり、床はり

の部材角は外柱節点の鉛直変位の差を外柱間水平距離で除したものとして定義している。

 構造物の変形応答値は、隣接層の上記の3つの変位応答値の差ん，ん，〃 を階高κで除した

値で表わす。んノ此は通常用いられている層間変位角であり、ルノみは柱材のみかけの材軸方向歪、

〃／此は骨組の全体曲げ変形による各層の曲率を表わしている。次に、構造物の応力応答値として

は、層せん断力Q，層軸力W，転倒モーメントMの3つを取り上げた。層せん断力，層軸力は各層

柱材のせん断力，軸力の和であり、転倒モーメントは各層重心に関する柱材軸力によるモーメント
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の和である。

 以上述べた巨視的応答値の他、更に部材の局所的応答性状を評系田に把握するため、はり材を構成

する要素及び柱材の内部仕事と最大塑性歪を求めた。ただし、内部仕事は、相当する要素が逆対称

複曲率曲げを受けて初期降伏するときの弾性歪エネルギーを基準値として無次元化し、塑性歪は降

伏歪を基準値にして無次元化している。

5－4 解析結果と考察

 Fig．5－4，5，6に各骨組の層間変位角ん／孔及ぴ層せん断力Qの最大応答値を示す。鉛直

地動を入力した場合と無視した場合の差は小さく、鉛直地動は（∠ψハ）maX及ぴQmaX応答に

ほとんど影響していない。ハg．5－6価）において顕著であるように、鉛直地動を入力することに

より（山〃）m毘Xが若干減小するのは、鉛直振動による鉛直方向慣性力が水平振動による水平

方向慣性力と達成して、比較的小さな層間変位応答の段階から履歴減衰が働き出すためと考えられ

る。

 Fig－5－7，8，9には、鉛直方向のみかけ0）歪度んノん及び層軸カNの最大応答億を示すが、

鉛直地動を入力すると〃m註X応答が急激に増大することがわかる。即ち、最下層における動的層

軸力の最大値は、ダ∬血乱x＝3009a圭の時静的層軸力の3～5割程度，テ亙㎜ax一目00ga五の

時静的層軸力の5…7割程度であり、耐震設計上無視し難い。このように鉛直地動を入力すること

によって、Nmax応答が著しく増大するのに対して、（んノ先）maxは、若干の増大の傾向を示

すが、その増大量は小さい。．

 Fi g．5一・i O，11，12には、骨組の全体曲げ変形による各層の曲率〃／みと転倒モーメン

トM0）最大応答値を示す。〃maX応答については、鉛直地動を入力した場合と無視した場合の差

は小さいが、（”ノ．尻）m乱x応答が鉛直地動を入力することによって増大する傾向が全体的に認

められる。

 F i g，5－13は5F1骨組の3層及ぴ5層はり位置での水平変位の時間履歴をテ∬max＝500

9a1の場合について示したものであるが、鉛直地動を考慮←た場合と無視した場合の水平変位の時

間履歴にはほとんど葦がない。これは・（んノゐ）m乱x応答について得られた結果と合わせて・

鉛直地動の水平変位応答に及ぼす影響が小さいことを明らかにしている。

 Fi g．5－14は夕亙m乱x＝5009a1のときの5F1骨組の5層はり位置の鉛直変位の時間履

歴である。鉛直地動を入力すると、鉛直1次モードに相当する周期O．2秒程度の振動が現われるが、

鉛直方向の塑性変形量にはほとんど差がない。また、塑性変形は主として水平変位応答の増大に伴

って生じており、これらのことは、鉛直変位の大部分が柱材のたわみによる鉛直変位及び輸力と裸

一71一



story
5

4

3

2

1

        』

      ＿一一一つH・吋．洲㎜亜・500日目i
      ’一一｛H，沖岨工・500銅1
         H＋｝，湘㎜玉・300日。1
      一一一一H yH㎜正・300明1

1＾u州㎜・

O．01     0，02     0．03

Story

 5

 4

 3

 2

q㎜舳は㎝〕

10       20       30       40       50

1ヨ〕E1〔ontro

StOry

 彗

 ヰ

 3

 2

 1
‘加州㎜■

stor｝

 5

 4

 3

 2

 1
Q皿醐1t㎝〕

story

 3

 2

 1

O．01 o．02     0．03         10   －0   30   40   ．50

       ωTOft

Fiq．5－4 ｛△u／h〕max and Qmax of 5F1

          stow

           ：＼

    （ム四州㎜一              q皿眺｛to・〕
O．01 o．02     0．oヨ 10  20  30

｛昌）E1〔o帆冊

Stor｝

 ヨ

 2

 1 ノ
stor｝

 3

 2 ＼
qm冊1t㎝1

S的 G｝

10   20   ヨO

       lb〕Taft

Fiq・5－5 ｛△u／h〕max・and Qmax of 3F1

      管

      2

o㎜■い㎝〕

Sto町

 3

 2

O．01 O．02

         la〕E1COntro

           ヨtory

．ノ
            ＝ヨ       P
      ノ
     ’d            2

            1．
       ｛ム刊州固”

10    20    30    40    50    60

＼o㎜■｛ton〕

O．01 O．02                        10       20       30       40

   （b〕Tユft

Fig・5－6 ｛△u／h〕max and Qmax of 3F2

50   00

一72一



story

、    一一一rH＋｝y盟血眺・500日a1
    一一＾．OH，弾田肌！500日目1
      目十｝，y凹皿。皿！3009目1
      H．y亘㎜岨9300日。1
    ＝■I■一■■一●∫t目t’o」o日d

    ｝     『
1州州㎜■｛蜆10一］〕

O．5    1．O 1．5

sto町

＼N 、  ミ。

“胆亜1t㎝〕

50        100       150       200

1o〕E1〔帥tro

Story

一〇．5

1．0    1．5

  ，一；τ且ft

story

5 饗
4

3

2

、

蚊＼＼

 ＼
＼
、

問岨π‘ton〕

stor｝

八 外、

50   100   150   200

Fig．5一フ （△v／h）max and Nmax of 5F！

       stor∫

1舳川皿且互1・10■㍉

1＼ミ
固而挑1t㎝〕

O．5    1．0    1．5 50   100   1…O
1ヨ〕E1〔釧tro

；torJ

lへ一、、、
1～川皿帆1買10‘ヨ〕 N皿舳1ton〕

O．5   1．0   1一日      ．50  100  150
        1b〕Tヨft
   F ig．5－8 （△v／h〕max and Nmax o f 3F！

st
Gリ

：へ
。．

   ＝舳〃加舳｛一m一］1

1．0    1．5    2．O

    ωTヨft

趾。け

ヨ

2

』

“    走    、ミ℃
㎞朋‘to円〕

ヨ0   100   150 200   ！50   ヨ。o

 lb〕Toft

F ig・5－9 （△v／h〕max and Nmax of 3F2

一73一



StOr｝

』

、

＼
 ＼  、
 ！／
〇一／

    ‘6 ｛＾O〃〕皿舳｛亜10｝

1．O

｛固〕E1〔帥tro

story

盲tory

へr

O．5

一一一
?・吋，里・耐酬・500盟1

一一一
CH，粋舳・50口Oヨ1

   H・叶，胸肌・300刺
一一一 黶E油皿肌＝3岬1、

＼、

Story

5．O

1凸3川㎜亜1廿10－6〕

o．；

story

ヨー一

2   ｛、
     ＼1

   1．0                 1．0     2．0     3．O

    （b〕τaft
Fig．5－101△θ／h）m・… dMm・xof5Fl

       StOry

“
 司㈱ハ〕㎜■1莇10‘O〕

o．5

1＼

4．0  5．o

1．O

  4H 1買10t㎝・㎝〕

story

ヨ、 ・

2

1

’、、

ノ、o

｛目：E1〔直泄ro

  stor｝

1＾O州㎜一1■10一㍉

1．0  2．O  ヨ．O

o．5

＼ ㌦品、；・1｛・…〕

sto町3

2    、

   1．0         1．0  2．O  ヨ．O

     ㈹丁目ft
Fig．5－11 ｛△θ／h〕max and Mmax of 3F1

1舶用皿舳｛刈O■6〕

O．25 o．5

lo〕E1C帥tro

story

1、州。肌1・1O．㍉

Story

O．25 O．5

    lb〕τ日ft
Fiq．5一ユ2 ｛△θ／h〕max and Mmax of 3F2

一74一



20

割O鴉IエOHT＾L 口1SPL＾〔EHE出不｛〔＾〕

15一

ユ。

           l、
           ■1

                            6

 －5

                         ’     ’
 一王。

 一工5

                      凹；十uo －20
                 一一一一冊
                      5円紬冊岨〔帥冊亨・面目、・500・ミ1

 －25

                  〔a〕 E1 Centro

                  Fiq．5－13

「…1「        一一丁  ■
≡            2             ＾             5    T1円E‘畠E〔、〕

         しヨ

：    ｝
ヴ     l
1   円ミ・㎜      〔  、
：一一一一冊
      三F1明舳t…・C酬・則

          “衙帥！ヨ。o明王

L一ユ．O

 旺RTl〔＾L O！ヨ甲蠣〔E旺祀丁｛〔一｝

                 ｛a） Eユ C畠nt］＝o

                  Fig．

 E冊E日直Y｛エロ to巾［皿j

                           ノヘ 一

         HS＋u日

     ’一一一帖
LO    珊明・i帖tEL〔訓珊。

        如、、、・珊岬・

o．ヨ

5τH STO冊廿

ヨ吊嘔 ST0戸㍗

   ｝

｛≡Et

20

HOR一エO一丁＾L D］SP山〔E旺珊丁‘〔H〕

ユ5

           5τ一 ST0目、

ユ。

           ヨ円O STO旧、

三

一4一

2         ヰ

     E出uO

一一一一     ヨ舳舳丁岬・十・刊呂コー500朋・

                              ｛bj Taft

Horizon七al Dispユacement Time Hi畠tories

h

畠。．j

                                             一■「■’川■一■一r’τ■
                    暑              2          叫          5   η獺≡｛冨砒．〕  呂

                                         、

                                                    、ノ＾
                                                      、
                        ・O．5                             1

                         －1：㌦、紬  払

                        ・ユ．0

                        HE篶丁1＝＾L皿1SPL＾〔［旺刊τ｛仁旧〕

                                        ｛b〕丁己f亡

    5■1邊Ve「tiralDis・ユacementTimeHis耐ies

                       E旺艘舳10t帥一i岨〕

                     EH

                                …｝一十u田

                           ’一一一 EH
                       1・0    5F11帥帥τ。町            副
                                     ｛・冊・一5『O帥’

                       口．5

                     証                                                             E0
                                                       ／“！）、

                     目                       ノ
                                                      ノ       副

              T1旧蛆・｝                         T1旧言趾〕
｝       6       昌  0       2       ＾       石       3

〔a〕 E1 Centro                            ｛b〕 Taft

 F ig．5－15 工nput 亘nergy 亘Iime His七〇ries

                   一・75一



                     1O）返し曲げを受ける部材の材軸方向塑性歪の累積  などの水平変位に伴う鉛直変位成分であること

を示唆している。鉛直変位の原因をこのように考えると、鉛直地動を入力した場合の〃maX応答

の増大を伴わない（∠θノゐ）max応答の増大（F i g．5－1O，11，12参照）は、2本の外

在の部材角の差、即ち、鉛直振動によるはりの村長変化によるものとして説明できる。

 F i g・5－13・14と同一の解析例における入力エネルギーの時間履歴をF i g・5－15に・

外乱終了時の入力エネルギーをすべての解析例についてまとめてTab1e5－4に示す。

             Table 5－4  工nput Enerヨy｛ton・om〕

Earth uake E1Centro。ユ940 Taft．1952
．Hmax（a1） 500 300 500 300

’Vmax ga1） 403 O 242 0 389 0 233 o

王1H 126－7 1283 442 442 975 976 384 381

5Fl ］ヨV 167 O 58 0 156 0 51 0

BG 351 335 157 148 364 284 192 151

把H ユ007 1027 471 478 685 637 222 197

3Fユ EV 55 0 20 0 118 0 55 0

EG 216 213 118 118 303 218 149 99

EH 2034 2058 959 976 ユ449 1444 534 548

3F2 王1V 129 0 47 0 328 0 130 0

1  一 I  ＾   ’ ＾  ■ ＾  ＾  ＾ ＾   I  そ ■  ＾  ． ＾   ’ ‘  ＾   ‘ ．  ＾  ＾

七G    4j0  4J’  z J，  z4⊥   b d b   45b   J z4   z Jツ

 この表から明らかなように、E1Cen t正o地震入力の場合には、鉛直地動を考慮しても、水平

地動による入カエネルギー亙”及ぴ静的鉛直荷重による仕事恥の変化は微小であり、従って、鉛

直地動を考慮することによる全入カエネルギーの増分は鉛直地動によ’る入カエネルギー伽のみで

ある。二方、Ta f一土地震入力の場合には鉛直地動を考慮すると、E1Cen t r o地震入力のときと

同様に刀亙の変化は小さいが、刀らは顕著な増大の傾向を示す。従って、鉛直地動を考慮すること

による全入カエネルギーの増大は伽だけでなく、亙oの増大する場合もあることに注意すべきで

ある。

 このような鉛直地動を考慮することによる刀oの増大率は、Ta f t地震入力のすべての解析結果

について3～5割程度であるが・亙1Ce n t r o地震入力の場合には最大6影にとどまる。特に5

F1骨組については、E1Ce nt r o地震入力時とT a f七地震入カ時の刀”刀7にはあまり差がな

いのに、Ta f t地震の鉛直地動による刀Gの増大が顕著であることは、これら2つの地震外乱に何

らかの定性的差異があることを暗示してい糺

 次に、はり材を構成する各要素と各柱材における外乱終了時の無次元化内部仕事をF i g．5－16，

一76一



17，18に示す。E1Cenh o地震入力の場合には、鉛直地動を考慮した場合と無視した場合

の内部仕事の分布の差異はあまり明瞭ではない。不乱“地震に対する応答では、鉛直地動を考慮す

ることにより上層部部材の内部仕事が増大し、特に最上層はり材の内部仕事の増大が顕著である。

また、最下層柱材の内部仕事は、鉛直地動を考慮すれば、寧ろ減小する傾向にあ糺この内部仕事

の分布の変化は、鉛直荷重により断面がおさえられる、従って、鉛直荷重に対する荷重安全率の比

較的低い上層部部材が、鉛直地動を入力した時にはり材に生じる鉛直方向慣性力の影響を受けてそ

の塑性化が進行し、入力エネルギーがこれらの相対的に弱い部材に集中するためであろう。

 鉛直地動を考慮すると、皿i g，5－7，8，9に示したように層軸カ応答が著しく増大するにも

かかわらず、F i g，5－16，17，三8において下層部柱材の内部仕事が増大しないのは、ここ

で採用した解析骨組の初期柱軸力比が最下層で15～亘7％と小さいためと考えられ、高層骨組0）

低層部柱材のように比較的初期軸力比の大きい柱材では、鉛直地動によって塑性化が進行する場合

               ののあることは既に報告されている 。

 各部材に生じる塑性歪についても、以上に述べた内部仕事の分布についてと同様の結果が得られ

ている。

 F i g．5－19はTa f t地震の鉛直成分のみを〃max＝3899a1として入力したときの3百

1骨組の外舌L終了時の無次元化内部仕事及び最大塑性歪の分布を示すもので、それによると、内部

仕事は全体的に小さく、塑性化は最上層構成部材に若干生じる程度である。鉛直地動は単独では構

造物に大きな地震応答を生じず、鉛直地動による鉛直方向慣性力と水ヰ地動による水平方向慣性力

の達成効果としてとらえるべきことがわか乱

 鉛直地動を考慮した場合の最上層の層軸カルー層せん断力ρの履歴を、最大層せん断力応答の生

じた時刻付近についてF i g・5－20に示す。層せん断力の増大に伴い層輸力は減小し・層輸カの

増大により層せん断力は減小するというように、2つの層応力の速成降伏が顕著に認められる。従

って、層応力の降伏相関関係を把握することが、鉛直地動を考慮した応答解析では重要である。ま

た、不乱f七地震に対する応答は、E1Cent正。地震入力の場合に比べて層せん断力の変化に伴う

層軸力の変動幅が大きく、達成降伏がより顕著であることが注目される。

 以上種々の応答値について述べたように、鉛直地動が構造物の地震応答に及ぼす影響は、E1

Cen t ro地震入力の場合にはあまり明瞭でないが、Taf t地震入力の場合には著しい。その原因

としては、入力外乱の項で述べたように、鉛直地動と水平地動の自乗平均値及ぴスペクトル強度の

比がTaft地震の方がE1Cent ro地震より大きいことがまず考えられ孔このことは、丁舳e

5－4に示したように、小a f t地震入力の場合の伽と刀亙の比がE1Cenho地震入力の場合

より大きいことの原因であるが、5F1骨組についてはE1Cθntro地震入力時とTaft地震
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入力時の刀∬及ぴルが同程度であるのに、Taf土地震入力の場合のみ鉛直地動を考慮することに

よる内部仕事の分布の変化が著しいことを説明できない。

 Fi g．5－21に入力外舌しのパワーの時間的密度＾〕を全パワーで無次元化して示す。ただし、

                        11）ル）は外乱波形関数をパ）とすると次式で定義される 。

州一／1士；、2（・）出

なお、こ一こではτエO．5s e c．としている。

 踏g・5－21から・E l Ce n t r o地震のW－8成分とσ丁0成分のパワーの・密度分布の山に時

間的なずれがあるのに比べて、Tafも地震の万一取成分が大きなパワーを持つ時間域においてσ一
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刀成分が比較的大きなパワーを保持することがわかる。従って、T a f t地震入力の場合に鉛直地動

の影響が顕著である原因として、水平地動による水平方向慣性力と鉛直地動による鉛直方向慎一性力

の著しい運成効果を挙げることができる。

5－5 結   論・

 以上述べた骨組構造物の地震応答に及ぼす鉛直地動の影響を要約すると次のようになる。

 ω 骨組構造物の層せん断力応答及ぴ水平変位応答に及ぼす鉛直地動の影響は小さい。

 12〕鉛直地動を入力すると、通常鉛直荷重によって断面算定される上層部部材の塑性変形が大き

くなる可能性が強い。

 13〕鉛直地動を入力すると、最大層軸力応答が著しく増大し、高層骨組の低層部柱材のように、

初期軸力比の高い柱材の塑性化に影響する可能性がある。

 ω 鉛直地動を入力することによる全人力エネルギーの増分には、鉛直地動による入力エネルギ

ーのみならず、静的鉛直荷重による仕事の増大も考慮する必要がある。

一同 水平方向力と鉛直方向力による層の降伏相関関係は、水平・鉛直2方向地動を受ける骨組構

造物の地震応答性状を把握する上で重要な意味をもつ。
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第6章 運続棒モデルの提案

6－1 序

 本章は、骨組構造物の地震応答を巨視的にとらえ、広いパラメーター領域での多量の地震応答解析が

容易に行なえる働力学モデルの開発を目的とするものである。さて、既往のせん断型多質点系モデ

ルにより、層せ・ん断力及ぴ層間変位などの巨視的応一割直については満足すべき近似の得られること

は4章で示した。しかし、せん断型多質点系モデルは層数に相当する自由度を有し、この事は高層

骨組の解析に多大の労力を要求する1）と共に、せん断型多質点系モデルを用いて得られる耐震設計

資料が常に特定の層数の構造物を対象とするものであることを意味する。久徳らは、質点数の増加

に伴う応答性状の変化を広範な地震応答解析によって検討し、「質点数が異なっても本質的に応答

性状は変らず、少なくとも7質点系の応答から、7質点より多い質点数の応答量の予想が概ね可能

である」と報告しているがう3）、質点数の少ない千デルでは最上層近法の応答が予測しがたいこと

は明らかである。従って、多目由度系の地震応答に関するこのような性質を考慮すると、無限自由

度のせん断型モデル、即ち、分布質量を有し断面特性が連続的に変化するせん断棒と．して構造物を

とらえた方が、動力学特■性の分布を巨視的に把握する上で有利であると思われる。

 以上の議論は、骨組構造物の変形としてせん断変形のみを念頭に置いているが、高層建築物では

骨組の全体曲げ変形により低次の固有周期が伸び、地震応答に及ぼす影響が無視し難いことが指摘

     4）㊥
されている  。また、鉛直地動がはりの鉛直振動及び柱軸力の増大などを生じさせ、地震応答解

析でははら分布鉛直荷重及び柱軸力と層せん断力との降伏相関関係を考慮する必要性のあることは

5章で明らかにしたとおりである。従。て、汎用性の高い」耐震設計資料を得る為の骨組構造物の動

力学モデルとしては、骨組のせん断変形，曲げ変形，柱材の平均軸方向変形，はりの鉛直たわみを

考慮した1次元連続体モデルがより好ましい。

 離散票索から成る構造物を連続体として取り扱うことに関しては古くか．ら多くの研：免があ8）～Iユ～

予備設計の段階で構造物の動力学特性を巨視的に把握するむに有力なことはよく知られている。し

かし、これらの研究の多くは、動力学特性が高さ方向に一様、または、階段状に変化する線型構造

 9）11）
物   を対象とし、動力学特性が高さ方向に連続的に変化する構造物については論じられていな

し、o

 本章では、複数の層応力の降伏相関関係を明らかにし、骨組構造物の弾塑性変形性状に重要な影

響をもつP一∠効果及び材料の歪硬化を考慮した形で、骨組構造物を高さ方向に動力学特性が連続

的に変化する1次元連続体に置換する手法を示し、更に若干の地震応答解析例から、この手法の適

用性について検討・考察する。
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6－2 骨組構造物の連続棒置換

6－2－1 基礎的関係

棒材の断面歪は、通常断面重心の材軸方向歪ε，曲率φ，せん断変形角γの3つで表わされ、こ

れらは骨組構造物の柱材の平均軸方向変形，骨組の全体曲げ変形及びせん断変形に対応する。ここ

では更にはりの鉛直方向振動を考慮するため、はりの1次モードがその振動性状に支配的役割を果た

すことを仮定して、はりの鉛直方向振動を中央たわみのみを変形自由度とする1自由度バネー質点

系に置換し、更に榛材の材軸方向（即ち、骨組の高さ方向、に連続的に分布する鉛直方向バネー質

点系の変位ωをはりの中央たわみと対応させる。従って、置換運続棒の断面歪εは次のように表わ

される。

                  r

     ε・＝1｛εφγω｝        （6－1）
また、変位iユは鉛直変位田，はり材の部材角θ，水平変位〃とωの4成分であり、次式で表わされ

る。ただし 各層の柱はり節点は変形後も直線上にあることを仮定してい糺

                  r
    u＝｛担 θ 阯 ω｝            （6－2）

 4つの断面歪εに対応する応力σは、軸力M，モーメントM，せん断力Qと材軸方向に連続的に

分布する鉛直方向バネの応力Pの4つであり、骨組においてWは層軸力，Mは転倒モーメント，Q

は層せん断力を表わし、はり鉛直荷重はPに階高尻を乗じたPみと対応する。郡ち。

                  r
    σ＝｛W M’Q P｝            （6－3）
 置換連続棒の断面歪εをはり材の変形に起因するものと柱材の変形に起因するものに分け、それ

ぞれはり要素の歪ε8、柱要素の歪εoと呼ぶ。即ち、次の関係が成立する。

     ε＝ε  十  ε                             （6－4）        B     c

 ここで次の増分間関係を仮定する。

    lll：1川    （・一・）

ただし、D8，Dc はばり材及び柱材の復元力特性から決まるマトリックスである。

 （6－4），（6－5）式から断面の増分構成方程式は次式となる。

    〃一（D。’’・D。一’）■’パーD∠ε      （6－6）

6－2－2 はリの鉛直振動と質量マトリックス

 各層のはりの鉛直振動をはり中央たわみのみを自由度とする鉛直方向バネー質点系の振動として

取扱う牟め…こ、本論では変形仮定と仮想仕事の原理を用いる。

 いま、均等ラーメンを柱の中央位置で切り出したF ig16－1に示す構造系を考え、鉛直振動時
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                   ブ、

                   叶    、  一一並一  。正一  。目一

                   h〃                             1
                   4
＋＿＿．ユー÷トー←一・一一←一岨一→

        Fig．6．1                                   Fig．6－2

の変形モードとして、はり上に一様分布単位荷重が作用した状態を想定す糺この時、一般に内柱

は変形するが、はり材端モーメントが概ね等しいと考えて、計算の便宜上内柱の変形を無視する。

即ち、内柱は変形せず、外在は一定曲率曲げを受けるF ig．6－2に示すような変形を仮定する。

従って、各はりの中央たわみ｛は次のように求められる。

  外はりでは   3           σ  エ
          エ｛   ゐ十4    ～十為亙
      ｛＝     ・   但し 居＝
        384挑・｛ 居・2   居坊
  内ぱむでは                           （6－7）

          げ
      ｛＝
        384肌別

                       σ   正
一ここで、㌧ははりの村長，尼励ははりの剛度，尾” ，尾亙 ははりに隣接する上下層外在の剛度

である。         r・’丈rルTr
 動的条件を含むように一般化された仮
                       一目十1        H＋2        一十                    日2・“1

・想体事の原理を刷唱と’F’9．6－2の変  丁δtTδζTδ㍍1ノδ二丁

形仮定から、各はワはFig，6－3に示すよ    L＿二＿よ＝卿2  怖＝津、＿」

うに中央たわみω｛のみを自由度とする          Fi9’6－3

バネ剛性巧；質量w毒のづネー質点剰こ置換できる。x乞，w｛（トー，…，8）は次のようになる。

外はりでは

K｛＝
    5Z～

   128ρ’｛

1024挑〃 （居十4．5）（居十2）

    （浩十4）2

2
此 十8．5尾十19

   w｛＝                2
        315     （居十4）

内ぱりでは

      10幽”〃
   K乞＝
        5ぺ

       128ρら

（6－8）

w｛＝
315
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  1スパンの場合

        五024挑別 （居十6）（居十1）
     x ＝        ・
      一 5ぺ  （正十5）2

               2
        128ρ㌧ 居十11尼十31
     w：       ・
      一                      2
         315   （居十5）

ただし、ρはばり材の一様分布質量である。

 中央集中質量W｛（｛＝1，’

ているものと仮定すると、柱はり節点の質量㎎十｛（乞＝1，・

          ρ王1－w工
     w    ＝
      S＋1            2

          （ρ王ト1－W壬一1）十（｛一W吉）
     w   ．＝
      ∫十＾                 2

         ただし台＝2，…一・・∫

          ρj5－w5
     w    ＝
      2∫十1             2

 ここで、F1g．6－2の各はりが変形すると仮定す乱即ち、

一s）を除くはりの残りの質量ρ工r肌の半分がはり端に集中し

              ・∫十1）は次のようになる。

■十に十／ザ・

（6－9）

（6一工0）

F i g．6－3の構造系の剛体運動を考慮して、再び仮想仕事の原理を用いると次式を得る。

     ［・i・・．1… K＊ll・・M㍍一・     （・一11）

ただし

     K＊＝dτ［di酪（K｛）1d

ここで、

 ＊M ： s

〔d i ag．（

2∫十1

2W｛  0
｛＝1

2j汁1

2γさ2㎎
｛＝1

S Y M．

  0

2∫十I

2㎎｛＝1

5＿
2｛肌｛目1

  0

∫．

〃｛2㎎
｛宮1

）〕は対角マトリックスを表わし、篶はF ig．6－3に示す各層重心から各
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質点への距離である。

 （6－11）式は長さんの置換連続棒に関する諸量であるから、単位長さ当たりの質量マトリックス

皿』，分布バネの剛性Kは次式となる。

    M。一M∫＊／ゲK－Kンゐ        （・一1・）
各層のはり材が有する質量をはり位置から高さ±んノ2の範囲に分布させるので、置換運続棒の長

さは骨組の高さより階高の半分ん／2だけ長くなる。

6－2－3 弾性剛性
 各層はり位置での置換運続棒の断面の弾性剛性Doは、社中央位置で切り出したF i g．6－1の

                                 12）
構造系と、同一変形状態における歪エネルギーが等しいとして算定できる 。

 例えば、せん断剛性Gは次のように誘導される。F ig．6－1の構造系がγなるせん断変形を生

            ＊じたときの歪エネルギーW は、同一層の柱の部材角がすべて等しく、節点回転角もすべて等しい

と仮定すると次式となる。（Fi g．6－4参照）

    W＊一・刀1～κ2・店8（κ一γσ）2叫（トγ工）21  （・一1・）

             σ   工ここ一で㌔はばり剛度和，此。，ゐ。は上下層の柱の剛度和である。また、κは節点回転角、γσ，

γ は上下層の柱材の部材角であり、γと次の関係がある。
 工

    γ＝（γσ十γ工）／2 即ちγσ＝2γ一γ工   （6－14）

                   Fig．6－4

（6－13）式に（6－14）式幸代入してγσを消去し、次式で表わされる歪エネルギー最小

の条件を用いる。一即ち、

    ∂w＊      ∂w＊
   一＝O ，   ＝O            （6－15）
    ∂κ     ∂γ工

（6－15）式から（6－13）式は、次のようになる。

     、 ・2肌。巾ξ
    W＝・ψ多・1石（1暮・1ξ）γ2     （・一1・）

 長さ尻の一様断面棒にγなるせん断変形により蓄えられる歪エネルギーwは、せん断剛性を冴G

とすると次式で表わされる。
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w宣去ゐ刀Gγ2 （6－17）

（6－16）式と（6－17）式を等置すると、置換連続棒のせん断剛性として次式を得る。

          24㌧哨店ξ

    Gヨ                                      （6－18）
      ゐ12ゐ暮此ξ÷居。（碍十峠）｝

同様の手法により置換連続棒の弾性剛性は求められ、弾性構成方程式は次式となる。

一外∴汁一ε ・一
ただし

                 5＋1       ∫十1
    λ一粉 ∵λσ一乞妙・λし、～、4

    苓ぺ払，べ払！ （用
ここで、五㌢，4は上下層の柱の断面積であり、”は各層重心力）ら柱材への水平距離辛ある。

 （6－6）式の関係を考慮すると、はり要素及び柱要素の弾性剛性は次式となる。

、、刀0。
B・

A／，眺二刀㌧、 （、…）

             ㌦l     c。。
                」

ただし

    。一・・佑  ・・伽ξ     （。一。。）
     ・ 1 バ・r（1。・1。）

 （6－18），（6－20），（6－22）式は骨組のはり位置における置換連続棒の弾性剛

性である。

                             て
                             h
                             ユ
          十一■一’王1一■一一一工2一十一H＿一■■■■■工畠一＿＿一

                   Fig，6－5
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骨組の社中央位置における置換連続棒の弾性剛性は、Fi g．6－5に示す各層はり位置で切り出し

た構造系の歪エネルギーを考えることにより算定する。即ち、

 ∫斗1
λ＝2λ｛
  6言i

 5＋1 2

∫㍊以
（6－23）

  』牡    尻｛居。十2王。（硝十砧）斗3硝石岩1

ただし、此。は柱剛度和であり、ゐ星，砧は上下のはりの剛度和である。

 ここで、柱要素のせん断剛性を GC三12紀／みとして、（6－6）式の関係を考慮すると次式

を得る。

   121尾。（唱・尼岩）・6巾差1
G月；
     ゐ12ム。十3（唱十晃岩）1

（6－24）

。一⊥生
 ○    ゐ

 （6｛工2）式の友及ぴ（6－24）式のGBはばり及び柱剛度の関数であり、DBはばり材の

復元力特性のみから決まるマトリックスであるという定義に反する。しかし、本論では、K及ぴ％

が柱剛度の比較的弱い関数であることを考慮して、便宜的にこのように取扱う。

 以上に述べた骨紙のはり位置及び社中央位置での断面の弾性剛性を線型補間して、任意位置での

断面の弾性剛性を算定しすご。従って、置換連続棒の弾性剛性は材軸方向に連続的に変化することに

なる。ただし、置換連続棒の先端では剛性は零としている。

6－2－4 初期降伏曲面・

 本節では、骨組構造物の層応力の降伏相関関係を明らかにすることにより、置換連続棒の断面の

降伏を判定するための初期降伏曲面を定義する13）。ただし、降伏曲、面は、骨組のはり材の降伏を表

わすはり要素の降伏曲面と柱材の降伏を表わす柱要素の降伏曲面の2つを考える。

（1）はり要素

  はり材の降伏は、層せん断力Qとはりに作用する鉛直荷重を表わすパラメーターPの2つの応

                                    B
 力の降伏相関関係によってとらえることができる。はり要素の層せん断耐力Qpはばり端モーメ

 ソトの和が層モーメントに等しいことから次式で与えられる。
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        s                  ∫

   Q3尻一2”パ 即ち Qし22B加．／尻      （6－25）
    「  ｛＝1        ρ．  ｛＝1

ここで伽さは各はりの全塑性モーメントである。

 次に、鉛直方向バネの降伏応力について考える。はり崩壊機構が形成される時の各はり材の中央

集中荷重P加は次式で表わされる。

    」P仰さ冒 8エ釦4／24                                              （ 6－26）

                             ＊各はりの中央集中荷重ハが仮想変位δωによってなす仕事δW は、各はりの中央たわみが（6

－1O）式で表わされることを考慮すると次式で得られる。

    δW＊一｛P，p。……P∫1δ㎝｛         （6－27）

一方、置換連続棒の応力Pは高さ方向に分布する力であるので、長ざるの置換連続棒についての

δωによる仕事δwは次式となる。

    δW－p・δm・尻           ．    （6－28）

（6－27）式と（6－28）式を等置すると、各はりに乃なる中央集中荷重が作用するときと

歪エネルギーが等価な鉛直方向分布パネの応力Pは次のように表わされる。

    P一｛P1p。一・玲｝卓／尻            （6－29）

従って、（6－26），（6－29）式から、鉛直方向に分布するバネの降伏応力～は次式とな

なる。

        s
    ．P刃＝ 8 2 （τ｛Bρ｛／J｛）／尻                                     （ 6－30）

       ｛＝1

 次に、次式で定義される無次元化応力空間におけるはり要素の降伏曲面の形状について考える。

ただし、

9ゲQ／Q君 ・ ρ±P／P刃 （6－3ユ）

終局状態では、層せん断力Qにより生じる層モーメント鮎は各はりの全塑性モーメントに比例し

て各はりに分配され、重に、各はりの鉛直荷重ハもP加 に比例すると仮定すれば、無次元化降

伏曲面はスパン数の影響を受けず、1スパンの場合と同一になる。

†Ph工／8

＋           PhZ／8

∴           ↓     z一一

Fiq．6－6 Fig－6－7
」
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 さて、慣性力としての鉛直荷重は分布荷重としてはり材に作用するが、ここでは、降伏曲面を。現

実のものに近づけるため、便宜的に鉛直荷重を一様分布荷重として降伏曲面の準状を考える。即ち、

終局時のはり材のモーメント分布を考えるに際し、はりの中央集中荷重Pみによるモーメント分布

をF i g．6－6に示す一様分布荷重によるモーメント分布に置き換えると、はりがFi g．6－7に示

                                  14〕
すような機構を形成するという条件から、無次元化降伏条件式は次式となる
                                   o

    帆・1）一■9言1．十一1一・（・・1ρ1・士） （・一・・）

    ！五（9石・ρ）一1981－1：O   （士；≧1・1）

（2）柱要 素

 柱材の降伏を層軸力W，転倒モーメント”，層せん断力Qの3次元応力空間で考える。層軸力Wと

               0
層せん断力Qの降伏応力Mp，蝋は次式となる。

        5＋1
    Mρ＝σμ山雪σツ五

        H                 （6－33）
       ∫十1
    Q0122C加／ゐ
     p  毒＝1

ここでCpεは柱材の全塑性モーメントである。転倒毛一メントMの降伏応力蛎は、置換連続棒

の断面を断面積λ、断面2次モーメント∫の矩形断面であると仮定すると、次のように表わされ孔

    M－rσg〉3〃／2               （6－34）

 次に、柱要素の降伏曲面の形状を次式で定義される無次元化応力について考える。

                       o
    π一州・，卜M／M一・・旦。一Q／蛎        （6－35）

各柱材の軸力を州，柱材の材端毛一メントを等しくωであると仮定し、柱材の降伏応力Mp毒

（，σツ出），全塑性モーメント。パで無次元化すれば、    ．…

    σ 毒 ＝W毒／jV P乞 ・ τ4 ＝C｛／0P壱                               （ 6－36）

骨組を構成するすべての柱材の断面形が相似であると仮定一すると、柱材の無次元化降伏曲面の形状

は等しく次式で表わせる。

    ∫C（σ壱・τ毒）＝O             （6－37）
               工5）
例えばH形鋼では次のようになる．o

    二111：：ll1171τε1＋ol：1：にlll：：∵（用

層せん断力が層構成柱材のせん断耐力に比例して（即ち、全塑性モーメントに比例して）各柱材に

分配されると仮定すれば、

    9  ＝τ｛                                                      （ 6－39）
     o
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（6－37），（6－39）式からすべての柱材の降伏軸力は同一比率で低減される。即ち

    ■σ｛ ■≦；σ   ・．・∫o（σ ，g o）二〇                             （ 6－40）

転倒モーメントと層軸力の降伏相関関係は、置換連続棒の断面を矩形と考えているので次式とな6．

    l m／σ 1＋（皿／σ）2－1＝O                                   （ 6－41）

上式をσについて解げば、

      1㎜1     ㎜
    σ＝一十 π2＋（一）2              （6－42）       2         2

ゆえに、柱要素の降伏曲面は次式となる。

       1川      m
    ∫・（。・π2・（百）2・ω一・      （・一43）

 本論では、置換連続棒の断面を矩形と仮定することにより、降伏曲面の形状に及ぼすスパン数な

どの影響を省略した。転倒モーメントと層軸力の降伏相関関係をいくつかのスパン数についてFi＆

6－8に示しておく。

           呵
         LO         ＾PP・㎝1胴te．
           、                        ＾I！地            ＼
             ＼、    一・一＾I・2他
              ＼＼
                         ＾I：Cross S2〔t｛on ＾rea of
                           Int8r千。r Co1u而n

                         ＾E：Cross Seotlon ＾rea oデ
                           Exterior Co1u岬、n

         、、  ＼、．、

3－bay トペ

O．5

Fiq，6－8

1．O

以上に示した置換連続棒の断面の降伏曲面の形状は、骨組の形状及び構成部材の断面寸法などに

よらず一定となる。従って、置換連続棒の断面の降伏条件は、それぞれの層応力に対する降伏応力

のみによって定められる。
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6－2－5 弾塑性構成方程式

 本論では、von Misesの流動則とPragerの移動硬化則を用いて、はり要素及ぴ柱要素の塑性

域における増分構成方程式を誘導する。

 まず、Pragerの移動硬化則とは、初期降伏曲面はその形及ぴ大きさを変えることなく、応力点

における塑性歪の方向に平行移動するというもので、次式で表わされる。

    心（σグ％）＝O・々（¢o一αo）ヨO   一一 ・ （6－44）
こと砺・㌔は各成分が（・一・・）及ぴ（・一・・）式で定義された無次元化応力で次の関

係にある。

    ＿     一1     ＿    一1

    ・σゲTBσ・σc＝Tcc            （ト45）
ただし、T3，Toは降伏応力を対角成分とする対角マトリックスである。また、δは姑次元化降

伏曲面の移動量ヘクトルであり、その増分∠πはP「age「の硬化則から次式で与一えられる。

     ，       一P       ‘      一四

    物三和眉”・・抑ゲμ・”・       （H6）．

ここで、μB，μoはスカラー量で李る。また、∠εPはエネルギーの次手を有する塑性歪増分であ

り、次のように表わされる。

    π卜上月〃雲，π卜t。〃ぎ．      （6－47）

応力点が移動した降伏曲面上にあるという条件は次式で与えられる。

1；llll11二；1；1：／  （・…）

（6一・6）・（ト48）式よりん・午。は次式となる。

     ∠ερT∠σ
       B
μガ∠ε勇τ丁百丁。州

         ∠εぎτ〃

   μo＝
      ∠ε著「TcTc∠εぎ

 さて、歪増分∠εは弾性歪増分∠ε2と塑性歪増分κPの和で与えられる。即ち、

   〃ブれ岩十方名・小0一∠ε著十〃3

一方、von Mi ses の流動則は次式で表わせる。

（6－49）

（6－50）
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4ε勇一∠λ。㌦・∠εぎ一∠λ。｛。 （6－51）

ただし、｛B，｛cはばり要素及ぴ柱要素の降伏曲面の応力点における外向き法線方向ヘクトルで

                        16）■一一
ある。ここで∠λを決めるために次の条件を導入する
                        o

㌶：l1二111：1；ll／  （刷

ただし、Cは硬化特性を表わす材料定数である。（6－50），（6－51），（6－52）式から、

はり要素及び柱要素の塑性域における増分構成方程式は次式となる。

4σ＝D男4ε月  ・ ∠σ：Dεノεo （6－53）

ただし

         ㌦1芸D呈
D髪＝Dる（ト（・十・）ゆ呈｛、）

         1．1書P6
D8＝D3（I一 i1・。）ゆる1、）

ここで、エは単位マトりックスである．材料定数0は単軸応力状態での硬化係数τと次の関係をも

つ。

    1－1／（1＋C）＝τ                         （6－54）

本研究では、τ＝O．05を仮定して材料定数Cを定めた。

6－3 変形仮定と運動方程式

 本節では、6－2節で評価された置換連続棒の全体の釣合方程式を誘導する。さて、序でも述べ

たように、骨組構造物を1次元連続体として扱った既往の研究は、各層の剛性が等しい骨組の弾性

挙動を対象としているので、断面の釣合方程式は定数係数の線型微分方程式となり、解析的取扱い

      1ハが容易である．’。しかし、本論で採用した置換連続棒の断面の釣合方程式は、係数が座標躰の関

数である非線型微分方程式となり、厳密解を得ることは、これが容易でないので、簡便な近似解析

法の開発という本流究の目的にそぐわない。・ここでは、変形仮定とエネルギー原理を使って、変位

関数の未定係数ヘクトルとして表わされる一般化変位に関する置換連続棒の全体の釣合方程式を近
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似的に求める。

 さて、増分変位∠uと増分歪∠εの関係は、幾何学的条件から次のように表わされる。

  d∠〃 ♂〃
∠ε1一十一   d”  d蛎

  d∠θ
∠φヨ
   ””

  d∠㎜
∠γヨー 一∠θ
   d”

d∠〃   d∠趾
  十女（  ）2
d”    d”

’L

∫ （6－55）

ここで、増分変位∠吋が次式で表わされると仮定する。

    ∠u＝A∠d                                                    （ 6－56）

ただし、∠aは一般化変位増分であり、ムは置換連続棒の材軸方向座標πのみの関数である。ここ

では、次のように増分変位関数を仮定する。

 π螂”二2α弓。j冗（2ト1πカ
   t    2亙
 4：1

 πθθ＿2αθ。、、（2に1）πκ

   吉    2
 台＝1

（6－57）

肌ぶ砒、工、（・r1）π躰
   丑     2∬
 ｛ヨ1

   昨堵。。、（・一1）π・

     6＝1     ∬

ここで、∬は置換連続棒の長さである。

 （6－55），（6－56）式から増分歪∠εと一般化変位増分∠aの関係は次のよ一うに表わされる。

            伯τB田

            101「

   炸映十士｛。｝川a      （6一・8）
            ｛O｝τ

一般化変位増分∠aによる歪エネルギー増分を求め、ポテンシャルエネルギー停留の原理を用い

ると、一般化内力P繧及ぴ増分剛性マトリックスKは次のようになる。

㍍幾二、＾、”  ！（用
 同様にして、一般化変位aに関する質量マトりックスMは次式となる。

   M一∫、A「M．Aれ           （6－60）
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ただし、6－2節で示したように、y∫は各層はり位置でのみ評価し、b及ぴσは各層はり位置及

ぴ社中央位置でのみ算定している。これらの有降個の点の間で断面諸量が線型変化することを仮定

してk及びMの積分を行なう。しかし．応力σが線型変化すると仮定して〆を求めると各ステッ

プでの一般化力にかなりの不釣合を招くので、各区間のケを3次式で仮定した。

 減衰マトリックスCについては本章では触れなかったが、3章で述べたようにRayleighまたは

Caugheyの方法により質量マトリックスMと剛性マトリックスKを用いてCを算定することを、

本研究では前提としている。

 以上の諸量を用いて、動的釣合方程式は次式で表わされる。

M糾Cえ十P邊十K∠a＝τ （6－6王）

ここで工は一般化外力であり、動的外力rfと静的鉛直荷重r。θ旭に分けることができる。蔓陀、

    r＝r≠十王。。冊                （ト62）

㍗，エθ。皿は次のように表わされる。

∴∵。o。∵ ／（・一
ただし、㌦，分7は地動加速度の水平及ぴ鉛直成分であり、gは動力加速度である稻

6－4 解 析 例

 入力外乱及び解析骨組は5章と同様である。即ち、入力外乱にはE1Centro，吻y i8フ1銚0

のM－S成分とσ一D成分及びTaft，June21．1952の万一W成分とσ一D成分を選び、水平地

動の最大加速度餌帆を5009alと300副とし、鉛直地動は水平地動と同一の比率で実記録を

増幅して用いる。また、外乱継続時間は8秒間とする。解析骨組は5層1スパン骨組（5F i）と

3層2スパン骨組（3F2）の2つである。これらの詳細は5章に既述した通りである。

 （6－57）式で仮定した増分変位関数の項数は、予備計算の結果、次の値を採用した。

    ㌦二5・πθ呈4・㌦＝5・祀㎜記7

減衰マトリックスにはRayleigh型を採用し、減衰定数は水平及び鉛直1次モードに対して1％

を仮定している。

 ここでは、構造物構成部材の動力学特性を忠実に評価した応答解析（以下Detai ied Model

と呼ぶ）による結果と比較しながら、置換連続捧（Bar Model）による解析結果について考察す

る。
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 まず、Tab1e6－1にBar ModelとDetai1ed Modelの固有周期を示す。この表から明ら

かなように、水平モードの固有周期については、Bar ModelとDetai led Mode1は全体的によ

く一致している．

Table6－1 Natura1 Period ｛sec．）

5F1 3F2

Detai1ed Bar Detai1ed Bar
Mode1 Mode1 Mode1 Mode1

1st 1．ユ80 1．159 0．947 0．941

Horizonta1 2nd 0．439 0．447 0．330 O．354

3rd 0．254 0．270 O．187 0．221

1st 0．261 0．372 O．234 0．360

Vertical 2nd O．205 0一．］一99

3rd O．165 0．163

 さて、骨組構造物の鉛直モードの低次の固有周期は、はりの固有周期に依存することが報告され

ている18）が、Ba÷MOde1の材軸方向に分布する鉛直方向バネの剛性は連続的に変化するので

Bar Modelの鉛直方向ハネー質点系の固有周期もまた連続的に変化し、自由端で無限大、固定端

で綾1小となり、この範寧で任意の値を取り得る。従って、Tabie6－1に示すように、鉛直毛一

ドの1次固有周期はDetai led MOdelと全く異なっているが、はりの中央たわみを表わす変位ω

が骨組の最上層はり位置付近で最大となる時の固有周期は、Detai led Modelの鉛直1次周期に

近い値となる。例えば、5F1骨組ではO．205秒である口DetailedModelとBar Mode1

による5F1骨組の固有モードを比較してFi g．6－9一に示しておく。ただし、Bar Modelの

ハネー質点系の変位ωは水平モードについては雲とな一るので省略し、鉛直毛一ドにっいてははり位

置についてのみ示す。
                         D8tai18d ”ode1
                      ’一’BOr ”odo1

＼         ＼

’           7
7

                 、      、

（o〕Ho・rz㎝ta11；t lb〕Hohz㎝ta12・d  （c〕Hor1z㎝t目13rd  ld〕廿帥tr蜆11st

         亙iq．6－g Naturaユ Mode of 5Fユ
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 Fi g．6－10，6－11は層間変位角に相当する舳／㍑と層せん断力Qの最大応答値を示す

が、これらの応答値については、Bar Mode1による解析結果はDetai1ed Mode1による解析結

果をよく追跡していることがわかる。しかし、Taft地震を入力した場合の5F1骨組の第2層及

ぴEl Centro地震を入力した場合の3F2骨組の第2層の応答値で明らかなように、じん性率応

答が比較的大きな層でBar M〕deIの（れ／れ）㎜応答が大きく現われる傾向があり、このよう

な傾向は、BトI i near形またはTr卜1inear形のような単純な復元カモデルを用いたせん断型

多質点系モデルの応答にも認められるものである工9）。

 Fi g，6－12，6－13は、みかけの材軸方向歪”／北と層軸力Wの最大応答値を示すもので

あるが、M㎜については、Bar Mbde1は良好な近似を与えるが、下層部での（＾．／ん）㎜を過

小評価している。特に外乱強度が大きく（サH㎜±5009a一）、従って骨組の塑性化が進行する場

合には、Detai led ModelとBar Mode1の応答値の差が著しい。

 Fi g・6－14・6－15は、骨組の全体曲げ変形による曲率φと転倒モーメントMの最大応答

値を示すもので、M㎜については、Bar Modelの応答値はDetai1ed Modelの応答値をよく追

跡しているが、ジH㎜ヨ5009alの場合のφ㎜にはかなりの差があることがわかる。

 以」二示したように、Bar Modelは、Q㎜，N㎜，M㎜などの層応力応答及び（あ／提）㎜応答

については良好な近似を与えるが、外乱強度の大きい場合の（あ／拓）㎜及ぴφ㎜応答については

Detailed Modelとかなりの差を生じている。

 柱脚固定の骨組では第1層の柱脚部は柱頭部に比べてかなり早期に降伏し、また、は’り。・せん断力に

よる柱付加軸力のため、風下側柱材は風上側柱材に比べて降伏しやすい このように、部分降伏傾向

の強い1つの層を構成する柱材全体の降伏を1つの降伏曲面で定義したことが、（あパ田）鰍及び

φ舳応答についてのBar Mode lの解析結果とDetai led Modelの解析結果との闇に著しい差を

生じた原因として挙げられる。

 5F1骨組の水平変位の時間履歴をFi g．6－16に、鉛直変位の時間履．歴をF i g．6－17に、

入力エネルギーの時間履歴をFiξ6－18に示す。

 Fi9．6－16によれば、Ba r Mode lの水平変位の時間履歴は、Detai工ed Mode1の解析結．

果をよく近似しており、（あ／批）㎜たついての結果と合わせて、Bar Mode1により骨組構造物

の水平変位応答が良好な精度で追跡できることがわかる。

 Fi g．6－17に示すBar Modelの鉛直変位の時間履歴は、その周期特性についてはDotail一・

ed Modelとよく一致しているが、水平変位の増大に伴う鉛直方向の塑性歪の累積をBar M6del

は追跡できない。

 次に、F i g．6－18に示す入力エネルギーの時間履歴を見ると、Bar Modelの方がDetailed
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Mode1に比べて鉛直荷重による仕事亙θ．をかなり小さく評価しているが、水平地動による入力

エネルギー万∬及び鉛直地動による入力エネルギー刀〆については、Bar Mode lとDetai led

Mode1の解析結果はよく一致している。

 F i g．6－19に、5F1骨組のκ／尻＝4，5の位置でのQ一ん／〃関係の履歴をDetai led

Mode1のQ一．ル／ゐ関係と比較して示す。Bar ModelのQ一あ／疵関係は、弾性域において’

も全体曲げ変形及ぴ変動する層軸力によるP一∠効果の影響により若干の非線型性を呈し、また、

塑性域におけるせん断耐力は、他の層応力との降伏相関関係により変動している。Detai led

ModelのQ一ルー ^ゐ関係は、更に隣接層の変形状態の影響を受けて複雑な履歴性状を示すが、全

体的にはBar Modelの断面の履歴挙動はDetai1d Modelの層の履歴挙動をよく近似していると

言える。

 Bar Mode lの層せん断耐力がDetai led Mode1に比して小さいのは、Bar Mode lでは隣接

する2つの層の層せん断力が等しいとしてはり材の降伏条件を算定しているが、2つの層の最大層

せん断力応答は動的には必らずしも同時に生じないので、Bar Mbde1は降伏条件の算定において

はり材が降伏しやすいモデルとなっていることによる．

 Fi g．6－20，6－21は、Bar Modelの断面の内部仕事（弾性歪エネルギー十履歴消散エ

ネルギー）の分布をはり要素eBと柱要素色Cに分けて示す。ここで、Detai led Modelの応答値は

各層構成はり材及ぴ柱材の内部仕事のそれぞれの和を階高みで除した値である。これらによれば、

Bar Modelでは、はり要素がほとんどのエネルギーを吸収しており、柱要素の内部仕事は非常に

小さい。これは、前述したように、Bar Modelはばり材が降伏しやすく柱材が降伏しにくいモデ

ルであることの当然の結果である。しかし、各層はり材の内部仕事の分布形については、Bar

Mode1による解析結果はDetailed Mode1による解析結果とよく一致しており、 はり崩壊形骨組

については、各部材の履歴性状をBar Modelによってほぼ把握できることを示している。
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6－5 結   論

 本章では、汎用性の高い耐震設計資料を得るための簡便な動力学モデルとして連続棒モデルを提

案し、層軸力，転倒毛一メント，層せん断力，はり鉛直荷重の4次元の層応力，はり材と柱材の降

伏の区別 鋼材の歪硬化 骨組のP一∠効果などを考慮して定式化しねまた、若千の地震応答解
    ’              ，

析例から、連続捧毛デルにより水平変位応答，層応力応答などの巨視的応答値については良好な近

似が得られるとともに、各層の履歴性状もほぼ把握できることを示した。しかしながら、連続棒モ

デルは骨組の柱材の軸方向変形に起因する鉛直方向変形や全体曲げ変形については過小評価する傾

向があり、解析結果の精度の向上には、外在と内柱の降伏を区別し、隣接する2層の層せん断力の

達成を考慮してはり材の降伏を判定するなど、連続棒モデルの断面の降伏を更に慎重に取扱う必要

がある。
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第7章 連続棒モデルの耐震設計への適用

7－1 序
 耐震設計という言葉は通常耐水平カ設計を意味し、舎組構造物の設計用地震荷重は水平力または

層せん断力として考えるのが常であり、鉛直地動の影響の定量化1）及び鉛直地動を考慮した耐震設

計法についてはあまり論じられていない。しかし、地震外乱を受ける骨組構造物においては、鉛直

地動によりはりに大きな鉛直方向贋性力が生じ、この鉛直方向カと層せん断力の達成効果によるは

りの塑性化の進行及ぴ柱軸力の増大が耐震設計上無視し得ない程度であることは5章で明らかにし

た。

 6章では、地震応答を層軸カ，転倒モーメント，層せん断力，はり鉛直荷重の4次元層応力空間

でとらえるための動力学モデルとして置換連続棒を提案し、届応力応答については良好な近似の得

られることを示した。本章は、このようにして得られた多次元の層応力応答を使った終局耐震設計

法を示し、その設計法の合理性を検証することによって、耐震設言十用動力学モデルとしての置換連

続棒モデルの有用性を明らかにするものである。

 静的な終局設計過程では、どのような崩壊機構を想定するかが重要な問題となる2）。本研究では

遇崩壊形くOve卜。 omp1e t e co11aps e）とばり崩壊形（Be am c o11ap se）の2つ

の崩壊機構を取り上げた。

 骨組を過崩壊形に設計することは静的荷重に対する最小重量設言十となり3）、地震外乱を受ける構

造物の入力エネルギー及び履歴消散エネルギーなどのエネルギー応答量に及ぼす崩壊機構特性の影

響は小さいので、塑性化部分が限定されるはり崩壊形または柱崩壊形の骨組に比して、過崩壊形骨

組の部材の靱性率応答は相対的に小さい2）。しかし、柱が降伏する場合には、特定層が層機構を形

成することにより、層間変位応答及び部材の靱性率応答が層方向に乱れる傾向があり坦）、局所的に

．著しく大きな塑性変形を生じる場合のあることが報告されている5）。

 この特定層への塑性変形の集中を避けるために、骨組をはり崩壊形に終局設計することが提唱さ

    6）～8）
れている   。完全剛塑性理論によれば、はり崩壊形の骨組は任意の水平力分布に対して各層同

一の層間変位を生じる。地震外乱の周波数特性の不確定性により、骨組の層せん断力応答分布を確

定的にとらえることはできないが、はり崩壊形の骨組は各層構成部材の靱性率応答が一様化されや

すく、かつ入力外舌Lによらず比較的安定していることが報告されている2）4≧

 本章では、想定した地震外乱に対して骨組構造物の塑性化が層方向に一様化するように、連続俸

モデルの応答値を用いて、骨組構造物をはり崩壊形及び過崩壊形に再設計する手法を1スパン骨組

の場合について示す。また、数値解析例により、鉛直地動を考慮した耐震設計について考察する。
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7－2 置換連続棒の復元カ特性

 6章で述べたように、置換速続棒の断面の降伏は、はり要素の降伏関数心と柱要素の降伏関数

∫oにより次のように定義される。

   ∫。（Q／Q。ポP／P。）イ月（・月・ρ）一〇

   ∫・（市、・・／吟川・、。）イ。（π，叫、、）一。 （H）

ここでWは層軸カ，Mは転倒モーメント，Qは層せん断力であり、Pはばり鉛直荷重を表

わすパラメーターである。また、添字pは各一降伏応力を表わす。即ち、（7－1）式は無次元化

層応力空間における降伏曲面が骨組の萬さ位置及ぴ構成部材断面寸法の関数でないことを示してい

る。ただし、本章では、1スパン骨組を対象とし、次の降伏関数を採用する。

          1・一十41・l      1
！。（・ポρ）一   一1－O （1》同》一）
            ・1〃         4
                    1
ん（・月・ρ）一1・石1一一〇（一》1ρ！》o）
                    4

                   1・。1      （卜2）
∫0（祀・肌 9C）＝同十同十一一1＝O       ・
                  1．14

                 （1≧1記1＋同》O－123）

ん（π・柵，・。）一1・一一一〇（o，123＞1π1＋同〉o）

降伏応力・。ポ戸。はは1材の塑性断面係数zl・｛の関数であり・降伏応力㌦”1，・・。は柱

材の断面積λo｛と塑性断面係数Zノの関数である。即ち、

      8σZ｛    2σZ｛
       ソψ          ソψ
   pρ＝   ・Q．B三
       正ゐ              孔

                                     （7－3）
                          ・σツ・ふ

   W、一・σツλ。㌧〃、㍉ツψ・Q、。一
                            み

こ一ごて、 Jはスパン長，みは階高である。

 一方、部材の断面積”と塑性断面係数z｛は、近似的に次のような関係にある9）。
                   ρ
   プー。λ乃           （7一・）   p    Z

ただし、本研究でははり材に細幅H形鋼、柱材に広幅皿形鋼を想定し、Cz3蜷1届27，CZ0＝O．958

とおく。次に、はり要素の断面積も、柱要素の断面積λcを次式で定義する。

   舳 二岨｛
    拐     凋
                                     （7－5）
   λ。一Σぺ一・4
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（7－4），（7－5）式によれば、（7－3）式の各降伏応力はも及ぴλoのみで次のように

表わされる。

べら；ll㌦クペ苧雌へ一 （、．、）
               σノ    万0．0σ
   W、一σ、λ。・吟一 λ。・Q、。一  斗吻
                2              ゐ

即ち、（7－1）式は次のように書き変えられる。

   ！B’（Q・P・ん）＝0
                                      （7－7）
   ∫C’（W・M・．Q・左0）＝O

（7－7）式は置換連続棒の断面の降伏曲面がはり要素及ぴ柱要素の断面積λB，λCのみの関数

であることを下している。

 同様に置換連続棒の断面の弾性剛性もんとλoのみの関数として表わし得るので、置換連続捧

の復元力特性はんと4cのみの関数となる。

 従って、骨組構造物の耐震設計は、適正な地震応答が得られるように、骨組の高さ方向座標π

の2っあ関数も，五〇を決めることに帰着す乱

7－3 等価断面積応答
 せん断型多質点系モデルの弾塑性地震応答性状については、せん断力応答の最大値分布を弾性限

強度分布として与えれば、各層靱性率応答が一様化することが報告されているlo。この単連結多自

由度系の弾塑性地震応答の性質が振動系一般に拡張し得ると仮定すると、骨組構造物の耐震設計に

おいては層応力の最大応答値分布に注目するのが賢明であろう。

 丁曲1e7－1は、5章に掲げた解析結果の1例から層応力の3つの成分M，〃，ρの最大応答時

の各成分の応答停を整理したものである。これは単に1例にすぎないが、層応力の各成分の最大値

は異なる時刻に生じ、一1成分の最大応答時には他の応力成分が比較的小さいことが注目される。層

構成部材が複数の層応力の達成により降伏することを考慮すると、各成分の最大応答値にはあまり

意味がない。

 ここで、4次元ベクトルである層応力の最大応答値を考えるために、時刻‘における層応力の大

きさを次式で定義する等価断面積λ別。9，λαe身を用いて評価しよう。

   ∫・’（Q・，・、，も、～一・

                                     （7－8）
   ！0’（WパMポQポλ0士百g）一．0

ここで添字＾は時刻‘での応答量を示す。上式の第1式は、はり要素の断面積がλ 印の時の降伏
                                    B｛
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Table 7－1  S七〇ry Stress Response of 5Fユ
               for El Centro．
       （ブHmax＝5009a1，ジVmax＝4039a1）

Stor Time SeC．） Q（t） N（t） M（t’cm）

Qmax 5．93 山 21．2 3450
5 Nmax 0．96 O．7

坦
34

Mmax 450 210 257 3962

Qmax 2．93 28．9 49．7 10200
4 Nmax 0．95 1．5 82．5 132

Mmax 287 283 634 13146

Φax 4．39 36．！ 74．0 ユ7300
3 Nmax 1．82 ユ8．2 ユ28．7 4990

Mmax 287 34ユ 819 23928

Qmax 5．08 40．6 ユ07．O 17000
2 NmaX 1．82 17．8 ユ76．O ユ1500

Mmax 445 370 ！140 34142

Qmax 2．74 49．7 97．7 2080C
1 Nmax 1．00 ］一2．9 235．8 7700

Mmax 445 337 ユ370 44996

曲面上に ｛Qt戸丘｝なる応力点が存在することを意味し、第2式は、柱要素の断面積がλα明の

時の降伏曲面上に｛凡巧Q｛｝なる応力点が存在することを示している。さらに時間的最大徳

をとる。即ち、

   λ3εq＝㎜｛λ脱色q｝
                                     （7－9）
   んeq＝㎜｛λαeg｝

ここで、おのおのの最大応答時亥腋伝，立。とすると、時刻りにおける層応力応答へ  をは
                                        B

り要素の断面の最大応力応答σ3εヨ、時刻‘Cにおける層応力応答4を柱要素の断面の最大応力
                               ○
応答吃θqと定義することを、（7－9）式は意味している。ただし、

   ψ＝耳1＝｛Qペペ      （、．、。）
   ％εq㍉、白1w・、叫。Q・、1「

 λBeqはばり要素を弾性域に留めるためのはり要素の最小必要断面積を表わし、λ！9は柱要素

を弾性域に留めるための柱要素の最小必要断面積を表わしている。も6q，λCθqは置換連続棒の

任意断面について求まり、材軸方向座標∬の関数である。静的鉛直荷重による応力を無視すると、

このようにして得られたんe9価），A8価） 分布をはり要素及び柱要素の断面積分布として与え

ることにより、置換連続棒の断面の塑性化が材軸方向に一様化すること狐せん断型多質点系モデル

の応答性状からの類推により期待できる。
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ここでさらに、以下の無次元化応力を定義しておく。

ちe冒＝19月eqρθリτ一

ア！9一害｛㎜eq励εq

土1み）

・。3リ「

  lQ勿1｛

 QρB（もθg）

1帖。1

怜（ぺg）

、！着1、ザ

吟1を』）γ

（7－11）

ただし、吟蜴（もeq），㌔（劣e9）はばり要素の断面積がんε9の時の各降伏応力であり、～（λceq）

怜（ψ）・Qρ。（λ。εつは柱要素の緬積がψの時の各降伏応力である・（H1）式の無次

元化応力はそρ定義から当然（7－1）式を満足する。即ち、

   ∫B（9石eq，・〆｛）＝O
                                      （7－12）
   ！。（祀‘q・㎜eq・90θ蓼）一〇

同様に静的鉛直荷重による初期応力も次のように無次元化しておく。

                        τ

4土一1｝・一
^・、1号㌧）／

                            r        （7－3）
   ぺ芒｛呵。。。｝1，L川。。／
                l w、（ぺq）・

7－4 等価断面積応答と過崩壊形塑性設計

 置換連続棒の断面応力は動的応力と静的鉛直碕重による初期応力に分けることができる。ここで

は、動的応力の最大応答値σ卿を次式で定義する。

   σ8㎜価ト。Beg紅）一σB3‘伽）

                                      （7－14）
   吃㎜伽）芒σcθヨ細）一σc3圭紅）

ただし、σノ｛，σC8±は初期応力であり、次式で表わせる。

   σ。J佃一10P。紅）1τ
                                      （7－15）
   σ。～一1M。紅）O Olτ

初期応力P。は柱はり剛度比の弱い関数であるが、再設計における部材断面修正に伴う初期応力の

変化は無視し得ると仮定す乱

 動的応力の最大応答値の大きさは入力地震外舌L及び骨組構成部材の終局強度などにより決まるが二

その分布形は構成部材の終局強度分布及ぴ剛性分布に比較的関係なく、概ね一定の傾向を示すこと

が、せん断型多質点系モデルの地震応答性状から類推される。従って、置換連続棒の断面の設計用終
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局応力〆がを次式のように

与えると（Fig，7－1参照）、

各層構成部材の塑性化が一様

化すると考える。即ち、

   σ3η士（”）＝σノ差←）十。％㎜＠）

        星（1－c）らJ±紅）十。ら3q同

   σ。ψ（κ）一σ。3亡（躰）十C％㎜紅）

        イH朽～・け叫”俸）

ただし、Cは定数であり、1近傍の値である。

ク・醐

koqσ

’±

oP‘

ﾐ‘σ’

一■  一  一F■g・7一・ユ

（7－16）

 ここで再設計された置換連続棒のはり要素及び柱要素の断面積をそれぞれλoη帖），λ！P帖）と

し㌧次の形におく。

  λBη±（κ）E㌦紅）λノq紅）1

  λ、州珪浩。紅、λ、邊1価、／     （H7）

設計用終局応力～似紅），σCη‘俸）を、はり要素及ぴ柱要素の断面積がもψ紅），λグ孟紅）の時の

降伏応力で無次元化し、（7－6），（7－11），（7－13）式を使って整理すると次式とな

る。

一σノμ紅）ご

     g石直g（北）
㌦紅）3’2

 σ

此洲3’2

C

1－C
〆g（κ）十
     ム〃割2

    1－c
凧埋q俸）十

        珪。（π）

＿          C
cooμ価）二     mリ（κ）

店。（π）

π。（・）

ρ。紅）

（7－18）

正。（・）

 c
     ぺ～）
此。紅）3’20

応力点ラB。枇伽），テ！μ（”）が無次元化降伏曲面上の点であるという条件は次式で表わされる。

   1。紅）τ1ラ。ψ（κ）山4｝1－0   1

一1ユ1一



   ｛。←）τ1㍗μ㎏）イ。～）1－O    j   （7－19）

ここで｛B（勿）は応力点σ月邊干（”）におけるはり要素の無次元化降伏曲面の外向き法線方向ベクトルで

あり、｛o（”）は応力点π2箏）における柱要素の無次元化降伏曲面の外向き法線方向ベクトルであ

る。ただし、

l1価）一
^1切；三守q紅）／T

                     1
             （一》〆・9（”）〉 一 ）
                     4               1
   ｛拐紅）一1101「（一》〆用》O）
              4

   ｛。伽）一1110．8771τ

            （ 1》πoq（”）→トm色q（π）〉O．123 ）

   ｛。紅）一100リτ

            （O．123》がg紅）十mη（”）》O）

即ち、はり要素については次式を得る。

    居

            1－0   4〆～）1B邊～）
         斗        n ω                ＝ n
           居。㈲3ゾパ’ 2〆用   ”
                               1
                      （ 1≧ρ”（κ）》一）
                              4

／、ξ物1／杵・（÷・用・・）

ここで、 ㌦（”）が1近傍の値であることを考慮して、次式を仮定する。

   1、紅）に旦1月紅）」
         2      2

（7－22）式を用いて整理すると（7－21）式は次のようになる。

       1 ρ。（・） 4〆日紅）1ガ岬紅）
   ㌦（κ）＝一十

       3 〆用  6爪

点r1／／洲・州4〆91），書9¢）／

・・
^｛一κ、・4㌣箒紅）／

    1   2
冶月（”）＝一十一0
    3   3

         1
（ 1》〆口（π）》 一 ）
         4
 1

（一》〆q¢）〉O）
 4

（7－20）

（7－21）

（7－22）

（7－23）
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同様にして、居。紅）について次式を得る。

       1
   ム、伽）一一［・π。紅）・・1… 帆・…。1川
       9

      －8記。紅）一2・O〃7ぺ用刑。紅）1

一・2・α・…。州1・・帆・…、色・紅）一・π。紅）ll

    1  2
居。伽）＝一十一一。
    3  3

（1＞m岬（κ）十π壇g（〃）》O．123）

（O．123》m2報（”）十記州紅）》O）

（7－24）

（7－23）及ぴ（7－24）式において、未知関数㌦伽）・居C価）は未知数Cの関数である。

ここで置換連続棒の鋼材の全体積をγ’とすると次式を得る。

   ／”ψ）λ凋～∂κ十レ・ωぺg紅ψ一ア    （卜・・）

骨組構造物の全鋼材体積γば次式で与えられる。

    冊                旭       色g
   け庇。（り廿q（り十ゐ〃。（κ1）λ。（躰1）＝γ    （7－26）
    払1                払1

ここでπは層数であり・㍉は各層はり位置及ぴ柱中央位置を表わす。γを与えると（7－26）

式はCの2次方程式となり、（7－26）式から0が、（7－23）、（7－24）式から㌔伽），

先。（伽〕が、（7－17）式からA3似㈱五！P箏）が求まる。

 本研究では、鋼材の全体積は骨組の全質量及ぴ基本固有周期などから決め得る耐震設計上の基準

値として考えているが、鋼材の全体積の合理的な設定については次章の研究課題として、本章の設

計例では再設計骨組の鋼材体積はもとの骨組の鋼材体積をそのまま用いている。

7－5 はり崩壊形塑性設計

 前節では、骨組構成部材の塑性化を一様化することを目的として、骨組構造物を過崩壊形に再設

計する手法を示した。一本節では、前節の手法に若干の修正を加えることにより、塑性化部分が限定

されるはり崩壊形の塑性設計を同様に行ない得ることを示す。

 はり材が終局状態に達する応力レベルにおいて柱材に初期降伏が生じるように設計することによ

り、地震外乱を受ける骨組構造物の柱材の塑性化はかなり抑制できると考える。柱材に初期降伏が

生じるときの層応力は、柱頭と柱脚の曲げモーメントが等しいと仮定すると次式で表わされる。

      M 〃  Q  lMl l〃l lQl
   、！。（一・一・  ）＝■十 十  1＝0   （7－27）
      M，M，o、・μ ㍗刃M刀Q，4∫

ここで∫は柱材の形状係数であり本研究では！＝1，125とする。各降伏応力は（7’6）式に示し

一13川



たように柱要素の断面積の関数である。従って、時刻，における層応力の大きさを次式で定義する

壱ん！qを用いて評価する。即ち、

   ノ。’（MピM’士・Q圭・Aパ）一〇     （7－28）
等価断面積応答！α岬の最大不答時刻を〆。とし、前節と同様に次の値を定義しておく。

ん邊に㎜1！0宙岳リ
！0”土｛箏0 仏jO Q｛‘0 ｝τ

4ら2q宝1’η 〃η μc”1「
                              τ
   一馬書11）ポそ！。）、長1★）／、／

｛い・1し
^、㌦。）・・／τ

（7－29）

 （7－29）式の諸量は、置換連続棒の任意断面について求まり、材軸方向座標κの関数として

表わされる。

 ここで再設計された置換連続棒のはり要素及ぴ柱要素の断面積をそれぞれ！ノP㌣κ），んη士（∬〕

とし、次の形におく。

   ポ43oμ｛”）＝｛㌦（∬）五ノ9紅）

                                      ！ H   ＾ ＾ 、   。λ。ψ伽）一、居。＠）丹ぺ用 ∫            U1∪ノ

 次に、動的層応力応答の分布形に変化がないと仮定して、はり要素及ぴ柱要素の設計用応力を次

式で与える。

ζllllll：lll：工1㍗；二）伽、！ （・一・1）

 はり要素の断面積が！ノP佃の時の降伏曲面上に応力点σパμ（助；存在するという条件か

ら、いは（・一・・）式の1、伽）と同じ定数・の関数となる。また、柱要素の断面積が、岬（功

の時、応力㌘が（”）が（7127）式を満足するという条件から、ノ。紅）は次のようになる。

〃）一÷［・1記。紅）

十C18＋4｛ぺ～）一8さ冊。（∬）一2パq（κ）｛厄。（・）1 （7－32）

一・2 o向）1・・バ細）一・〃ll

全鋼材体積γについては次式を得糺

    π                     π

   ゐ2／3（㍉）4q（㍉）十けん（北1）；4g（り＝γ
    i目1              ｛宮1

（7－33）

一114一



上式から定数。が決定され、過崩壊形の場合と同様に骨組構造物をはり崩壊形に再設蕎十することが

できる。

7－6設」＝計一例．

’解析骨組は5章で用いた5層1スパン骨組と3層1スパン骨組（更i＆7－2参照）であり・地震

荷重は日本建築学会振動会科会第2条ユΦにより算定し、地震荷重係数は1．5，過荷重時荷重係数は

1．65功として塑性設計したものである。

 これらの骨組の地震荷重時の部材断面の          †

算定には中村らの提唱する塑性設計法3）を    十

採用している。この設計手法は骨組を過崩
                             十
環形に設計することを目指すものであるが、

各層同時に最大層せん断力が生じると仮定

してはりせん断力による柱付加軸力を算定

するから、Tab1e7－1にも示したよう

に、各層最大層せん断力が動的には同時に     〔。〕5F1        （b〕3Fi

生じないために、柱付加軸力は設計値より
                          Fig，7－2 Frame Geoエnetry
小さく、下層部柱材は若干の余剰強度を持

つことになる。

 入力外乱としては、鉛直成分がこれらの骨組の地震応答に耐震設計上無視しがたい影饗を与える

Taft，June21．1952のE－W成分とU－D成分を採用し、水平地動の最大加速度 夕亙棚肌を

5009a1とし・鉛直地動は水平地動と同一の比率で実記録を増幅して用い乱また・外乱継続時間

は8秒間としている。

 これらの骨組（以後、5F1－originaL3F1－oエiginaI）の置換連続捧モデルによる応答

解析結果を使って、ここでは次の3種の骨組を再設計した。ただし、骨組の全鋼材体積はもとの骨

組と等しくした。

 （1）層せん断力の最大応答値分布を用いて地震荷重を評価し、もとの骨組と同様に地震時，過荷

重時の2つの荷重条件について部材算定した骨組

   （5F1－Qm狐，3F1－Qma文1）

 （2）7－4節で示した手法により再設言十した遇崩壊形骨組

   （ 5F1－ove工，3F1－over）

 （3）7－5節で示した手法により再設計したばり崩壊形骨組

トー一7mH         †

白ω何

十
E山m

十
E岨帥

十
E岨n

十
E㎜㈹

’ 、

トー一7顯一一→

1…岨m

4
E岨㈹

→
E諌㈹

’ 、

一ユ15一



   （5F1－weak be am，3F1－we ak b叩m）

ただし、（1）の設計過程で過荷重時についての検討を加えたのは、鉛直地動を無視して地震荷重とし

て水平力のみを考える場合には、静的鉛直荷重に対して骨組が十分安全なように設計されているこ

とを前提としており、遇荷重時の検討が鉛直地動に対する耐震設計の意味を含んでいると考えるか

らである。また、（2），（3）の設計過程では、等価断面積応答の評価において、はり鉛直荷重によって

柱材に生じる曲げモーメントを無視しているが、最上層柱材についてはこの影響は無視できないの

で、はり材の全塑性モーメントと静的鉛直荷動こよる柱軸力に対して最上層柱材の断面算定奉行な

った。

 設計された骨組の各部材の断面積がと設計時に想定された層せん断耐力の低減率gをFig．7－

3，4に示す。ここでgは、柱頭・柱脚モーメントが等しいという仮定の下で算定した設計用層せ

ん断力による部材端モーメントを全塑性モーメント（はり崩壊形の骨組の柱材については降伏モー

メント）で除した値として定義している。

・これらの図において、（1）の骨組と12）の骨組を比べると、前者では、はり材に生じる動的鉛直荷重

を無視しているので、上層部はり材の断面積が小さい。また、（1）の設計過程では動的層軸カを無視

し一でいるにもかかわらず、（1）の骨組の下層部柱材のgは（2）の骨組に比して小さく、他の層応力によ

る層せん断耐力の低下量を大きく評価していることが注目される。これは、（1）の設計過程における

転倒モーメント（即ち、はりせん断力による柱付加軸力）の過大評価によるものである。

 また、同図に示す（3）の骨組の部材断面積の分布形は（2）の骨組と酷似しており、（2）の骨組に比して

柱材の断面積は8形程度の増大、はり材の断面積は8％程度の減小という結果になっている。

 ここで再設計した（2），（3）の骨組については過荷重時の検討を加えていないが、動的鉛直荷重を考

慮して設計しているので、静的鉛直荷重に対して1．65以上の荷重安全率を保持している。

 次に、各骨組の鋼材体積と固有周期を不乱b1e7－2に示す。この表に示すとおり、水平1次周

期については顕著な差は認められないが、最上層はり材の剛性によって鉛直1次周期は変化する。

7－7 設計骨組の地震応答

 設計時に想定した地震外乱Taft，1952に対する設計骨組の地震応答性状を、1次元有限要素

法を用いて解析した。

一116一



Story

5        ～
            ’＼．

4

3

2

1

50

                 story
                 5

＼                4
 ＼、

＼、   ・
    ＼
     ＼        2
      ＼’

       、      1
          小・㍉

100         150         200

               （目1B餉耐

stor｝

50

へ
、＼

＼、
    ＼

＾i（。皿2〕

Stor｝
5

4

3

2

1

  0  5F1－or、

’’’ TF1－qmo

－5F1・o｝o
一■’

Ti＝1一｝e0

100          150          200

               1blCo阯㎜三

                          i

    Fiq．フー3 Dis七ribution of A

Story

3            へ

2

1

Vo1u皿e （mヨ〕

Natu工a1

P6riod（畠eo．〕

＼

仰㍉
50            100

50

Bo旦m

Co1umn

Hori宮。n七31

VertiOa工

。．5

＼㌔
  7

1戸

。、ギ

  雫

   o．5

and q in 5F1

1．O

1，o

      li〕目60冊

        story

㌧；
＾il。。2〕

   ○洲一〇r州no1

一＿一
RF1－q而。貝

r3F1－o｝8r
■一‘ RF1・川eok beom

、
        100                0，5
            （b〕Co1“冊1言

                      i
 Fig、フー4 Distribution of A  and q in 3Fユ

Table フー2  Voユume and Na七ura1 Period

origin目1

o．414

0．459

1．工80

0．251

q皿ax

0．里12

0．461

1．186

0．262

5F1

over

O，42ユ

0．452

1．20日

O．239

weak

O．389

0．484

1．204

0．246

0rigina1

O．187

0，209

0．965

0．261

qm目x

O．187

0．209

0．964

0．261

3F1

over

O，190

0．206

0．963

0．250

ilo

we且k
 b
O．174

0．222

0．956

0．255
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 まず、Tab1e7－3に外乱終了時の入力エネルギーと内部仕事を示す。Tab1e7－2に示した

ように、設計手法の差異による骨組の基本固有周期の変化は小さいので、Tab1e7－3において、

入力エネルギー及び全内部仕事はほぼ一定値を取っている1尋1省。次に、同表に示す内部仕事のはり

材及ぴ柱材への分配を見ると、（2）の骨組の柱材は、はり材と同程度のエネルギーを消散しているこ

と、また、（3）の骨組の柱材の内部仕事は、（2）の骨組の1／2以下であり、柱材の塑性化を抑制すると

いう目的はほぼ達成されていることがわかる。

          Table 7i3  Input Energy and Internal Work for Taft

5Fユ 3F1

origin目1 喩酬
岬eak

oveエ origina1 qm酬
weak

over b 目皿

Input Hoユ＝izonta1・ 975．3 992．5 1014．4 1005．7 685．4 688。ユ 673．5 650．3

Ene］＝9y
Ve］＝七iO目1 156．3 197，a 204．8 219．1 工17．3 124．9 129．9 115．O

lt・om〕 D畠ad Load 364．2 395．9 297．1 119．O 302．6 305．5 262．3 301．6

Tot目ユ 1495．8 15≡16．2 1516．3 1562．8 ユ105．3 11！8．5 1065．7 1066。，

In七e］＝na1 B昌a而 665．7 713．2 543．4 92店。9 475．9 479．6 439．3 724．6

Wol＝k Co1umn 544．7 5高2．3 642．5 294．O 473．6 477．3 459．0 ！95．6
■

（セ・om〕 Toセa1 12ユO．4 1275．5 1185．9 1220．9 949．5 955．9 898．3 920．2

 各部材の内部仕事を、部材が逆対称複曲率曲げを受けて降伏する時の弾性歪エネルギーを基準値

にとって、無次元化してFig．7－5に示す。ただし、柱材については2本の柱材の平均値である。

また、Tab1e7－4には各部材の無次元化内部仕事の平均値㎜，標準偏差σ，変動係数μを示す。

 これらから明らかなように、（1）の骨組はもとの骨組と同様の応答値を示し、5F1骨組において

特に顕著である上層部部材への入力エネルギーの集中は全く緩和されていない。一方、（2）の骨組は

最上層部材の内部仕事が減小し、無次元化内部仕事の標準偏差及ぴ変動係数はすべてもとの骨組よ

り小さく、各部材の塑性化が一様化する傾向を示している。この結果は、層せん断力以外の層応力

を耐震設計上考慮する必要のあることを明らかにするものである。また、（3）の骨組は、他の骨組が

過崩壊形を目指しているのに対して、はり崩壊形に設計されているので同様に論じることはできな

いが、はり材の無次元化内部仕事の変動係数は、（2）の骨組よりも小さく、はりの塑性化は一様化されている。

Table 7－4  Normalized In七ernal Work Response for Taft

Be目m Column Tota1

m     σ リ m σ リ m σ リ

origina1 7．44 10．12 ユ．360 4．o1 2．73 O．681 5．15 6．46 ユ．253

5F1 QmaX 7．90 10．02 ユ．269 4．35 3．26 O．749 5．53 6．59 1．191

OVer 5．56 6，61 ユ．190 4．68 2．68 O．573 4．97 4．42 O．888

weak beaユ皿 9．65 925 01959 1，87 o．97 0，5ユ9 4．46 6．52 1．267

origim1 9．63 7．94 O．825 6．9ユ 2，48 O．359 7．82 5．1フ 0．662

3F1 Qmax 9．67 7．80 O．826 7．04 3．14一 O．445 7，91 5．32 0．6フ2

OVer 8．30 5．30 O．639 6．57 1．96 O．299 7．15 3．61 O．504

weak beam 1451 8．09 O，558 2．69 1．23 0459 6，63 7．36 1．110
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 刊g．7－6，Tab1e7－5は、各部材に生じる最大塑性歪を降伏歪で無次元化し、内部仕事と同

様に整理したものであるが、過崩壊形の骨組（もとの骨組及び（1），（2）の骨組）の無次元化内部仕事

は全体的にはり材の方が柱材に比して大きいのに対して、塑性歪は柱材の方が大きくなっているこ

とが注目される。この原因としては、圧縮軸力を受ける柱材の繰り返し曲げによる塑性歪の繋積が

挙げられる。
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Tabユe 7・5  Nor孤aユized Pユastic Strain Re昌ponse for Taft

Bea加 Co1umn TOta1

m o ～ m o リ m σ リ

origina1 3．25 3．05 O．938 5．85 3．70 O．632 4．98 3．70 O．743

5Fユ
QmaX 3．24 2．90 O．894． 5．81 3．95 O．680 4．96 3．83 O．773

OVer 2．45 2．12 O．863 6．50 3．24 O．498 5．ユ5 3．48 O．676

weak bea加 4．フ0 320 0680 324 エフ3 O．534 373 242 O，650

O］＝iqina1 3。フ1 2．25 O．607 6．28 2．フ8 O．442 5．42 2．88 O．532

3F1 咄ax 3．72 2．19 0．590 6．32 2．62 O．414 5．45 2．96 O．544

OVer 3．1ブ 1．66 0．523 6．54 2．49 O，380 5．42 2．75 O．507

weak beam 5．79 2．92 O．505 2．99 134 o．44フ 392 241 O．363

 また、Fi＆7－6から明らかなように、はり崩壊形に設計された（3）の骨組の柱材もすべて塑性化

している。水平地動を受ける骨組の軸力を無視した応答解析結果によ柵其隣接層の最大層せん断力

応答が同時に生じないので、柱材の塑性化をはり材に比して十分に抑制するには、はり柱強度比を

仇5～0．7程度にとる必要のあることが報告されている均。（2の骨組のはり柱強度比を1．Oと考え

ると、（3）の骨組の柱材の断面積は約8％の増大、塑性断面係数は約12％の増大となり、はり材の

断面積は約8％の減小、塑性断面係数は約12％の減小となるので、はり柱強度比は0．8程度となる。

また、はり柱強度比が1．O近傍で柱材の応答量が急激に増大することが報告さべている15）ので、

動的には、（2）の骨組は柱崩壊の傾向をもつ骨組であり、（3）の骨組はばり崩壊の傾向をもつ骨組であ

ると言える。

 次に、崩壊機構特性とその応答性状の関係を更に検討するために、E1Centro，M1ay18．

1940のN－S成分とU－D成分に対する（2）及ぴ（3）の骨組の応答解析を行なった。ただし、最大加

速度はTa卓缶，1952の場合と同様に、水平地動については加㎜ヒ5009a1とし、鉛直地動は

水平地動と同一の比率で増幅して用いた。

 外乱終了時の入力エネルギー及び内部仕事の総和を、Tab1e7－6に示す。この表から、はり材

の内部仕事はTaf北地震入力時に比して減小し、（2）の骨組の柱材の内部仕事はばり材の2倍以上と

なり、また3F1－weak be amの柱笥の内部仕事はばり材と同程度になるなど、柱材の塑性変形が

大きくなる傾向が認められる。 Tabユe7－6 工nput亙nergy andエntemaユWork
               l                           for El Centro

一

5F1 E1

OVe〕＝
weak

oΨer
田e目k

IDput Ho］＝izon七a1 1172．8 1158．6 9Sユ．4 979．3

国ne工gy
V日r七iOa王 152．6 ！94．2 51．7 3目．9

｛七・o皿〕 Dead工。ad 236．4 275．O 131．4 212．4

Tot目1 ］一561，8 1627．8 12ユ4．5 ユ230．6

工nteエna1 1ヨO且m 352．4 82ニヨ．8 296．4 592．3
work CO工umn 786．9 356．1 743．O 47：ヨ．3

t‘o皿 T〇七a1 1139．3 1！79．1 10 9 4 1065 6
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 各部材の無次元化内部仕事をFig．7－7とTab1e7－7に示す。これらの結果をTaft地震入力

時の結果と比較すると、鉛直地動の影響による上層部はり樹への内部仕事の集中傾向は若干軽減さ

れ、はり材の無次元化内部仕事は寧ろ一様化する傾向にあると言える。しかし、5F1－weak

be amの最上層はり材の無次元化内部仕事は依然として大きく、また、E1Centro地震入力時に

は一様イビしている3層骨組のはり材の無次元化内部仕事が、Taft地震入力時には局所的に著しい

増大を示すことは、鉛直地動と水平地動の外乱強度の間に明確な相関がない1⑤ことと併せて、上層

部はり材を含めたすべてのはり材の塑性変形を一様化することが非常に困難であることを明らかに

している。この局所的な塑性変形の増大は、動的鉛直荷重によって上層部はり材が単独で崩壊機構

を形成し得ることに起因する。従って、相対的に弱い部街への塑性変形の集中を避けるには、上層

部はり材を弾性、若しくは、小さな塑性変形の範囲に留めるように設計することが好ましいと考え

る。
Story
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Fig・7－7 Normalized In七e］＝na1 田。rk Response for El Centro

Tabユe 7－7  Normalized 工nternaユ Work Response for Eユ Cen亡ro

Beam Co1umn Tot邑1

皿 σ リ m o リ m σ リ

5F1 OVer 3．29 2．74 O．833 5．56 3．66． O．658 4．80 3，55 O．739

weak be副皿 816 6．24 O．766 222 0．99 O．445 4．20 4．63 1．104

3Fユ OVer 5．ユ4 1．30 0。．253 ユO．29 フ．03 O．684 8．5フ 6．28 O．733

we昌k beam 11．03 3．00 O．272 6．07 4，5フ O．753 7．72 4．73 06ユ3

 さて、Fig．7＾5及び7’7に示す柱材の無次元化内部仕事は、m Centro地震入力時たは

Taft地震入力時より層方向に乱れる傾向があり、柱材の塑性変形が大きいほど、この傾向が顕著

になる。特に51Fに。verの第4層柱材の内部仕事は局所的に大きく、柱崩壊形の傾向をもつ骨組
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の柱材の応答値が、外乱の周波数特性によって著しく増大する場合のあることを明らかにしている。

7－8 結   論
 本章では、連続棒モデルにより得られる多次元の層応力応答を用いた耐震設計法を示し、その設

計例及ぴ設計骨組の地震応答解析例により、本耐震設計法の妥当性を検討した。解析結果は、各層

の最大層せん断力応答が動的には必らずしも同時に生じないことによる下層部転倒モーメントの低

減．，鉛直地動による鉛直方向慣性力など、層せん断力以外の層応力応答が耐震設計上無視できない

ことを明らかにしており、層せん断力の最大応答値のみに注目して骨組構造物の耐震設書十を進める

ことの危険性を指摘している。また、鉛直地動を考慮した耐震設計について次の知見を得た。

 （1）動的な崩壊機構特性は、外乱の周波数特性とともに、鉛直地動と水平地動の外乱強度比の影

響を受ける。

 （2）はり材が塑性化する場合には、動的鉛直荷重によって上層部はり材が単独で崩壊機構を形成

することにより、塑性変形が一部のはり材に集中する可能性が強い。
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第8軍 エネルギー吸収要素の適正鋼材量

8－1 序
 第7章においては、静的鉛直荷重と水平及ぴ鉛直地動を受ける骨組構造物の各部材の塑性化を一

様化するような鋼材の層方向分布を見出す手法を提示したが、鋼材の絶対量の算定法については触

れなかった。本章では、骨組構造物の全鋼材体積を適正に定めることによって、一様化された各部

材の塑性愛彩をその許容限度内に収めることが可能であることを示す。

 さて、構造物の設計値の絶対値を規定するものとしての耐震設計の基準値は、設計震度またはべ

一スシャー係数のように耐力の次元で定められるのが普通である。ところが、地震外乱を受ける構

造物に作用する力は構造物の基本固有周期の強い関数であり1）、予備設計に先立ち、設計される構

造物の基本固有周期をかなりの精度で予測しなければならないという困難な問題を生じる。また、

烈ないし激震時には構造要素の塑性変形による履歴減衰に期待しようという考え方が定着しつつあ

るが、構造要素に必要な変形能力は外乱強度とともにその耐力の関数であるので2）、耐力の設定に

は更に構造要素の変形能力を考慮することが必要となる3）。

 一方、建築構造物の耐震設計をエネルギー的にとらえようとする考え方は、棚橋や4）GW、施usnef5）

により古くから唱えられ、入力エネルギーが構造物の復元力特性に比較的関係なく安定しており、

基本固有周期の弱い関数として表わされる速度スペクトルから容易に推定可能であるにもかか一わら

ず、エネルギーの次元で耐震設計の基準値を考えることは行なわれていない。

 本研究は、構造物構成要素の耐力と変形能力、即ち、エネルギー吸収能力に基づいた終局耐震設

計法の確立を目的とするものであり、部材の単位体積当たりのエネルギー吸収能力を解析的に検討

し、地震時の入力ェネルギーを静的手段により評価する方法を導くことによって、入力ェネルギー

が各部材のエネルギー吸収能力に応じて一様に分配される場合の、構造物のエネルギー吸収要素と

しての全鋼材量の合理的算定法を提示するものである。

8－2 鋼構造部材のエネルギー吸収能力
 地震外乱を受ける構造物の構成部材は一般に繰返し載荷を受けるが、加藤らはミ）任意の変形履歴

を受ける鋼構造部材の荷重変形曲線において、その塑性域の部分を順次繋ぎ合わせると、単調載荷時

の荷重変形曲線に一致し、崩壊点も対応するという履歴法則を提唱している。実際の挙動では、

把aus曲i㎎er効果のために弾性から塑性への折れ点が滑らかな曲線となり、上記の履歴法則は変形

能力を過小評価する傾向を持つが一7）、安全側の近似として考慮し、更に、既に多くの報告があるよ

うに、骨組構造物の動的崩壊過程では塑性変形が1方向へ累積する傾向の強いこと8）9）を考えあわ
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せると、鋼構造部材のエネルギー吸収能力を単調載荷時の挙動から求めて差し支えないであろう1Φ。

 本研究では、単調載荷を受ける鋼構造部材の材端最大歪度ε㎜と内部仕事物の関係を解析的

に求め、ε㎜ が鋼材の材料定数や断面板要素の幅厚比などにより決まる値ε。。に達した時破壊

または耐力低下を生じると考え、ε。醐がε。、に達するまでの内部仕事をその部材のエネルギー吸

収能力と定義する。最大耐力時以降の内部仕事をエネルギー吸蚊能力た含めないのは、耐力の劣化

が生じた相対的に弱い部材には入力エネルギーが集中し易く1］）、すべてのエネルギー吸収要素への

入力エネルギーの一様な分配という本研究の前提が崩れるからである。

 骨組構成部材としては、はり材と柱材を考える。はり材の載荷条件は、はり材に一定鉛直分布荷

重が作用した状態で骨組がせん断変形する場合を
                               3

想定して・晦・一・に示すように理想化し・分 @ 1q‘τp
布荷重は解析の便宜上3点集中荷重に置換した。       O  ↓P ↓P 善P

                            O         ！
ただし・…（・一・ψ）は単純塑性麟1こ     ／

おけるは榔荷重で狐    ξトノ手・竿
                                  L

Fig，8一・1

 柱材には、両材端モーメントが等しい状態を想定して、一定軸力（軸力比π）と3角形分布の漸

増モーメントの載荷条件を設定した均。

                           13） ただし、載荷パラメーターρ，πは過荷重時荷重係数1．65 の逆数程度までを考え、O．0～O．6

の範囲とする。

 はり材には中．細幅H形鋼、柱材には広幅H形鋼を採用し、フランジ厚さを無視してフランジを

1つの集中断面に置換した叱片側フランジとウェブの断面積比此（五！～の値は・・・…1・・

一1971の熱問圧延H形鋼の平均値として、はり材については此呈α842、」柱材については 居＝

1，582を採用した。

 鋼材種としてはSS41を想定して、応力度一歪

度関係は、Fig，8－2に示すように塑性流れ後の

歪硬化を含む“i－1ine皿形にモデル化した。た

だし、盃の戻りは無視してい孔 e‘ε／εy

Fig－8－2
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 横尾らは処女載荷時の歪硬イビ域での無次元化応力度一歪度（3一。）関係を次のように定式化し

ている均。

   θ一（）0460）＄16            （8－1）

 本研究では上式を参照して・歪硬化開始時無次元化歪度θ、まは（8－1）式で5＝1とすること

により求め、歪硬化係数τは。s＝1のときの山／dθより次のように定めた。

   ㌦＝1」2・63・τ＝O・0265            （8－2）

 解析方法は、まず、平面保持の仮定の下に、曲率のと断面重心歪度εoにより表わされる任意の

歪状態におけるモーメントMと軸カMを求め、次に、〃一の及ぴw一・εo関係の積分により断面の内

部仕事馬を求め、最後に、馬の材軸方向積分により部材の内部仕事坊を得るものである。・

 前述の載荷条件の下で柱，はり材における刀〃一ε㎜関係を求めると、単位体積当たりの内部

仕事は、村長z及g断面積出子牢らず、材料定数。断面形状。載荷条件のみによりε㎜と関係づ

けられ孔即ち・部材の内部仕事力Mは次式で表わされる。

         σ・ε

   刀M一η”＾            （8－3）
          2

ここで、ηは材料定数τ，e、±，フランジウエブ断面積比ゐ及び載荷パラメーターρまたはπと無次

元化材端最大歪度ε鮒：勅／㍉の関数であ糺

 はり材の｛脇1関係をFi＆8－3に、柱材の‘㎜一η関係をFig．8－4に示す。これらから

明らか姓劫∴材靖最大歪度が塑性流れ域にある間は塑性域が材軸方向に拡がらず、刃Mはあ‡り

増大しないが、。歪硬化開始とともに～は急激に増大する。

     η珊／苧・・

20

15

26．7
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0．6

5      96  i5．O

10           0
    E皿a工  8㎜目“，一〇     町  4
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加藤らは板要素の座屈最大応力度に対応する歪度ε。、として次の実験式を提案している1耐。即ち、

ε一一ﾐ［1・戸汀・÷1 （8－4）

ここで、αは降伏応力度のみの関数であり、S S41材ではα＝2－8としている。また、ろ／茸！，∂ノ㌦

はフランジ及びウェブ板要素の幅厚比である。

（ムノりゾ（d／㌦）には前述の熱間圧延H形鋼の平      Tabユe8－1εc「／εy

均値を用いて、はり材では0162，柱材では0375    b／tf Beam col㎜n

                            l0   9，6  10．7
とし・小はばり材では・・鮒では・とする   。ユ、．。ユ。．フ

と・1。、はフラ〃幅厚比Wのみの関数として  626’729・7

丁曲1e8－1のように求まる。

 ε脇肚ε。、の時の部材の内部仕事を亙g．8－5に示す。この図に示すように、はり材の～は、

牟直荷重比ρの単調減小関数となり、ρの増大につれて双曲線的に減小する』これは、鉛直荷重が

大きくなるにつれて両材端部での応力状態に差異が生じ、片側材端における歪集中が著しくなるこ

くによるのである。一方、柱材の助は、 o㎜＝10．7のときπ＝O，ε㎜＝16．7のとき記＝

O．075，θ㎜＝29．7のときπ＝O．275で最小値となり、目㎜の増大に伴い助め最小値は軸

力比の大きい側へ移動する。特定のπにおいて伽が最小値をとるのは、断面の内部仕事力∫は

e舳が一定であれば記の増大にともなって減小することと、πが大きい場合には塑性域が材軸方

向に拡がり易いごξの影響による。
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さて、地震動の鉛直成分と水平   12            12

成分の外乱強度の間には明確な

相由関係が認められないので吻、ユ。     加 ・一州．・

地震外舌しを受ける構造物の構成   8            8         8，27

部材が塑性化する際の隼張力と

                 6                    6
水平力を予測することは不可能

                        e皿＾”126、フ
であろう。従って、各部材の工

                 4                    4

                            3．4フ
ネルギー吸収能力は・どのよう                   。皿旦、．1o．フ

な加力条件下でも安全側にある                 2  一＿一＿一＿1．65

ように、Fi㌫8－5の最小値を         舳炉ユ” 二i＝    ．＿一日空…1害壬＝。．・8

                  0 0・2 0・4 0・P  O O・2 0・4 0・6日
用いて評価することが適当であ     （。〕胸皿          〔b〕C．1㎜

る。即ち、はり材のエネルギー      Fig．8－5E鵬rgy Absorption Capミicity

吸収能力亙B，柱材のエネルギー吸収能力刀0は次式で表わされる。

        σ ε                 σ ε

   巧一価デ仏耳一1・ツ・夕班   （・一・）

ここ尽一ﾅ万，η。は載荷パラメーターρ・㎜に無関係に材料定数及ぴ断面形状から決まる定数であ

り、上記の解析結果からは丁曲1e8－2のように求められる。

Tab1e8－2Va1ueε of η

b／tf

10

8

6

Beam

O．16

0，45

3．47

Co1口皿n

O．38

1，65

8．27

8－3 入力エネルギーの定量化

 本節では、地震外乱を受ける骨組構造物の全人力エネルギーを、動的応答解析によらず、静的手

段により近似的に求める手法を示し、5章で取り扱った地震応答解析結果と比較して、その適用性

を検討する。比較に用いた応答解析．例は丁州e8－3に示すようなものであり、解析骨組は、5層

1スパン（5F1），3層2スパン（3F2），3層1スパン（3F1）の3種である。

一128一



Tabユ。 8－3  瓦ar七hquake Exci七aヒions

Hori onta！ VertユOa1
No． F］＝目皿e Ea］＝thquak自

CO皿 O。 ’Hm昌x Compo・ ．Vm目X

1
E1C帥tro’

5009a1 4039ヨ1

2
晦y18。 N’s

500一’
u－D

o l1

3 3001■ 242 I．
1940

4
5F1

300・． o ’’

5
工af七。

500 Il 3呂9 1一

6

June21。 E－w
500．1

O－D
o ’1

7
1952

300 1I 233 11

8 300 II O I1

9 500．1 403 1I
E1Cen七］＝o。

10
岨y18． N－S

5001一
口・D

o 一一

11 1940
30011 242 I’

12 300 II O 11

3F2
13

Taft。
500 II 389 II

14
June2ユ。 E一冊

500 1一
U－D

0 1，

15 1952 300．． 233 II

16 3001． o 一一

17
El－Cent工。。

500■1 403 一■

18
脆y18。 N－S

500Il
U－D

O ’’

19 1940 3001’ 242 11

20 300 11 o ’I

2ユ 3F1 50011 ヨ89 11

22 Ta趾。 500 ，． o II

23 Jun旧21。 E一冊 300 1■ ローD 233 11

24 1952 300．1 0 11

25 O一一 339 1I

 さて、地震外乱を受ける構造物の全人力エネルギー崎は、水平及ぴ鉛直地動による入力エネル

ギー巧・ 坊と静的鉛直荷重による仕事先の和として次式で表わされ孔

   刀γ一坊十月7＋孔               （8－6）
 G．W・H〕usneエによれば5し1方向外乱による弾塑性構造物の入力エネルギー弗は次式とな

る。

   ト缶㍉2         （・イ）
ここで・Wは構造物の全重量・8は重力加速度であり・8。は速度スペクトルである。（8－7）式

の仮定の妥当性については、既に、加藤ら璃及ぴ安藤ら1㊥により検討され、降伏耐力及ぴ復元力特

性の形状に依存しないことが明らかにされている。

 水平・鉛直2方向地動を受ける構造物の入力エネルギーは、そのおのおのの地動による入力エネ

ルギーに注目すると、他方の地動に対する応答によって時間的に降伏耐力が翠化する弾塑性系の問

題であり、降伏耐力に依存しない（8－7）式により評価できる。従って、本研究では、水平・鉛

直2方向地動による入力エネルギー巧牛刀7 を次のように仮定す乱

  弗・卜去（∫”細田！）      （・一・）

ここで、∫口∬ ∫口7は水平地動及び鉛直地動の速度スペクトルである。
      ，
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 Tab1e8－3に示した応答解析例による 巧十牛の応答値と（8－8）式による近似値を、

構造物の全重量πで除してFig．8－6に比較する。この図から、個々の地震波の速度スペクトルの

凹凸を考慮すれば、（8－8）式は良好な近似値を与えると言える。

R咄po皿so．

／
                 ／、・・

一    考
             ク。。

           掌’

         ／紺

・  ／
    妙5
   、彪     フ     4
   口25／

5             ユ。

／

○駆1

ム3F2
口3P1

g㌔ユ7

1｛18

15  p■日di仁ti01120

             Fig・S一・61朋十王V；／W1七〇n・cm！七〇n〕

                                一〇）2ρ） 静的鉛直荷重による仕事場は、構造物の倒壊過程に重要な影響をもつ  。即ち、・「水平復元

力が零になること」として定義される構造物の倒壊は、エネルギー的には、「変位の増大に伴う静

的鉛直荷重による仕事の増大量が、構造物の内部仕事の増大量を上回ること」と定義できる。従っ

て、倒壊近傍における構造物の挙動を対象とする時、％め定量化は重要である。

 ％は静的鉛直荷重に鉛直変位を乗じることにより求められる。ここでは、1スパン骨組につい

て、置換連続棒モデルを用いて、鉛直変位の上限櫨を近似的に求めてみよう。

 はり要素の降伏条件式は次式で与えられる。

            g3＋4ρ        1
   ！・（9パ）＝。π十〇（’＞ρ〉丁）   （。一、）

                      1
   ！3（り，ρ）一93一トO  （T》ρ》O）

ここで

gブ」到戸仰 ρ一1・1ん

ただし、Qは層せん断力、Pは材軸方向に分布する鉛直方向バネの応力であり、添字ρは各降伏応

力を表わしている。置換連続棒のはり要素の断面積をλ8（づとすると、各降伏応力は（7一一6）

．式から次のように表わされる。

％、一2 ｼ2件・、月枇）
（8－10）
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      80Bσ〃2
   ・ゲz、、着λ抑一・。λ抑）

ここで、 C、”はばり材の断面形状により決まる定数であり、本研究では、申・細H形鋼を想定し

て、 0，B＝1，627としている。また、尻は階高、2はスパン長である。

 倒壊近傍では弾性変形が塑性変形に比して十分小さいことを考慮して、弾性変形を無視すると、

ある一定応力下で塑性変形が進行する場合には、はり要素の断面歪ら＝｛γ石m ｝τは、・0η

㎜SeSの流動則から次のように表わされる。

㌦一物 ^、ん諸ド1峠
                                       （8－11）

一、1、・r （←ρ・・）

従って、塑性変形の上限値を得るために鋼材の歪硬化を無視すると、置換連続棒の断面に生じるは

り要素の内部仕事θ31σT㌔は次のようになる。

              他     μB（4ρ一g月） ～

   e〔ん×市、、十ρい・市、＝丁
                          1
                     （ 1〉ρ＞一）               （8一且2）
                          4

          μ丑        1
   ・・＝Q助×一一＝μ・  （一〉ρ》O）
          Q助       4

はり要素の断面の内部仕事・Bが既知であるとすると、（8－12）式からはり要素の断面歪は次

式となる。

            1

   γB＝2・B×
          4巾Q助        1
                     （1》ρ≧一）
         4ρ13         4
   ω三2㍉×
         8ρη戸                                   （8－13）
             P

∴青 十・）
ゆえに、はり要素の断面歪の上限値として次式を得る。

   γ。バ・石ノQ助
                                       （8－14）
   ω㎜・・色B／P、一

同様にして、柱要素の断面の内部仕事色。が与えられると、柱要素の断面歪の上限値は次式で表わ
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される。

   ε㎜一1。～

   φ㎜一・。／怜             （8－15）

   γ㎜㍗～

ただし、εは断面重心軸の歪度，φは曲率，γoは柱要素のせん断歪であり、Mは層軸力，Mは転

倒モーメントである。柱要素の断面積をλC‘π）とすると、（7－6）式から各降伏応力は次のように

なる。

   Wゲσ！・紅）呈C冗λ・伽）

      σ J
   M四一三ψ一・肌λ・紅）
       ＾                                  （8一一16，

         c
      刀。、σツ的   ％
   Q・ρ一  λ・紅）一C。・λ・俸）
        尻

ここで、0，Cは柱材の断面形状から決まる定数七あり、広幅H形鋼を想定して0，c＝0，958とし

ている。

 以上のようにして置換連続棒の変形の上限値が得られると、安全側の近似値としての孔の上限

値を簡単に求めることができる。．まず、材軸の煩き∂砒”κ の上限値は年式となる。

   （舳一一11＾一十レ    （・一1・）

鉛直方向のみかけの歪度dψ”は、重心軸歪度εとたわみによる変形の和として求められる。即

ち、

   （・仙）㎜一1㎜十音（ψκ）㍍      （・一1・）

（8－18）式の積分により鉛直変位砂の上限値が得られると、刀。は次式で近似できる。

   孔十叶ψ    （・一1・）
ただし、∬は置換連続棒の長さ、ρは置換連続棒の単位長さ当たりの重量である。また、レは全重

量に対するはり中央集中荷重の比であり、（6－8）式から次のようになる。

      128（北2＋11ゐ斗31）
   レ高                                                    （8－20）
        315（居十5）2

ここで、居は柱はり剛比である。即ち、μは梓ばり翻比居の弱い関数であり、ム＝0のとき最大値

〃吐0，504をとる。

 T囲b1e8－3に示した応答解析例による各部材の内部仕事を用いて、（8’14）， （8’玉5）
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式から骨組の変形を求め；

∴ぶぶピ   。・／㌔
て・亙。の応答値と・i・．      ／
Hに比較する。ただし、    ・／。得バ帯
                               2

舳を仮肌 @，   、イ
                      ロ。。ク」  。…

                    か磁，      二：1：

              ユ ：紗’

                 ～／

               ／

1         2         3

1茎

4p”出。ti㎝

Fig．8－7 正G！W ｛ton．c皿ノ七。n〕

 この図から明らかなように、本近似計算法は、弾性変形を無視しているので、変形が小さい場合

には応答値を若干過小評価するが、本研究が目的とする終局耐震設計の対象となる大変形域では本

法を用いて％を評価して支障はない。即ち、各部材の内部仕事が既知であれば、本節で示した方

法により刀Gの安全側の近似値を求めることが可能である。

8－4 エネルギー吸収要素の適正鋼材量

本節では、地震時の入力エネルギーが、耐震要素のエネルギー吸収能力に応じて一僧に分配され

ることを前提として、耐震設計上必要最小隈のエネルギー吸収要素の全鋼材量を動的応答解析によ

らずに求める手法を示す。

 一般に、エネル幸一の釣合方程式は次式となる。

   巧十巧十”邊王砺十牛十月ゲ巧           （8－21）

ここで、巧，巧，刀螂ばそれぞれ運動エネルギr粘性減衰による消散エネルギr内部仕事を表

わしている。

 さて、F塩8－8は、内部仕事と全人力エネルギーg比”色／刀τと単位重量当たりの入力エネル

ギー舛／”の関係を示すものであるが、巧に比して巧牛馬は十分小さく、かっ、入力エネルギ

ーの増大に伴い亙色／坊は徐々に増大する傾向が認められる。従って、終局岬震設計を考える場合

には、次式が安全側の近似となり得る。

    刀邊＝舛                  （8－22）
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正8／田

はり材及ぴ柱材のエネルギー一

吸収能力は一、8－2節で述べ

たように、鋼材体積に比例す

るので、入力エネルギーが各

部材のエネルギー吸収能力に

応じて分配された状態を前提

とすれば、置築連続棒ρ断面

．に生じ・るはり要素及び柱要素

の内部仕事は次のように表わ

される。

           20      8
… 、、。もギ。。・ユ；苓1

      へ

。．6

O．4

O．2

吉5

。・書り4 ??I賦
         13 10 9
   0 0
   ；  2      o1

口19

   o5円
   △町2
   口3正1

ユO肛川t㎝・㎝／ton；15

Fig・8－8 1…T／W－1ミe／1≡T Reユatj on

σ  ε

・ブ伯 ソvλB峰）
     2

（8－23）
σ  ε

召。刊。 gソλc紅）
     2

ゆえに、構造物の全内部仕事として次式を得る。

   孔茱、。σ｛r、。㊥、、、、、σ・ε1ド、、ω、、

    ・U 皿 2 1。”  u 2 1． u
                                       （8－24）

        σ  ε
      一リ（η山十η。γ。）
         2

ただし、（8－24）式ではエネルギー吸収要素に関する積分をとる。従って、・γ遍，γoはエネ

ルギー吸収要素となり得るはり材及ぴ柱材の全体積であり、はり崩壊形骨組ではγC＝ηo亡O，柱

崩壊形骨組ではγ3＝η月二〇となる。

 も紅）及びん紅）は、エネルギー吸収要素に入力エネルギーが一様に分配されるような断面積分布

であるが、このような分布形の定量化については今後の研究を待つことにして、ここでは上層部部

材と下層部部材の断面積の比が任意の値をとり得るように、λB紅），λc←）を次のように仮定してみ

る。一@  γ         α
   妙一号（1・α）（1一着）

    γ0       κα
岬一丁（1＋α）（’一ア）

（8－25）

ここで、αは上層部部材と下層部部材の断面積比を表わすパラメーターであり、置換連続棒固定端

での断面積の平均断面積に対する比が1＋αとなる。
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 一方、設計用層せん断力Q＊の分布形については既に多くの提案があり、水平設計震度が高さ方

向に一定の場合21）にはQ＊は次式で表わされる。

   Q＊一θ。（卜秀）          （・一・・）

ただし、QBはべ一スシャーである。また、五十嵐らは、柱崩壊形骨組の各層の倒壊安全率亭一様

にする層せん断耐力分布として次式を導き、こ。の分布形が加藤らにより数値的に求められた各層の

累積塑性変形分布を一様化する最適降伏せん断力分布戸）とよく一致することを示している23）。即ち、

   Q＊一Q。（1一着）1’2         （・一・・）

 ここで、部材軸力及ぴ鉛直方向力により生じる応力を無視して、層せん断耐力が設計用層せん断

力に等しいと仮定すると、次式を得る。

   Q助一Q。ゲQ×     ．     （8一・8）
（8－26），（8－27），（8－28）式を考慮して、ここではQ助・Qcρを次のように考

える。

               班 β   工
   Q ＝Q  ＝Q （1一千）   一≦：β≦；1            （8－29）
    伽  Cp  8   H    2

％プQCρと～・一λoには、（8－1．0），（8－16）式で示した関係があるので、〃は次

のような範囲をとる。

亘      2
一く α≦：一・3      3 （8－30）

本論で解析例として採用した3つの骨組の断面積分布を（8－25）式とFig．8－9に比較する。

この図に示すとおり、地震荷重案第2案助を使って設計されたこれらの骨組の断面積分布は、α罰

1／3とした時の（8－25）式によりほぼ近似できる。

14：＝上ユ像＿＿

洲㌦＼こ1＼1、

       ＼＼＼
          、、＼
           ＼＼＾
い    ’＼、同Beam
     ：1；：   や＼

     口利    ＼＼。
               、o   、
                、     、
                、．  、、
            1・O ＾目’パ’垣      1。；  、

1｛＿一一竺vヨ

市㍉㌔＼二こ＼
       ・＼＼＼口
         ＼、＼
           、 ＼
い    二＼｛b〕C伽
     ○冊1       匝  、
     ＾帥        、＼

     ”H   べ＼。
               、    ＼
              歴  、   ＼
                “  ＼＼
      ○王         1．O＾061〃O  ，   1。ミ ＼

          Fig．8－9 Di呂t］＝ibution of Crc畠s Secticna1 Area

（8－23）式の㌔・セを用いて・8－3節の手法により亙。を求めると次のようにな孔
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げ／よ・㌶・、（、．三1、如）・、冊讐（、一）／

・2 P㍗（、、1凧 （8－31）

ただし、

一σ ^÷芹1÷バ／
       σツεツ
  万＝ η石
        2

       σツ㍉
  C＝ ηo
        2

 （8－31）式において・亙。はαの関数であるが・（8－31）式申のαを含む係数は

1／3くαく2／3の範囲で不出1e8－4の値をとり、αによる変化は比較的小さい。従って、

本研究では、安全側の近似として各項の最大値をとり、次式を得る。

・一一^÷・1港÷9景／・3号w∴
                                 （8－32）

          史able 8－4  Coefficient昌 of Eq．（8－32〕

MaximUm Minimum
1  9         1一 ＝0．45  （a七 α；一）20         2 4         12一 空0，444 （a亡 α雪一’一〕9         33

（2一α〕（1＋α）

1 9価       2一O昌0．0436（at α＝＿） 800        3

9万       1  里O．04ユ7｛atα＝一）374        3

（4一α）（6一α）瓜

    ！一 3価       2   空0，581｛atα＝＿〕 20         3 3万       1  里O．520｛a七α＝＿）10        3

 （8－32）式により％はエネルギー吸収要素の鋼材体積γB及ぴγcの関数として表わされ、

全人力エネルギー及び構造物のエネルギー吸収能力はγB及びγoのみの関数として表わされるこ

とになる。従って、（8－8），（8－24）j（8－32）式を（8－22）式に代入して得ら

れる次式から、入力エネルギーが各部材のエネルギー吸収能力に応じて一様に分配されることを目

標とするときの耐震設計上必要最小限のエネルギー吸収要素の牟綱紀体積を得ることができる。た

だし、

〃。・・γビ品（・也タ・・砂。2）
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・・s・募ξ1・等・9狐亙／・3等ξ㍗（・一・・）

過崩壊形骨組ではγ3≠Oかつγo≠0となり、（8－33）式のみからγBとγCを求めるこ

とはできない。このような場合には、柱要素とばり要素のせん断耐力が等しいことを仮定して、（8

－10），（8－16），（8－28）式から得られる次の関係式を使えばよい。

          03堵 尻

   γ。一21’3（z）一γ。        （8－3・）          o o   J
          z

ただし、（8－25）式及ぴ（8－34）式は、構造物のエネルギー吸収要素の全鋼材体積㌦十㌦

を得るための近似式であり、適正な断面積分布に対する制約条件でないことは言うまでもない。

8－5 結   論
 本章では、構造物構成要素のエネルギー吸収能力に基づいた耐震設計法の確立を目的として、8

－2節において鋼構造部材の単位体積当たりのエネルギー吸収能力を定量化し、8－3節において

地震外乱を受ける構造物のへカエネルギーを定量化することにより、8－4節において入力エネル

ギーが各部材のエネルギー吸収能力に応じて分配される場合の構造物のエネルギア吸収要素の全鋼

材量の算定法を提示した。

 本章の手法により全鋼材量を算定した後、7章の手法により地震時の入力エネルギーが各部材の

エネルギー吸収能力に応じて分配されるような鋼材分布を見出すことによって、地震外乱を受ける

構造物の各部材の塑性変形を一様にその許容限度内に収めることが可能になる。

 しかしながら、本論は、終局耐震設計へのアプローチの1つの方向を示すものであり、本章に掲

げた細かい数値及び数式はあくまで定量化の可能性を例示するためのものであって、個々の数値及び

数式を普遍性のある結論として提案するものではない。
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第9章  結 翅目日

 本研究は、鋼構造骨組の終局耐震設計法を確立するための予備的研究として、広範．な地震応答解

析が容易に行なえる動力学モデルの開発を目的とするものであり。、鋼構造骨組の地震応答性状を数値

実験によって検討・考察し、その結果を考慮して、適切な動力学モデルを提唱するものである。た

だし、本研究の数値計算には、主に大阪大学大孕計算センターNEAC22bOシリーズ・モデル800，

ACOSgOO、並びに、京都大学大型計算センターFACOM1M190を用いた。

 第1章では、建築構造物の耐震設計に関する既往の研究を概観し、本論文の目的と意義を述べた。

 第2章では、鋼構造部材の詩的弾塑性挙動を詳細に調べるための解析方法として1次元有限要素

法を採用し、数値計算上の問題点を明らかにした。更に、解析例を既往の実験結果と比較しながら、

ユ次元有限要素法の適用化について検討した。その結果、ラーメン部材の材軸方向には5分割程度

の要素分割で十分であること、強軸回りに曲げを受けるH形断面及ぴ矩形断面のモデル化としては

4点モデルが良好な精度を持つことを示した。また、応力度一歪度関係の履歴モデルは部材の弾塑

性荷重一変形関係に著しく一 e響するが、単調載荷時の部材の応力度一歪度関係の履歴モデルとして

は歪硬化を考慮したBi－1ine肌形が適当であること、繰返し載荷を受ける部材については鋼材の

跳uschinge正効果が無視できない場合のあることを明らかにしれ

 第3章では、動的応答解析に関する問題として、慣性力，減衰力の定量化及ぴ運動方程式の数値

積分法を取り上げ・解析結果の信頼性を重視して検詳・考察し・Consi stent Ma ss法，

Ray1eigh型の減衰マトリックス及びNe㎜肛kβ法を選定した。次に、以上の饒析力法による

地震応答解析例を示すとともに、解析結果を使って、鋼材の応力度一歪度関係の履歴モデルの差異

が鋼構造骨組の地震応答に及ぼす影響を調べた。その結果、鋼材のBauschinger効果を無視する

と塑性変形が1方向に累積する傾向が強くなり、この傾向は歪硬化を無視すると更に著しくなるが、

各部材に生じる内部仕事に及ぼす履歴モデルの差異の影響は比較的小さく、静的解析において認め

られるような弾塑性変形性状の著しい変化を生じないことが判明した。

 第4章では、解析の容易さから慣用されているせん断型多質点系モデルについて、鋼構造骨組の

終局耐震設計における有用性の観点から検討した。その結果、構造物の復元力特性を十分考慮して

作成された各層の復元力の履歴モデルを使えば、層せん断力及ぴ層間変位などの巨視的応答につい

ては良好な近似値が得られるが、せん断型多質点系モデルによる巨視的応答値と建築構造物の各構

成部材の局所的応答値あ間には明確な相関性が認められないことを明らかにし、骨組構造物の耐震

設計にせん断型多質点系モデルを用いることの危険性を指摘した。

 第5章では、建築構造物の耐震設計において通常無視されている鉛直地動が骨組構造物の地震広
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答に及ぼす影響を検討するため、水平地動のみを入力した場合と更に鉛直地動を入力した場合の応

答解析結果を比較した。その結果、骨組構造物の層せん断力応答及び水平変位応答に及ぼす鉛直地

動の影響は小さいが、鉛直地動入力によって、はりに大きな鉛直方向慣性力を生じ、上層部部材の

塑性変形が大きくなる可能性が強いこと、また、最大層軸力応答が著しく増大し、初期軸力比の高

い柱材の塑性化に影響する可能性のあることを示し、建築構造物の耐震設計で鉛直地動が無視でき

ないことを明らかにした。

 第6章では、建築架構の層数，スパン数などにとらわれない汎用性の高い耐震設計資料を得るた

めの簡便な動力学モデルとして、連続棒モデルを提案した。骨組構造物の連続棒置換では、層軸力，

転倒モーメント，層せん断力，はり鉛直荷重の4次元の層応力，はり材と柱材の降伏の区別，鋼材

の歪硬化 骨組のP一∠効果などを考慮した。また、若干の地震応答解析例から、連続棒モデルに

より、水平変位応答及び層応力応答などの巨視的応答について良好な近似値が得られること、各層

の履歴性状もほぼ把握できることを示した。しかしながら、連続棒モデルは、柱材の軸方向変形に

よる骨組の鉛直方向変形や全体曲げ変形を過小評価する傾向があり、解析結果の精度を向上させる

には、外在と内柱の降伏を区別し、隣接する2層の層せん断力の達成を考慮してはり材の降伏を判

定するなど、連続棒モ．デルの断面の降伏を更に慎重に取扱う必要があることを指摘した。

 第7章では、4次元ベクトルとして表わされる連続棒モデルの層応力の大きさを評価する尺度と

して等価断面積を設定し、その最大応答値に応じて鏑材を各部材に分配することにより、各部材の

靱性率応答が一様化するように動力学特性を適正化する手法を提示した。また、この方法により再

設計された骨組構造物の地震応答解析例から、各層の最大層せん断力応答が動的には必ずしも同時

に生じないことにょる下層部転倒モーメントの低減、鉛直地動による鉛直方向慣性力など、層せん

断力以外の層応力応答が耐震設計上無視できないことを明らかにし、層せん断力の最大応答億のみ

に注目して骨組構造物の耐震設計を進めることの危険性を指摘するとともに、多次元の層応力を考

慮した連続棒モデルの有用性を示した。

 第8章では、構造物構成要素の耐力と変形能力、即ち、エネルギー吸収能力に基づく終局耐震設

計法の確立を目的とじ（、鋼構造部材の単位体積当たりのエネルギー吸収能力を解析的に検討し、地

震時の入力エネルギーを静的手段により評価する方法を導くことにより、入力エネルギーが各部材

のエネルギー吸収能力に応じて一様に分配される場合の、エネルギー吸収要素としての全鋼材量の

算出法を提示した。

 箪章の手法により一全鋼材量を算定した後、7章の手法により地震時の入力エネルギーが各部材の

エネルギー吸収能力に応じて分配されるような鋼材分布を見出すことによって、地震外乱を受ける

骨組構造物の各部材の塑性変形を一様にその許容限度内に収めることが可能になるであろう。
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